
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月27日

【事業年度】 第101期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 旭テック株式会社

【英訳名】 ASAHI TEC CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長　石井　英夫

【本店の所在の場所】 静岡県菊川市堀之内547番地の１

【電話番号】 0537-36-3112

【事務連絡者氏名】 経理部長　　　　田原　純一

【最寄りの連絡場所】 静岡県菊川市堀之内547番地の１

【電話番号】 0537-36-3112

【事務連絡者氏名】 経理部長　　　　田原　純一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

旭テック株式会社(E01271)

有価証券報告書

  1/168



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 52,884 57,574 57,994 145,702 315,885

経常利益又は

経常損失（△）
(百万円) △195 107 1,447 △162 △8,602

当期純損失 (百万円) 6,151 1,294 282 665 34,818

純資産額 (百万円) 14,053 12,580 15,332 76,082 47,692

総資産額 (百万円) 50,135 49,558 72,593 304,691 242,886

１株当たり純資産額 (円) 211.69 171.60 161.69 190.39 81.94

１株当たり当期純損失 (円) 75.74 14.58 3.74 6.40 137.91

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 28.0 25.4 21.1 24.1 18.9

自己資本利益率 (％) － － － － －

株価収益率 (倍) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,698 2,972 2,772 2,675 9,771

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △3,586 △2,104 △6,831 △43,306 △14,815

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 3,204 △574 4,366 44,927 3,234

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 3,411 3,716 4,119 8,735 6,529

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
(名)

2,350

(302)

2,632

(515)

3,695

(702)

10,207

(914)

9,922

(1,067)

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　第101期から、新たに設立及び出資を行った旭テック環境ソリューション㈱を連結子会社に含めている。また、
第101期に清算したMTSPC, Inc.及びMetaldyne Accura Tool & Mold, Inc.を第101期から連結子会社から除いて
いる。

第100期から、新たに子会社になったMetaldyne Holdings LLC及びその子会社68社と、新たに設立及び出資を
行ったGuangzhou Asahi Dongling Research & Development Co., Ltd.を連結子会社に含めている。
第99期から、連結に占める重要性が増したため、第98期まで非連結子会社であった旭テック東北販売㈱、アサ
ヒサービス㈱、アサヒテックサービス㈱の３社を連結範囲に含めている。また、第99期から新たに子会社と
なったテクノメタル㈱を連結の範囲に加えている。なお、第99期についてはテクノメタル㈱のみなし取得日
が連結会計年度末であるため、貸借対照表のみを連結している。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載していない。

４　自己資本利益率、株価収益率については、損失を計上しているため記載していない。

５　第99期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会　企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用している。

６　純資産額の算定にあたり、第100期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基
準員会　企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用している。

７　従業員数は、就業人員数を記載している。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 45,895 46,338 47,720 49,548 56,609

経常利益又は

経常損失（△）
(百万円) △685 △1,121 557 1,146 1,589

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) △6,367 △2,259 △724 2,192 △31,393

資本金 (百万円) 5,669 5,712 7,218 34,384 34,384

発行済株式総数 (株) 88,407,313 88,842,313 99,376,129 299,179,032 299,185,032

純資産額 (百万円) 15,395 12,934 14,734 71,390 40,100

総資産額 (百万円) 46,135 44,451 54,286 110,642 79,629

１株当たり純資産額 (円) 220.71 177.48 151.75 182.81 57.93

１株当たり配当額

（内１株当たり

中間配当額）

(円)

(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益

又は純損失（△）
(円) △78.39 △25.46 △8.71 12.06 △124.71

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) － － － 11.26 －

自己資本比率 (％) 33.4 29.1 27.1 64.4 50.1

自己資本利益率 (％) － － － 5.1 －

株価収益率 (倍) － － － 17.25 －

配当性向 (％) － － － － －

従業員数 (名) 834 833 780 755 782

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　第97期、第98期、第99期及び第101期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載していない。

３　第97期、第98期、第99期及び第101期の自己資本利益率、株価収益率については、損失を計上しているため記載

していない。

４　第99期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用している。

５　純資産額の算定にあたり、第100期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用してい

る。

６　臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略している。
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２【沿革】

昭和13年８月　 旭鋳物工場を改組し、旭可鍛鉄株式会社を設立。

25年１月　 日本碍子㈱が資本参加、同社の子会社となる。

33年６月　 アルミニウム合金鋳物の製造を開始。

36年２月　 名古屋証券取引所市場第二部に上場。

11月　 可鍛鋳鉄増産のため豊川工場を建設。

39年11月　 アルミニウム合金鋳物拡充のため菊川南工場を建設。

51年６月　 アルミホイールの専門製造工場として100％出資の旭軽合金㈱を設立。

53年５月　 豊栄工業㈱に資本参加。子会社とする。

55年12月　 東京証券取引所第二部に上場。

62年９月　 日本碍子㈱の子会社から関連会社となる。

平成元年３月　 子会社Asahi Somboon Aluminium Co.,Ltd.を設立。

11月　 旭テック株式会社に社名変更。

２年11月　 東京証券取引所、名古屋証券取引所各市場第一部に上場。

３年９月　 子会社旭軽合金㈱の営業全部を譲り受ける。

５年５月　 子会社Asahi Somboon Metals Co.,Ltd.を設立。

７年９月　 アルミニウム合金鋳物拡充のため横地工場を建設。

10年８月　 決算期を５月31日から３月31日に変更。

11年４月　 連結基準の変更により日本碍子㈱の子会社となる。

８月　 子会社旭鍛造㈱をマテック㈱に営業譲渡。

13年９月　 保有株式の売却により、㈱エーテックを非連結子会社から除外。

15年５月　 米国投資会社リップルウッド・ホールディングスL.L.Cが資本参加。

10月　 合弁会社 Dicastal Asahi Aluminium Co.,Ltd.を設立。

17年１月　 連結子会社であるAsahi Somboon Aluminium Co.,Ltd.がAsahi Tec Aluminium (Thailand) 

Co.,Ltd.に、Asahi Somboon Metals Co.,Ltd.がAsahi Tec Metals (Thailand) Co.,Ltd.に

それぞれ社名を変更。

３月　 RHJインターナショナル(RHJ International) SA/NVが当社の株式を取得、親会社となる。

18年２月　 テクノメタル㈱に資本参加。子会社とする。

19年１月　 Metaldyne Corporationに資本参加。子会社とする。

持分法適用関連会社であるAsahi Somboon Shippo Moulds Co., Ltd.がShippo Asahi Moulds 

(Thailand) Co., Ltd. に社名を変更。

３月　 普通株式の海外における募集の実施により議決権保有割合が相対的に減少したため、RHJイン

ターナショナル(RHJ International) SA/NVが当社の親会社からその他の関係会社に変更となる。

合弁会社Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd.を設立。

10月　 子会社旭テック環境ソリューション㈱を設立。

　　 　

（注）平成20年４月に旭テック環境ソリューション㈱に当社の環境装置事業を承継。　
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３【事業の内容】

　当企業グループは、当社、子会社76社、関連会社３社及びその他の関係会社２社で構成され、一般素形材部品、機器装

置類の製造販売を主な事業内容としている。当企業グループが営んでいる主な事業内容、事業に係わる位置づけ及び

事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。

事業の種類別セグメント 事業品目及び役務 主要な関係会社

一般素形材部品関連事業 一般自動車部品　　　(注)１ 豊栄工業㈱

テクノメタル㈱

Asahi Tec Aluminium (Thailand) Co., Ltd.

Asahi Tec Metals (Thailand) Co., Ltd.

Metaldyne Holdings LLC及びその子会社66社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)２

Shippo Asahi Moulds (Thailand) Co., Ltd.

 

アルミホイール Asahi Tec Aluminium (Thailand) Co., Ltd.

Guangzhou Asahi Dongling

 　　　Research & Development Co., Ltd.

Dicastal Asahi Aluminium Co., Ltd.

Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd.

機器装置類関連事業 電力機器の送・配電線用金具 旭テック東北販売㈱

 
環境装置 アサヒサービス㈱

旭テック環境ソリューション㈱

その他の事業 福利厚生サービス業務 アサヒテックサービス㈱

　（注）１　事業品目としての一般自動車部品には、アルミ鍛造・アルミ合金鋳物・アルミダイカスト・ダクタイル鋳鉄・

普通鋳物・鉄鍛造による製品の製造販売、機械加工及びサブアセンブリ等が含まれている。

２　当社の連結子会社であるMetaldyne Holdings LLCは、北米及び欧州地域を中心に事業を展開している子会社の

経営管理を担うMetaldyne Corporationを傘下に収めている持株会社である。
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　事業の系統図は次のとおりである。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

(連結子会社)      

豊栄工業㈱ 三重県いなべ市員弁町
90

百万円

アルミ鍛造品の

製造販売、

各種機械・部品の

加工組立

55.6

製品の購入

外注加工

役員の兼任

　当社役員１名

　当社従業員１名

当社借入金に対する担保

資産提供

当社借入金に対する債務

保証

テクノメタル㈱

(注)３
福島県二本松市高田

1,940
百万円

ダクタイル鋳鉄・

普通鋳物・鉄鍛造

・アルミダイカス

トの製造販売、機

械加工、サブアセ

ンブリ

100.0

役員の兼任

　当社役員６名

資金の貸付

当社借入金に対する担保

資産提供

当社借入金に対する債務

保証

旭テック東北販売㈱ 宮城県仙台市青葉区
10

百万円

架線金具の

代理販売
100.0

販売手数料支払

役員の兼任

　当社役員１名

　当社従業員２名

当社借入金に対する債務

保証

アサヒサービス㈱ 東京都江東区
20

百万円

水処理物品の

販売・工事

請負

100.0

原材料の購入

役員の兼任

　当社役員１名

　当社従業員５名

当社借入金に対する債務

保証

旭テック

環境ソリューション㈱
静岡県菊川市

100
百万円

上下水道用機器・

水処理装置の製造

販売及び設計・施

工・監理、管更生

工事に関する資材

の製造販売・施工

及び施工関連機材

の販売・リース等

100.0
役員の兼任

　当社役員２名

　当社従業員４名

アサヒテックサービス㈱ 静岡県菊川市
10

百万円

福利厚生

サービス業務
100.0

福利厚生代行料支払

役員の兼任

　当社従業員４名

当社借入金に対する債務

保証

Asahi Tec Aluminium
(Thailand) Co.,Ltd.

(注)１

タイ国

サムトプラカーン県

バンボー郡

1,480
百万バーツ

アルミ合金鋳物・

アルミホイールの

製造販売

100.0

製品の購入

原材料の有償支給

役員の兼任

　当社役員４名

　当社従業員１名

債務保証

資金の貸付

当社借入金に対する担保

資産提供

当社借入金に対する債務

保証

Asahi Tec Metals
(Thailand) Co., Ltd.

タイ国

チョンブリ県

シラチャ郡

331
百万バーツ

ダクタイル鋳鉄・

普通鋳鉄鋳物の製

造販売

100.0

製品の購入

原材料の有償支給

役員の兼任

　当社役員３名

債務保証

当社借入金に対する担保

資産提供

当社借入金に対する債務

保証

Metaldyne Holdings LLC
(注)１

アメリカ合衆国

デラウェア州

ウィルミントン市

429
百万ドル

持株会社 100.0 ―――――

 

EDINET提出書類

旭テック株式会社(E01271)

有価証券報告書

  7/168



名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

Metaldyne Corporation
(注)１、３

アメリカ合衆国

ミシガン州プリムス市

428
百万ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

役員の兼任

　当社役員８名

Metaldyne DuPage
Die Casting Corporation

アメリカ合衆国

イリノイ州ナイル市

50
ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

役員の兼任

　当社役員１名

Metaldyne Lester Precision
Die Casting, Inc.

アメリカ合衆国

オハイオ州

ツインバーグ市、

ソロン市

10
ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

役員の兼任

　当社役員１名

Metaldyne Machining &
Assembly Company, Inc.

アメリカ合衆国

インディアナ州

ブラフトン市、

フレモント市他

50,000
ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

役員の兼任

　当社役員１名

Metaldyne Sintered
Components, LLC

アメリカ合衆国

ペンシルバニア州

リッジウェイ市

100,000
ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

―――――

Metaldyne Sintered
Components of Indiana,
Inc.

アメリカ合衆国

インディアナ州

ノースヴァーノン市

1,000
ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

役員の兼任

　当社役員１名

Windfall Products, Inc.
アメリカ合衆国

ペンシルバニア州

セントメリー市

1
百万ドル

輸送機器関連のメ

タル部品、アセン

ブリ及びモジュー

ル製品の設計、製

造、供給

100.0
(100.0)

役員の兼任

　当社役員１名

Guangzhou Asahi Dongling
Research & Development
Co., Ltd.

中華人民共和国

広東省広州増城市

11
百万中国元

自動車部品等の研

究開発、設計、解

析、試験、技術コン

サルタント及びそ

れに関連する業務

51.0
役員の兼任

　当社役員１名

　当社従業員２名

その他アメリカ持株会社２社

その他アメリカ連結子会社22社

その他ヨーロッパ連結子会社20社

その他アジア連結子会社６社

その他連結子会社９社

(持分法適用関連会社)      

Shippo Asahi Moulds
(Thailand) Co., Ltd.

タイ国

サムトプラカーン県

バンサオトーン郡

170
百万バーツ

鋳造用金型の製造

販売

49.0
(16.5)

役員の兼任

　当社役員２名

　当社従業員１名

Dicastal Asahi Aluminium
Co., Ltd.

中華人民共和国

広東省広州増城市

40
百万中国元

アルミホイールの

製造販売
25.0

製品の購入

役員の兼任

　当社役員１名

　当社従業員１名

Wheelhorse Asahi Aluminium 
Co., Ltd.

中華人民共和国

広東省広州増城市

50
百万中国元

アルミホイールの

製造販売
30.0

製品の購入

役員の兼任

　当社役員１名

　当社従業員２名
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名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

(その他の関係会社) 　  　  　

RHJインターナショナル
SA/NV

ベルギー王国

ブリュッセル

88,491
百万円

持株会社
被所有

36.9

当社借入金に対する担保

資産提供

役員の兼任１名

三井物産㈱ 東京都千代田区
337,544
百万円

総合商社
被所有

19.1
原材料の購入

役員の受入３名

　（注）１　特定子会社に該当している。

２　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数である。

３　売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えている連結子会社

の主要な損益情報等は以下のとおりである。

テクノメタル㈱

(1) 売上高　　　　　 34,573百万円

(2) 経常利益　　　　    951百万円

(3) 当期純利益　 　     565百万円

(4) 純資産額　　　　  5,197百万円

(5) 総資産額　　　　 20,206百万円

Metaldyne Corporation　（連結）

(1) 売上高　　　　　209,597百万円

(2) 経常利益　　　　△9,662百万円

(3) 当期純利益　 　△29,157百万円

(4) 純資産額　　　　 28,915百万円

(5) 総資産額　　　　168,219百万円
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメント名 従業員数（人）

一般素形材部品関連事業
9,678

(1,067)

機器装置類関連事業
139

(－)

全社（共通）
105

(－)

合計
9,922

(1,067)

　（注）１　従業員数は就業人員（当企業グループから当企業グループ外への出向者を除き、当企業グループ外から当企業

グループへの出向者を含む）であり、臨時従業員数は（　）内に年間平均人員を外数で記載している。

２　事業の内容としてはその他の事業にあたるアサヒテックサービス㈱の従業員数は、一般素形材部品関連事業

に含めている。

３　全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

782 41.5 18.6 6,414,126

　（注）１　従業員数は他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。

２　臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略している。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(3) 労働組合の状況

　当企業グループには、旭テック労働組合、豊栄工業労働組合及びテクノメタル労働組合が組織（組合員数1,364名）

されており、旭テック労働組合はJAMに、テクノメタル労働組合は三菱自動車労働組合連合会に属している。また、在

外連結子会社のMetaldyne Holdings LLC及びその子会社66社では、全米自動車労働者組合や金属産業労組（ドイツ）

などに計3,304名の従業員が加入している。

　なお、労使関係は円滑で特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国向けを中心とした輸出の高い伸びに支えられて、景気は順調に回復

基調を続けてきたものの、当連結会計年度末にかけて原材料価格の高騰や円高の影響による企業収益の悪化があ

り、景気回復は足踏み状態となった。

　海外においては、新興国での景気拡大は継続しているものの、北米においては、サブプライムローン問題の広がり

から金融不安が発生し、景気の減速傾向が鮮明になった。

　このような環境下、当企業グループの当連結会計年度の連結売上高は、日本国内での新興国向けトラックの輸出増

加に伴う需要増やアルミホイール新製品の順調な立上がり及び平成19年１月11日に買収し連結子会社とした米国

Metaldyne Holdings LLC及びその子会社（以下、「メタルダイン社」という。）の売上高が加わったことを主体とし

て、前年同期比116.8％増加の3,158億85百万円となった。

　当連結会計年度の連結損益は、日本国内や欧州においては順調な業績で推移しているものの、北米市場の悪化に伴

い、メタルダイン社の損益が悪化したこと等により、全体では営業利益33億40百万円（前年同期比1.9％増）、経常損

失86億2百万円（前年同期比84億40百万円悪化）となった。

　また、メタルダイン社においてのれんの再評価を行い、減損損失を特別損失に計上し、さらに繰延税金資産の取崩

処理に伴う法人税等調整額の計上を行った結果、当期純損失は348億18百万円（前年同期比341億52百万円悪化）と

なった。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。なお、各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高

を含めており、営業損益は、配賦不能営業費用控除前の金額である。

〔一般素形材部品関連事業〕

　一般素形材部品関連事業は、メタルダイン社の損益が加わったこと、新興国向け自動車用部品の需要好調が継続し

ていることなどにより増加した。この結果、売上高は前年同期比123.8％増加の3,063億62百万円となったが、営業利

益は北米市場の悪化によりメタルダイン社の損益が悪化したこと等により、前年同期比0.9％減少の36億43百万円と

なった。

〔機器装置類関連事業〕

　機器装置類関連事業の売上高は、送電線用金具の需要増、水処理工事の受注増等により、前年同期比8.6％増加の95

億59百万円となり、営業利益は前年同期比7.9％増加の９億66百万円となった。

 

　所在地別セグメントの業績は次のとおりである。なお、各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高を含

めており、営業損益は、配賦不能営業費用控除前の金額である。

〔日本〕

　国内売上高は、ホイール新規品や輸出向け製品の需要増により、前年同期比11.3％増加の925億21百万円となり、営

業利益は売上高の増加や採算性の向上等により前年同期比12.4％増加の48億96百万円となった。

〔アジア地域〕

　アジア地域は、メタルダイン社の損益が加わったこと、タイ国内の自動車業界の活況が継続していることなどによ

り、売上高は前年同期比42.4％増加の273億41百万円となり、営業利益は原材料の高騰による影響を受けたものの、売

上高の増加や生産性の向上等により前年同期比128.8％増加の12億９百万円となった。

〔米国・欧州〕

　メタルダイン社の主な事業拠点である米国と欧州地域の売上高はそれぞれ1,393億61百万円、555億70百万円とな

り、米国の営業損失は85億22百万円、欧州の営業利益は60億80百万円となった。
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(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて22億６百万円減少し、65億29百万円となっ

た。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収などにより、前連結会計年度に比べ70億96百万円増加し、

97億71百万円の収入となった。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得及びテクノメタル㈱株式の追加取得などの支出が

あったものの、前連結会計年度にあったメタルダイン社の取得による支出が当連結会計年度においてはなくなった

ため、前連結会計年度に比べ284億91百万円増加し、148億15百万円の支出となった。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ416億93百万円減少し、32億34百万円の収入となっ

た。この減少は、前連結会計年度におけるＣ種優先株式及び普通株式の発行による調達などによる。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　生産、受注及び販売の状況において、当連結会計年度は平成19年１月11日に買収したメタルダイン社の12ヶ月決算数

値を一般素形材部品関連事業に含み、前年同期比は買収日以降の決算数値をもとに計算している。

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

一般素形材部品関連事業 305,815 223.3

機器装置類関連事業 9,759 109.7

合計 315,575 216.4

　（注）１　金額は販売価格をもって表示しており、セグメント間振替高は含まれていない。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

一般素形材部品関連事業 323,073 203.2 31,694 159.9

機器装置類関連事業 10,692 109.8 3,182 155.3

合計 333,765 197.8 34,877 159.4

　（注）１　受注高、受注残高には、セグメント間振替高は含まれていない。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

一般素形材部品関連事業 306,326 223.8

機器装置類関連事業 9,559 108.6

合計 315,885 216.8

　（注）１　販売高には、セグメント間振替高は含まれていない。

２　最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりである。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

Chrysler LLC － － 42,737 13.5

Ford Motor Company － － 37,975 12.0

三菱ふそうトラック・バス㈱ 33,712 23.1 35,246 11.2

スズキ㈱ 7,665 5.3 － －

　　なお、平成19年８月をもってDaimlerChrysler AGはChrysler LLCの売却を行っているが、当連結会計年度の

Chrysler LLCに対する販売実績にはDaimler Chrysler AG、Chrysler LLC及びDaimler AGへの売上が含まれてい

る。

３　上記金額には、消費税等は含まれていない。
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３【対処すべき課題】

　自動車・建機メーカーがグローバル展開を推し進め、また、より付加価値の高いモジュール化された領域での部品の

外製比率を高める中、このダイナミックな業界変化に対応する戦略こそが、自動車部品各社の競争優位を決定付ける

要諦となる。また、地球レベルの環境問題の深刻化、資源需要と価格の高騰は当企業グループの主要なお客さまのひと

つである自動車メーカーに、燃費の向上のための軽量化、動力系の性能などの飛躍的向上を迫っており、これは当企業

グループの一般素形材部品関連事業にとって大きな成長の機会となる。当企業グループはこうした業界動向を好機と

捉え、従来の鉄及びアルミニウムにおける鋳造・鍛造の素形材メーカーとして、アジア地域に生産拠点を構えつつ市

場を拡大していくというこれまでの戦略に、メタルダイン社の自動車用エンジン・シャシーのシステム・モジュール

事業を加え、グローバルにお客さまのニーズに応える新技術や競争力のある製品をタイムリーに提供する体制を整え

ている。また、当企業グループの環境装置事業、電力機器事業は都市の環境インフラの劣化に対する効率的な更新、地

方の環境インフラの整備、電力供給における地震対策など、社会インフラの持つ喫緊の課題に応える高い技術力、商品

力を備えており、これらを社会貢献に役立ててゆくことも当企業グループの使命と考え取り組んでいく。

　安定した収益をあげ成長する強い体質の企業を実現するために、以下の施策を推進していく。

(1) 技術的イノベーション

　当企業グループが所有する技術シーズ、ノウハウ及び人材を最大限活用し、選択と集中により技術開発をスピード

アップしていく。特に、自動車の軽量化は軽量化設計と軽量素材へのシフトを加速するものであり、当企業グループ

のアルミ、マグネシウムなどの軽量素材の鋳造、鋳造技術を活用して、お客さまと受注商品の拡大を図っていく。ま

た、環境装置事業や電力機器事業においても、お客さまのニーズを先取りした魅力ある新製品を提供していく。

(2) 品質の向上、納期優先意識の徹底

　当企業グループは、お客さまから最も信頼され、満足をしていただける会社になるため、納入品質と納期の保証に

努めていく。一般素形材部品関連事業においては、モノづくりの品質向上が収益に直結する課題でもあり、さらに努

力を傾注していく。また、不良品流出と納期遅延の防止を、常に最優先として全社員が行動する風土づくりに努めて

いく。

(3) 供給力の確保

　お客さまの事業の発展に伴い、中期的には一般素形材部品の供給がタイトになることが想定されており、これがお

客さまの事業の成長の制約要因となる懸念が出ている。当企業グループは継続的に必要となる投資の実施と、現有

設備の効率向上により供給の強化を図り、お客さまの要請にお答えするとともに、当企業グループの事業の成長を

図っていく。

(4) 財務体質の強化、収益性の向上に支えられた成長の実現

　当企業グループは、平成19年１月11日付で、メタルダイン社を買収し、完全子会社化した。

　メタルダイン社は、自動車のパワートレイン、シャシー向けシステム及びモジュール分野に強みを持つサプライ

ヤーであり、本件買収を通して当企業グループは、メタルダイン社の有する精密加工や振動制御等のエンジニアリ

ング・設計及び製造技術といった、より付加価値の高い領域を取り込むこととなる。また同時に、コネクティング

ロッド等のメタルダイン社の優れた焼結金属製品を加えることによって、当企業グループの鋳造・鋳造技術の製品

群の一層の充実を図っていく。

　一方、当企業グループのグローバル展開の視点からも北米、欧州、中国、韓国、インド、ブラジル等に拠点を有するメ

タルダイン社の買収は、事業領域を補完的に拡大することになり、当企業グループの戦略を一層推し進めるものに

なる。本件買収によって当企業グループは、より付加価値の高いモジュール化された領域においても、自動車メー

カーのニーズにより柔軟に、そしてよりグローバルに対応することが可能となる。

　しかし、直近では米国サブプライムローン問題に起因する米国景気の落ち込み、自動車販売の落ち込み、金融市場

のタイト化などにより、買収当時に見込んでいた、リファイナンスによるメタルダイン社の有利子負債の負担の軽

減が遅れ、売上の減少などにより連結での業績見込を実現できていない。

　メタルダイン社における事業の見直しにより、キャッシュ・フローと収益性の改善をすることが、喫緊の課題であ

ると同時に、当企業グループのグローバル企業としての成長実現の最優先課題として取り組んでいく。

　また、環境装置事業、電力機器事業では、市場における差別化された技術と商品の競争力を生かし、利益の拡大を目

指す。なお、環境装置事業については、意思決定の迅速化と経営効率の向上が不可欠であると考え、平成20年４月１

日を期して、当社の環境装置事業部を会社分割し、平成19年10月31日に当社が100％出資して設立した旭テック環境

ソリューション㈱に継承しており、今後、独立事業体として自立できるよう育成していく。

(5) 人材の育成強化

　当企業グループでは、従業員の高い能力と意欲、組織の活力こそが、その発展の原動力と位置づけている。

　グローバル化に対応すると同時に、モノづくり力を強化し、提案型企業を実現するため、戦略的に必要な人材開発、

組織の活性化を行っていく。個々人に計画的に成長の機会を与えるとともに、能力と成果主義による透明性の高い

公平な給与、処遇制度を導入していく。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当企業グループの経営成績及び財務状況

等（株価等を含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項と考えている。当企業グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防

及び発生した場合の対応に努める方針である。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月27日）現在において当企業グループが判断

したものである。

(1) 主要客先との取引について

　当企業グループは一般素形材部品関連事業において、主に自動車メーカーに対し販売を行っているが、三菱ふそう

トラック・バス㈱、スズキ㈱、本田技研工業㈱、Chrysler LLC、Ford Motor Company、General Motors Corporation等の販

売依存度（売上高に占める当該販売先への売上実績の割合）の高い取引先がある。これらの取引先の事業方針、営

業施策が当企業グループの業績に影響を与える可能性がある。

　 （単位：百万円）

相手先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売上 割合(％) 売上 割合(％)

Chrysler LLC 12,587 8.6 42,737 13.5

Ford Motor Company 8,522 5.9 37,975 12.0

三菱ふそうトラック・バス㈱ 33,712 23.1 35,246 11.2

General Motors Corporation 3,386 2.3 13,865 4.4

スズキ㈱ 7,665 5.3 7,700 2.4

本田技研工業㈱ 1,783 1.2 1,878 0.6

　（注）１　前連結会計年度における主要客先への売上のうち、DaimlerChryslerAG、Ford Motor Company、General 

Motors Corporationについてはメタルダイン社買収日（平成19年１月11日）以降の売上が含まれている。

２　平成19年８月をもってDaimlerChrysler AGはChrysler LLCの売却を行っているが、Chrysler LLCに対する売上高

にはDaimler Chrysler AG、Chrysler LLC及びDaimler AGへの売上が含まれている。

３　上記金額には、消費税等は含まれていない。

(2) 原材料購入に係るリスクについて

　当企業グループ製品の原材料（鋼屑、アルミ地金、コークス等）については、需給による国際的な市場価格と関係

があるため、大幅な価格変動が起こり得る。特に平成20年１月以降の各原料の高騰は著しいものがある。当企業グ

ループの業績に影響を与えないよう極力販売価格への転稼を図っているが、転稼できないリスクと転嫁の実現が遅

れるリスクとがあり、それにより当企業グループの業績に影響を与える可能性がある。

(3) ローンについて

　当企業グループの借入金には、財務制限条項が付されている。所定の水準を達成できなかった場合は、貸主の請求

により借主は本契約上の債務の期限の利益を失い、直ちにこれを弁済しなければならないことになっている。また、

新規設備投資等が十分に行えず、当企業グループの業績に影響を与える可能性もある。

(4) 客先からの値下げに関わるリスクについて

　当企業グループの主たる製品は、自動車業界の激しいコスト競争の中で、客先から常に価格の値引きと高い品質を

維持するように要請を受けている。これらに対処するために継続的な生産性の向上、購入品コストの削減、不良品率

の低減等の努力をしているが、これらのコスト削減努力が製品の値下げ要請を十分に吸収できない場合、当企業グ

ループの業績に影響を与える可能性がある。
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(5) 利益率と生産性向上実現のリスクについて

　当企業グループは利益率を向上させるために、①生産性向上のための生産管理システム改善、②購入品コストの削

減、③品質向上による不良品の削減及び客先からの返品部品の削減、④コスト削減のためのタイ、中国を中心とした

アジア地域及び東欧への製造拠点の移転を進めている。これらの活動のスピードが十分でない場合やコスト削減の

ための投資が予想以上に多額になった場合、また海外での人材の育成や設備の移管が上手くいかず海外への生産移

管によるコスト削減が期待通りに実現しない場合、コスト競争力を失い当企業グループの業績に影響を与える可能

性がある。

(6) テクノメタル㈱の子会社化について

　当企業グループは、ビジネス領域の拡大及び業務効率の向上を目的として、平成18年２月28日に三菱ふそうトラッ

ク・バス㈱との間で、その100％子会社である三菱ふそうテクノメタル㈱（現　テクノメタル㈱）の株式の取得に関

する契約を締結して、128千株（66％）を取得し、平成19年８月29日付でテクノメタル㈱の残りの持分を追加取得し

た。

　テクノメタル㈱の当企業グループへの参加により、当企業グループでは、最大限シナジーを発揮し、①自動車エン

ジン部品分野への新規参入、②顧客ニーズに対応した製法提案の強化、③高付加価値製品領域の拡大、④開発効率・

生産効率の向上、⑤コスト削減による利益率の向上、を図っていくが、シナジー効果が十分発揮できなかった場合、

当企業グループの業績に影響を与える可能性がある。

(7) メタルダイン社の子会社化について

  当企業グループは、自動車メーカーがグローバル展開を推し進め、より付加価値の高いモジュール化された領域

での部品の外製比率を高める中、このダイナミックな業界変化に対応する戦略こそが、自動車部品各社の競争優位

を決定付ける要諦となると判断し、平成19年１月11日付でメタルダイン社を買収し、完全子会社化した。

　メタルダイン社はアジア、ヨーロッパ、北米、南米に製造工場を所有しており、アジアとヨーロッパにおいては好業

績を収めている。その一方、北米での経済状況の悪化というマイナス要因が全体の業績を引き下げる結果となって

いる。メタルダイン社では、コスト構造及びキャッシュ・フローの改善を行うために、北米シャシー部門のミシガン

州ファーミントンヒルズ工場とノースカロライナ州グリーンヴィル工場の閉鎖の早期完了、ミシガン州プリムスに

ある北米シャシーグループ本部の閉鎖を実施し、さらに社員及びパート社員の人員削減を行っている。また、バラン

スを考えた上での投資の抑制、グローバルな技術の向上にチャレンジしており、不採算事業を回復するよう努力し

ている。しかし、米国消費者意欲の後退や、サブプライムローン問題に端を発した住宅部門の景況の冷え込みが自動

車やトラック市場に影響を与えており、依然として米国の経済は非常に悪い状況にあるため、メタルダイン社の北

米での事業も逆風を受けることは避けられず、当企業グループの業績に今後も影響を与える可能性がある。

(8) 借入金金利の変動について

　当連結会計年度末における当企業グループの連結借入金残高は、666億29百万円であり、金利情勢の変動が業績に

影響を与える可能性がある。

 (9) 為替相場の変動について

　当企業グループは、製品等の輸出、原材料の輸入において外貨建取引を行っていること及び外貨建の債権・債務を

保有していることから、為替相場の変動が業績に影響を与える可能性がある。

(10) 優先株式の配当及び償還について

　当企業グループは、Ａ種優先株式28,572,000株、Ｂ種優先株式10,526,316株、Ｃ種優先株式179,179株を発行している。

これらの優先株式に対する配当の未払が累積した場合、その償還時において一時的な資金負担を生じ、当企業グ

ループの財政状態に影響を与える可能性がある。

(11) 天災について

　予期せぬ大規模災害が発生した場合には、当企業グループの操業が影響を受ける可能性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 当社は、ビジネス領域の拡大及び業務効率の向上を目的として、平成18年２月28日に三菱ふそうトラック・バス㈱

との間で、その100％子会社であるテクノメタル㈱（旧 三菱ふそうテクノメタル㈱）の株式の取得に関する契約

を締結し、128千株（66％）を取得した。この契約には、締結後の18ヶ月目から36ヶ月目の間に三菱ふそうトラッ

ク・バス㈱が所有するテクノメタル㈱の残りの持分を当社が一定の価格（現金もしくは株式交換）で追加取得

するという内容の株式買取条項が含まれていた。当社は、平成19年８月29日に本株式買取条項に基づき、三菱ふそ

うトラック・バス㈱よりテクノメタル㈱の残りの株式66千株を16億70百万円で取得した。

(2) 当社は平成19年８月30日の取締役会決議及び平成19年10月22日の経営会議決議により、平成19年10月31日付で当社

100%子会社旭テック環境ソリューション㈱を新設し、平成20年４月１日をもって当社の環境装置事業を承継し

た。

なお、詳細については「第５　経理の状況　注記事項　（重要な後発事象）」に記載のとおりである。

６【研究開発活動】

　当企業グループは自動車メーカーの世界的再編と技術革新の中で生き抜くため、コスト及び商品競争力を高める技

術開発を行ってきた。即ち軽量化技術を中心とした開発を継続し、マグネシウム部品の適用拡大、アルミ部品の新工法

開発を行うとともに、鉄系鋳物においても新工法開発に加えてコスト改善への取り組みも進めてきた。

  なお、当連結会計年度における研究開発人員は191名、研究開発費は33億90百万円で、売上高比1.1％である。

  事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりである。

  (1) 一般素形材部品関連事業

①マグネシウムダイカスト：既に乗用車部品を中心に大物マグネシウムダイカスト製品を量産中であり、さら

に採用拡大のための開発および設計を進めている。また、コストインパクトの大きい、材料のリサイクル技術

の開発にも取り組んでいる。

②内面平滑化技術（ＡＳ処理）：製品内面を平滑化することによる、エンジン性能向上を目的に乗用車用イン

テークマニホールド、オートバイのシリンダーヘッドで量産中であるが、さらに合金種と熱処理との組合せに

よって疲労強度特性が大幅に改善されることについて見通しがついたため、具体的な適用に備えて開発を進

めている。　

③アルミ新鋳造技術：一層の自動車の軽量化要求に備え、高強度アルミ合金の鋳造製品開発のために、新しい鋳

造製法の開発を進めており、精度の高い温度コントロールによる凝固制御法の開発に取り組んでいる。　

④鉄系鋳物：高強度材料であるハイパーダクタイルではトラック部品で量産中であるが、部品拡大および特性

改善・コスト改善のために合金成分の改良を進めている。さらに、新規受注が内定している製品に合致した新

たな製法確立にも取り組んでいる。

⑤パワートレイン・シャシー：在外連結子会社メタルダイン社においては、自動車メーカーのニーズにより軽

量化技術とフレームデザインの開発を進めており、鍛造技術の確立を図っている。具体的な研究開発活動は次

のとおりである。

　a）高密度焼結形成（ＭＳＨＤ）技術：特殊な粉末金属材を使って開発された製造技術で、重量及び寸法管理

を改善できる一方、鍛造工程や研削作業を減らすことで、加工工程を少なくすることができる。

　b）焼結コネクティングロッドコーティング技術：コネクティングロッドブッシュレスフローティングピスト

ンピン活用のための表面処理技術の開発に取り組んでいる。この技術は、ピストンピンブッシングの必要

性を排除するために耐久性と潤滑性を最大限にすることに焦点を当てたものである。

　c）焼結性能モデリング（産業界、学会、政府参加の研究開発プログラム）：既存のアメリカ自動車材料パート

ナーシップ（ＵＳＡＭＰ）の微細構造特性モデルを鍛造から粉末冶金へ適用することで、粉末冶金部品設

計及び性能予測のための数学に基づいたモデルを開発し、試験的にそれを立証した。開発されたモデルは、

材料や製造工程に影響される自動車部品の設計を評価し、それを最適化するために用いられる。

　d）ラバーディップ処理：接着処理を要するダンパーに関連した設備投資の削減を目的として、接着剤が直接

ゴムに塗布される技術の開発を行っている。

　e）粘性ダンパー用代替溶接方法（ミグ溶接）：粘性ダンパーを密封するためのレーザー溶接に代わる技術と

して、より費用のかからない設備を使って粘性ダンパーケースを密封できるミグ溶接の開発を行ってい

る。

　f）ＴＶＳ２（シミュレーション及びダンパー最適化ソフトウェア）：ユーザーがMatlabソフトウェアを使わ

ず、あるいはMatlabの経験がなくても使える、蓄積版ＴＶＳ２の開発を行っている。このＴＶＳ２により、ね

じれのあるダンパー設計のシミュレーション能力が向上し、さらに分析時間の大幅な削減も期待されてい

る。
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　g）省エネジェットオイルポンプ（特許出願中）及び変流動オイルポンプ （特許出願中）：オイルポンプの

性能を高め、オイルポンプの動力消費を抑えることで、燃料をより節約できるポンプの設計に取り組んで

いる。

　h）アルミダイカスト用挿入成形管：複雑な流体通路を高圧ダイカスト鋳造において成型することを可能に

し、設計における融通性や鋳物の構造安定性を実現できる技術の開発を行っている。

　i）焼結ニアネットギア：グラウンドギアの製造過程を改善するため、焼結製品の垂直統合を活用した設計に取

り組んでいる。

　j）ポリマーギア：バランスシャフトモジュールの振動や騒音に関する性能をより高め、燃料の節約を可能にす

るシステムの回転慣性を低めるギアの設計に取り組んでいる。

　k）スリーピニオンディファレンシャルアセンブリ：標準的なツーピニオン設計のトルク容量を改善し、

フォーピニオン設計と同程度のトルク容量を持ち、性能向上と同時に、質量、慣性、及びコストの削減を可

能にする設計に取り組んできた。現在、生産までの準備ができており、数社と話も進んでいる。

    当事業に係る研究開発費は、32億17百万円である。

  (2) 機器装置関連事業

①電力機器：大型幹線新設工事用資機材の設計開発や、自然災害における超高圧送電用設備の破損原因の追求

及びその対策製品の研究を行っている。

②環境装置：水処理関連（管更生事業を含む）システム及び環境機材等の開発を行ってきた。その成果として、

環境機材分野では次世代型高品位グランドマンホールの開発、水処理分野では樹脂チェーン汚泥掻寄機、管更

生分野では通信分野向け新工法（収容管工法）の開発を行っている。特に当連結会計年度においては実用化

に向けた試験及び改良を実施している。

　　当事業に係る研究開発費は、１億73百万円である。 

(注)　上記金額には、消費税等は含まれていない。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

①資産

　総資産は、メタルダイン社ののれんの減損処理を行ったこと、在外連結子会社の為替換算影響などにより、前連

結会計年度末に比べ618億５百万円減少し、2,428億86百万円となった。

②負債

　負債は、在外連結子会社の社債及び長期借入金等の為替換算影響による減少により、前連結会計年度末に比べ

334億15百万円減少し、1,951億94百万円となった。

③純資産

　純資産は、メタルダイン社ののれんの減損処理を行ったことなどにより、前連結会計年度末に比べ283億90百万

円減少し、476億92百万円となった。
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(2) 流動性及び資金の源泉

①当期のキャッシュ・フローの状況

　「第２ 事業の状況　１ 業績の概要　(2) キャッシュ・フロー」を参照。

②キャッシュ・フロー指標のトレンド

　
平成16年
３月期

平成17年
３月期

平成18年
３月期

平成19年
３月期

平成20年
３月期

自己資本比率（％） 28.0 25.4 21.1 24.1 18.9

時価ベースの

自己資本比率（％）
38.1 41.0 43.5 20.4 12.8

キャッシュ・フロー対

有利子負債利率（倍）
5.8 5.5 8.2 39.6 9.5

インタレスト・

カバレッジ・

レシオ（倍）

5.0 4.2 4.0 2.4 1.0

　（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債利率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算している。

２　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。なお、優先株式

は普通株式への転換請求ができることから、期末発行済株式数には優先株式を含めている。

３　営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

いるが、平成16年３月期、平成18年３月期及び平成19年３月期並びに平成20年３月期については、一過性の特

殊費用である「アドバイザリー費用及びリファイナンス費用」、「役員特別退職慰労金支払額」及び「特別

退職手当支払額」を除いて計算している。

４　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としている。

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。

(3) 経営成績の分析

①売上高

　当連結会計年度の連結売上高は、日本国内での新興国向けトラックの輸出増加に伴う需要増やアルミホイール

新製品の順調な立上がり及びメタルダイン社の売上高が加わったことなどにより、3,158億85百万円（前連結会計

年度は1,457億２百万円）となった。

②売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は2,911億80百万円（前連結会計年度は1,302億24百万円）となり、売上高に対する比率は92.2％（前連

結会計年度は89.3％）であった。

　販売費及び一般管理費は218億63百万円（前連結会計年度は125億38百万円）となり、売上高に対する比率は

6.9％（前連結会計年度は8.6％）であった。

③営業利益、経常損失

　日本国内や欧州においては順調な業績で推移しているものの、北米市場の悪化によりメタルダイン社の損益が

悪化したことなどにより、全体では営業利益33億40百万円（前連結会計年度は32億76百万円）、経常損失86億２

百万円（前連結会計年度は１億62百万円）となった。

④当期純損失

　メタルダイン社においてのれんを再評価し、特別損失に計上する一方、繰延税金資産の取崩し処理に伴う法人税

等調整額の計上を行ったことにより、当期純損失は348億18百万円（前連結会計年度は６億65百万円）となった。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当企業グループでは、設備総合効率の向上を目指し、一般素形材部品関連事業を中心に135億円の設備投資を実施し

た。

　事業の種類別セグメントの設備投資額について示すと、次のとおりである。

　一般素形材部品関連事業では、一般自動車部品の生産合理化を目的とした設備の更新・メンテナンスを中心に133億

88百万円の設備投資を実施した。

　機器装置類関連事業では、管更生設備を中心に84百万円の設備投資を実施した。

　全社共通では27百万円の設備投資を実施した。

　なお、上記金額には無形固定資産の金額を含めて記載している。

　（注）　設備投資の総額には、消費税等は含まれていない。

２【主要な設備の状況】

　当企業グループは、一般素形材部品関連事業、機器装置類関連事業を中心として、国内に７ヶ所、海外に41ヶ所の工場

を運営している。また、国内に３ヶ所の支社・営業所を有している。

　以上のうち、主要な設備は、以下のとおりである。

　なお、当連結会計年度においてMTSPC, Inc.及びMetaldyne Accura Tool & Mold, Inc.を清算したため、連結の範囲から除

いており、また、新たに設立及び出資を行った旭テック環境ソリューション㈱を連結子会社に含めている。ただし、そ

れに伴う主要な設備の状況への重要な影響はない。

(1) 提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

菊川事業所

(静岡県菊川市)

一般素形材　　部

品関連事業

機器装置類　　関

連事業 

全社

統括業務施設 668 87 80
2,304

(76,376)
3,140

169

(5)

豊川事業所

(愛知県豊川市)

一般素材　　　部

品関連事業

機器装置類

関連事業 

ダクタイル鋳鉄

鋳物生産設備
502 1,556 212

3,135

(95,710)
5,406

257

(1)

菊川南事業所

(静岡県菊川市)

一般素材　　　部

品関連事業

アルミ合金鋳物

生産設備
142 343 194

1,713

(80,356)
2,393

171

(5)

横地事業所

(静岡県菊川市)

一般素材　　　部

品関連事業

機器装置類

関連事業 

アルミ合金鋳物

・マグネシウム

合金鋳物 　　生

産設備

1,528 379 293
1,390

(206,245)
3,592

142

(2)

支社・営業所

(東京都江東区他)

一般素材　　　部

品関連事業

機器装置類

関連事業 

全社

管理及び

販売業務施設
19 － 7 － 27 43

寮・社宅

(静岡県菊川市他)
― 社員寮及び社宅 284 3 1

342

(8,965)
632 －

その他

(静岡県掛川市他)

機器装類　　　関

連事業 

全社

電力機器試験　

設備 他
119 13 150

80

(6,834)
363 －

　（注）　従業員数の(　)内は外書で臨時雇用者数を示している。
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(2) 国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

豊栄工業㈱
本社工場

(三重県いなべ市)

一般素形材

部品関連事業

アルミ合金鍛造

品生産設備
218 350 101

411

(50,368)
1,082

87

(12)

テクノ

メタル㈱

二本松工場

(福島県二本松市)

一般素形材

部品関連事業

統括業務施設

ダクタイル鋳鉄

鋳物鍛造

アルミ鋳造生産

設備

3,150 3,542 777
672

(323,989)
8,142

645

(218)

テクノ

メタル㈱

北本工場

(埼玉県北本市)

一般素形材

部品関連事業
機械加工設備 304 288 14

32

(49,023)
640

54

(27)

テクノ

メタル㈱

その他

(福島県二本松市)
―

社宅及び

厚生用地
－ － －

284

(20,090)
284 －

　（注）１　従業員数の(　)内は外書で臨時雇用者数を示している。

２　豊栄工業㈱の土地には㈱ユーストアへ貸与中の土地148百万円(6,572㎡)、豊栄ホームズ技研㈱へ貸与中の土地

36,643百万円(1,618㎡)を含んでいる。

(3) 在外子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

Asahi Tec

Alminium

(Thailand)

Co., Ltd.

バンボー工場

(タイ国サムト

プラカーン県)

一般素形材

部品関連事業

アルミ合金鋳物

生産設備
297 843 244

192

(33,572)
1,578

497

(176)

Asahi Tec

Alminium

(Thailand)

Co., Ltd.

バンパコン工場

(タイ国

チョンブリ県)

一般素形材

部品関連事業

アルミ合金鋳物

生産設備
936 2,776 352

585

(106,724)
4,650

1,313

(230)

Asahi Tec

Metals

(Thailand)

Co., Ltd.

本社工場

(タイ国

チョンブリ県)

一般素形材

部品関連事業

鉄系鋳物

生産設備
239 418 95

－

[51,200]
752 334

Metaldyne

Machining 

& Assembly 

Company, 

Inc.

米国インディア

ナ州ブラフトン

市、フレモント

市 他

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品、

パワートレイン

部品生産設備

1,448 7,178 538

94

(180,817)

[63,646]

9,260
976

(51)

Metaldyne 

Zell GmbH 

& Co. KG

ドイツ連邦

ツェル・アム・

ハーマースバッ

ハ市

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品生

産設備
584 3,977 36

278

(44,902)
4,876

461

(6)

NC-M 

Chassis 

Systems, 

LLC

米国インディア

ナ州ニュー

キャッスル市

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品

生産設備
1,282 2,357 370

53

(364,217)
4,064

820

(4)

Metaldyne 
Sintered 
Conponents
Mexico,
S. de R.L.
de C.V.

メキシコ合衆国

コアウイラ州

ラモス・

アリスペ

一般素形材

部品関連事業

パワートレイン

部品生産設備
524 2,826 11

89

(17,874)
3,452 307

Metaldyne 

Sintered 

Components,

LLC

米国ペンシルバ

ニア州リッジ

ウェイ市

一般素形材

部品関連事業

パワートレイン

部品生産設備
321 2,864 8

27

(167,338)
3,223 372
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会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

Metaldyne 

Engine 

Holdings,

S.L.

スペイン

カタルーニャ州

バルセロナ県

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品、パ

ワートレイン部

品生産設備

167 1,832 223
929

(15,100)
3,152

146

(26)

Metaldyne 

Sintered 

Components

of Indiana,

Inc.

米国インディア

ナ州ノース

ヴァーノン市

一般素形材

部品関連事業

パワートレイン

部品生産設備
152 2,145 13

－

[331,558]
2,311 187

Metaldyne

Numberg

GmbH

ドイツ連邦

バイエルン州

ニュルンベルグ

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品

生産設備
188 1,338 30

499

(13,420)
2,057

76

(16)

Metaldyne 

Company 

LLC

米国ミシガン州

ファーミントン

ヒルズ市、ノー

スカロライナ州

ウィトセット市

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品

生産設備
301 1,231 111

168

(31,370)

[20,903]

1,813
176

(9)

　（注）１　従業員数の(　)内は外書で臨時雇用者数を示している。

２　土地[　]は賃借地である。

３　上記の内、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりである。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
年間リース料

(百万円)
リース契約残高

(百万円)

NC-M Chassis Systems, 

LLC

米国インディアナ州

ニューキャッスル市

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品

生産設備
1,202 4,320

Metaldyne Engine 

Holdings, S.L.

スペイン

カタルーニャ州

バルセロナ県

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品、

パワートレイン

部品生産設備

242 941

Metaldyne Company LLC

米国ミシガン州

ファーミントンヒル

ズ市、

ノースカロライナ州

ウィトセット市

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品

生産設備
236 2,106

Metaldyne Sintered 

Components of Indiana, 

Inc.

米国インディアナ州

ノースヴァーノン市

一般素形材

部品関連事業

パワートレイン

部品生産設備
211 858

４　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりである。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
年間リース料

(百万円)
リース契約残高

(百万円)

Metaldyne Corporation
米国ミシガン州

プリムス市

一般素形材

部品関連事業
統括業務施設 2,202 10,315

Metaldyne Machining & 

Assembly Company, Inc.

米国インディアナ州

ブラフトン市、

フレモント市 他

一般素形材

部品関連事業

シャシー部品、

パワートレイン

部品生産設備

558 2,071
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当企業グループの設備投資については、今後の需要予測、生産及び利益計画に対する投資割合等を総合的に勘案して

計画している。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しているが、グループ全体で重複投資にならないよう、

当社を中心に調整を図っている。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりである。

　（注）　金額には、消費税等は含まれていない。

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社

菊川南

事業所

静岡県菊川市

一般素形材

部品

関連事業

エンジン部品
生産設備　

94 －
自己

資金

平成20年

４月　

平成21年

１月
―

テクノメタル

㈱

二本松工場

福島県二本松市

一般素形材

部品

関連事業　

ダクタイル
鋳鉄生産設備

1,100 303
自己

資金

平成19年

５月

平成26年

３月
―　

Asahi Tec
Metals
(Thailand)
Co., Ltd.

タイ国

チョンブリ県

一般素形材

部品

関連事業　

ダクタイル
鋳鉄生産設備

3,192 －
自己

資金

平成19年

４月

平成24年

３月
―　

Asahi Tec
Aluminium
(Thailand)
Co., Ltd.

タイ国

チョンブリ県

一般素形材

部品

関連事業　

アルミニウム
溶解設備　

143 －
自己

資金

平成20年

２月

平成21年

１月
―　

Metaldyne 
Chassis 
Manufacturing
(Hangzhou)
Co., Ltd.

中華人民共和国

浙江省杭州市

一般素形材

部品

関連事業　

パワー
トレイン
部品

生産設備　　

887 887 借入金
平成20年

４月

平成21年

３月
―　

Metaldyne

Korea Limited

大韓民国

京畿道平澤市

一般素形材

部品

関連事業

パワー

トレイン

部品

生産設備

777 37
自己

資金

平成20年

４月

平成21年

３月
―　

Metaldyne 
Sintered 
Components 
Holdings, 
S. de R.L. 
de C.V.

メキシコ合衆国

コアウイラ州

ラモス・アリスペ

一般素形材

部品

関連事業

パワー

トレイン

部品

生産設備

461 －
自己

資金

平成20年

４月

平成20年

12月
―　

Metaldyne 
Engine 
Holdings, 
S.L.

スペイン

カタルーニャ州

バルセロナ県

一般素形材

部品

関連事業

シャシー
部品、
パワー
トレイン
部品
生産設備

300 －
自己

資金

平成20年

４月

平成21年

３月
―

Metaldyne 

International 

France SAS

フランス

ローヌ県リヨン市

一般素形材

部品

関連事業

パワー

トレイン

部品

生産設備

220 －
自己

資金

平成20年

４月

平成21年

３月
―

Metaldyne

Zell GmbH

& Co. KG

ドイツ連邦

ツェル・アム・

ハーマースバッハ市

一般素形材

部品

関連事業

シャシー

部品

生産設備

149 －
自己

資金

平成20年

４月　

平成21年

３月
―

(2) 重要な設備の改修等

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

Metaldyne
Zell GmbH
& Co. KG

ドイツ連邦

ツェル・アム・

ハーマースバッハ市

一般素形材

部品

関連事業　　

シャシー

部品

生産設備　

319 －
自己

資金　

平成20年

４月　

平成21年

３月　
―　

Metaldyne 
Lester 
Precision 
Die Casting,
Inc.

米国

オハイオ州

ツインバーグ市

一般素形材

部品

関連事業　

パワー
トレイン
部品

生産設備　

172 －
自己

資金　　

平成20年

５月　　

平成20年

12月　
―　　

Metaldyne 

Intermediate

Holdco, Inc.

米国

デラウェア州

ウィルミントン市　

一般素形材

部品

関連事業　　

パワー
トレイン
部品

生産設備　

112 －
自己

資金　　

平成20年

４月　　

平成21年

３月　　
―　
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会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

Metaldyne 

Company 

LLC　

米国

ノースカロライナ州

ウィトセット市

一般素形材

部品

関連事業　

シャシー

部品

生産設備　

101 －
自己

資金　

平成20年

３月　

平成21年

３月　
―　

(3) 重要な設備の除却等

会社名

事業所名
所在地

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容
期末帳簿価格

(百万円)
除却等の予定

年月

除却等による

減少能力

Metaldyne 

Machining & 

Assembly 

Company, Inc.

米国

ノースカロライナ州

グリーンヴィル市

一般素形材部品

関連事業

シャシー

部品

生産設備

161
平成20年

６月　
―　

Metaldyne 

Company 

LLC

米国ミシガン州

ファーミントン

ヒルズ市

一般素形材部品

関連事業　

シャシー

部品

生産設備　

340
平成20年

６月　
―　　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 358,412,200

Ａ種優先株式 28,572,000

Ｂ種優先株式 80,000,000

Ｃ種優先株式 400,000

計 397,510,516

　（注）１　定款において種類別の発行可能株式総数は、普通株式は358,412,200株、Ａ種優先株式は28,572,000株、Ｂ種優先

株式は80,000,000株、Ｃ種優先株式は400,000株と定めている。ただし、発行可能株式総数と種類別の発行可能

株式総数の合計との一致については、会社法上要求されていないため、発行可能株式総数の計は397,510,516

株と定めている。

２　平成20年５月15日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は1,196,740,128株

となり、種類別の発行可能株式総数は、普通株式は838,327,928株増加し、1,196,740,128株、Ａ種優先株式は

28,572,000株、Ｂ種優先株式は80,000,000株、Ｃ種優先株式は400,000株となっている。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 259,907,537 259,907,537
東京証券取引所

(市場第一部)
―

Ａ種優先株式 28,572,000 28,572,000 ― （注）２

Ｂ種優先株式 10,526,316 10,526,316 ― （注）２

Ｃ種優先株式 179,179 179,179 ― （注）２

計 299,185,032 299,185,032 ― ―

　（注）１　「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれていない。

２　Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の内容は以下のとおりである。

Ａ種優先株式

(1) 優先利益配当金

①優先利益配当金

当社は、剰余金の配当をするときは（配当財産の種類を問わない。）、当該配当の基準日の最終の株主名簿

に記載のＡ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権

者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」とい

う。）又は普通株主の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１

株につき当該基準日が属する事業年度の初日（同日を含む。）から当該基準日（同日を含む。）までの期

間に関して年１円75銭の金額につき年365日（当該事業年度に閏月を含む場合は年366日）の日割計算を

行って算出される額（１銭未満切捨て）の配当金（以下「Ａ種優先配当金」という。）を支払う。ただし、

すでに当該事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金が支払われた場合においては、かかるＡ種

優先配当金を控除した額とする。

②優先配当事業年度

Ａ種優先配当金は、Ａ種優先株式発行後７年以内に開始する７事業年度（以下「Ａ種優先配当事業年度」

という。）に関してのみ支払うものとし、それ以降の事業年度においては支払わない。
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③累積条項

Ａ種優先配当事業年度に関してＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払うＡ種優先配当

金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下

「Ａ種累積未払配当金」という。）については、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ってこれをＡ種

優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に支払う。

④参加条項

Ａ種優先配当事業年度に関して、普通株主又は普通登録株式質権者に対してＡ種優先配当金と同額の剰余

金の配当を行った後さらに残余から剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権

者に対して、Ａ種優先配当金のほか、普通株主又は普通登録株式質権者に対して支払われる１株当たり配

当金のうちＡ種優先配当金を超える金額を支払う。

(2) 残余財産の分配

当社は残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式

１株につき77円及びＡ種累積未払配当金相当額を普通株主又は普通登録株式質権者に先立って支払う。Ａ

種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

(3) 議決権

Ａ種優先株主は株主総会において議決権を有する。

(4) Ａ種優先配当金及び残余財産の調整

Ａ種優先株式に関して株式の分割、株式の併合又はＡ種優先株主に募集株式の割当てを受ける権利を付与

してＡ種優先株式の新株発行が行われ、その結果、Ａ種優先配当金又は残余財産の分配額の調整を必要と

する場合には、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

(5) 普通株式の取得

①取得を請求し得べき期間

平成15年10月１日から平成25年９月30日までとする。

②取得の条件

1)　当初取得価額

取得価額は70円とする。

2)　取得価額の修正

取得価額は各取得請求の日及び平成25年９月30日に、次のうちいずれか低い方の価額に修正される。

ア　70円

イ　取得請求の日に先立つ30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(気配表示

を含む。) の平均値（終値のない日数を除く。）（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切り上げる。）から20円を差し引いた価額。

ウ　取得価額の調整

マーケットプライス方式による

③取得請求により交付すべき普通株式数

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は次のとおりとする。

取得請求により交付すべき

普通株式数
＝

Ａ種優先株主が取得請求のために提出

したＡ種優先株式の払込金額の総額

取得価額

交付すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

④取得請求により発行する株式

当社普通株式とする。

(6) 優先株式の一斉取得

取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式は同期間の末日の翌日をもって当社によ

り一斉に取得され、これと引換えに70円を同期間の末日における取得価額で除して得られる数の普通株式

が交付される。普通株式の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは会社法に定める株式併合の

場合に準じてこれを取り扱う。
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Ｂ種優先株式

(1) 優先利益配当金

①優先利益配当金

当社は、剰余金の配当をするときは（配当財産の種類を問わない。）、当該配当の基準日の最終の株主名簿

に記載のＢ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株式質権

者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種

優先株式１株につき当該基準日が属する事業年度の初日（同日を含む。）から当該基準日（同日を含

む。）までの期間に関して１年当たりＢ種優先株式１株の払込金額（285円）に0.025を乗じた金額（１銭

未満切捨て）につき年365日（当該事業年度に閏月を含む場合は年366日）の日割計算を行って算出され

る額（１銭未満切捨て）の配当金（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を支払う。ただし、すでに当該事業

年度に属する日を基準日とするＢ種優先配当金が支払われた場合においては、かかるＢ種優先配当金を控

除した額とする。

②優先配当事業年度

Ｂ種優先配当金は、Ｂ種優先株式発行後７年以内に開始する７事業年度（以下「Ｂ種優先配当事業年度」

という。）に関してのみ支払うものとし、それ以降の事業年度においては支払わない。

③累積条項

Ｂ種優先配当事業年度に関してＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払うＢ種優先配当

金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下

「Ｂ種累積未払配当金」という。）については、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ってこれをＢ種

優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に支払う。

④参加条項

Ｂ種優先配当事業年度に関して、普通株主又は普通登録株式質権者に対してＢ種優先配当金と同額の剰余

金の配当を行った後さらに残余から剰余金の配当を行うときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権

者に対して、Ｂ種優先配当金のほか、普通株主又は普通登録株式質権者に対して支払われる１株当たり配

当金のうちＢ種優先配当金を超える金額を支払う。

(2) 残余財産の分配

当社は残余財産の分配をするときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して、Ｂ種優先株式

１株につきその払込金額（285円）に1.1を乗じた金額及びＢ種累積未払配当金相当額を普通株主又は普通

登録株式質権者に先立って支払う。Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残

余財産の分配を行わない。

(3) 議決権

Ｂ種優先株主は株主総会において議決権を有する。

(4) Ｂ種優先配当金及び残余財産の調整

Ｂ種優先株式に関して株式の分割、株式の併合又はＢ種優先株主に募集株式の割当てを受ける権利を付与

してＢ種優先株式の新株発行が行われ、その結果、Ｂ種優先配当金又は残余財産の分配額の調整を必要と

する場合には、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

(5) 普通株式の取得

①取得を請求し得べき期間

平成18年３月28日から平成28年９月30日までとする。

②取得の条件

1)　当初取得価額

取得価額は、Ｂ種優先株式１株の払込金額（285円）とする。

2)　取得価額の調整

次のいずれかに該当する場合には、マーケットプライス方式により取得価額の調整を行う。

ア　取得価額の調整に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は処分する場合（新株

予約権の行使又は転換証券の取得による発行又は処分の場合を除く。）

イ　株式の分割により普通株式を発行する場合

ウ　取得価額の調整で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に取得することができる証券又は普

通株式を行使により取得することができる権利（当社の発行する社債に付された新株予約権を含

む。）を発行する場合
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取得価額の調整に使用する「時価」とは、調整後取得価額の適用開始日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

なお、上記の他、株式交換、株式移転、会社分割、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により取得価額

の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額に調整される。

③取得請求により交付すべき普通株式数

Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は次のとおりとする。

取得請求により交付すべき

普通株式数
＝

Ｂ種優先株主が取得請求のために提出

したＢ種優先株式の払込金額の総額

取得価額

交付すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

④取得請求により発行する株式

当社普通株式とする。

(6) 優先株式の一斉取得

取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式は同期間の末日の翌日をもって当社によ

り一斉に取得され、これと引換えにＢ種優先株式１株の払込金額（285円）を上記取締役会の決議で定め

た取得の条件に従って定められた同期間の末日における取得価額で除して得られる数の普通株式が交付

される。普通株式の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは会社法に定める株式併合の場合に

準じてこれを取り扱う。

Ｃ種優先株式

(1) 優先利益配当金

当社は、取締役会決議又は株主総会決議に基づき、分配可能額の範囲内で、(i) 各四半期配当期間中、Ｃ種残

余財産分配額に年率1.75%の割合（Ｃ種優先株式に関する配当率であり、以下「四半期配当率」という。以

下に定義する不履行配当率の適用がある場合はこれを加えた割合とする。）を乗じた配当金、(ii)当該四半

期配当期間以前の四半期配当期間に支払われるべきＣ種優先株式に対する配当金であって未払いの配当

金（以下「累積未払配当金」という。）、(iii)追加配当金（以下に定義される。）を、当該四半期配当期間の

末日を基準日として、当該基準日に当社のＣ種優先株式の株主名簿に記録のあるＣ種優先株式の株主（以

下「Ｃ種優先株主」という。）又はＣ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｃ種優先登録株式質権者」と

いう。）に対して、当該四半期配当期間終了後45日以内に支払う。第１回目の四半期配当期間に関しては、

配当金は、平成19年１月１日から累積されるものとみなし、第２回目以降の四半期配当期間に関しては、当

該四半期配当期間の初日から累積される。Ｃ種優先株式の累積未払配当金には、四半期配当期間ごとに、複

利計算で、当該累積未払配当金に、その時点において適用ある四半期配当率に年率2.00％を加えた割合（以

下に定義する不履行配当率の適用がある場合はこれをさらに加えた割合）を乗じた配当金（以下「追加

配当金」という。）が生じるものとする。

Ｃ種優先株主に対して支払われる配当金（追加配当金を含む。）は、１月を30日、１年を360日として計算

される。なお、四半期配当期間に満たない期間に対する配当金（追加配当金を含む。）の計算については、

当該四半期配当期間の初日から計算される。

「四半期配当期間」とは、毎年１月１日から３月31日まで、４月１日から６月30日まで、７月１日から９月

30日まで、又は10月１日から12月31日までの期間をいう。「取引日」とは、土曜日、日曜日又は日本の金融

機関もしくは東京証券取引所が休みの日以外の日をいう。

(2) 取得条項

①金銭を対価とする一斉取得条項

1)　一斉取得日に現存するＣ種優先株式は、同日に一斉に取得され、分配可能額の範囲内でこれと引換えに、

Ｃ種残余財産分配額が、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して交付される。当社は、一斉

取得を行う直前に、取締役会決議又は株主総会決議に基づき、分配可能額の範囲内で、一斉取得日にお

けるＣ種優先株式の累積未払配当金（追加配当金を含む。）をＣ種優先株主又はＣ種優先登録株式質

権者に対して支払う。分配可能額が、一斉取得日における累積未払配当金（追加配当金を含む。）に不

足する場合、累積未払配当金（追加配当金を含む。）の残余額は、一斉取得の取得価額に加算される。
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2)　当社が、前号に従って、発行済Ｃ種優先株式のすべてを取得できず、かつ、取得誘因事由が生じていない

場合、当社が当該Ｃ種優先株式を取得するまで、四半期配当率は、一斉取得日の翌日以降、不履行配当

率を加えた率となる。

3)　一斉取得日

Ｃ種優先株式につき、(i)発行済Ｃ種優先株式の３分の１以上を有する株主が、次号に定義する取得要請

を行った場合、その日が属する四半期配当期間の末日（ただし、取得要請が四半期配当期間の末日の

45日前までになされなかった場合、当該四半期配当期間の次の四半期配当期間の末日とする。）と(ii)

当初払込日（次条第3項に定義される。）の10年後の応当日が属する四半期配当期間の末日のいずれ

か早い日。

4)　取得要請

Ｃ種優先株式につき、発行済Ｃ種優先株式の３分の１以上を有する株主の書面による同意により当社

に対して発行済Ｃ種優先株式のすべての取得を要請すること（ただし、当初払込日の７年後の応当日

の前日まではかかる取得要請を行うことはできない。）。

5)　不履行配当率

Ｃ種優先株式につき、(i)当社が一斉取得日において発行済Ｃ種優先株式のすべてを取得できなかった

場合、一斉取得日の翌日以降年率0.25％、一斉取得日の１年後の応当日の翌日以降年率0.50％、一斉取

得日の２年後の応当日の翌日以降年率0.75％とし、(ii)当社が当初払込日の10年後の応当日が属する四

半期配当期間の末日において発行済Ｃ種優先株式のすべてを取得できなかった場合、当該日の翌日以

降、年率1.50％及び(i)に基づき適用されている年率があればその合計（ただし、年率2.25％を超えるこ

とはないものとする。）。

6)　取得誘因事由

Ｃ種優先株式につき、30日の期間中の各日の東京証券取引所（普通株式が東京証券取引所に上場され

ていない場合で、普通株式がその時点で上場されているその他の証券取引所又は普通株式が登録され

ている店頭登録市場がある場合は、当該証券取引所又は当該店頭登録市場）における普通株式の終値

がいずれも株式を対価とする取得請求権における取得価額以上であること。

②金銭を対価とする随時取得条項

当社は、取締役会決議に基づいて、Ｃ種優先株式の全部又は一部を、以下に定める取得の条件により、Ｃ種

優先株主又はＣ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に

対して金銭を支払うことと引換えに取得することができる。かかる取得は分配可能額を限度とする。

1)　取得の条件

東京証券取引所（普通株式が東京証券取引所に上場されていない場合で、普通株式がその時点で上場

されているその他の証券取引所又は普通株式が登録されている店頭登録市場がある場合は、当該証券

取引所又は当該店頭登録市場）における連続20取引日における当社の普通株式の終値の平均値（普

通株式が上場していない場合は取締役会が誠実に決定した普通株式の適正価額）が、株式を対価とす

る取得請求権における取得価額に1.3を乗じた金額以上になった場合。

2)　取得可能期間

当初払込日の３年後の応当日の翌日から当初払込日の10年後の応当日が属する四半期配当期間の末

日までとする。

3)　金銭支払額

Ｃ種優先株式１株につき、Ｃ種残余財産分配額相当額。

4)　当社は、本項に基づいて、Ｃ種優先株式の全部又は一部を取得する直前に、分配可能額の範囲内で、取締

役会決議又は株主総会決議に基づき、その取得日におけるＣ種優先株式の累積未払配当金（追加配当

金を含む。）をＣ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して支払う。本項の規定にかかわらず、

発行済Ｃ種優先株式の累積未払配当金（追加配当金を含む。）の全額が金銭により支払われない限

り、いかなるＣ種優先株式も取得されない。
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③取得するＣ種優先株式の選択

当社が、Ｃ種優先株式の一部のみを取得する場合、当社の取締役会は、Ｃ種優先株主からその保有株式数に

応じて按分して取得する。

(3) 取得請求権

①Ｃ種優先株主は、当社が、Ｃ種優先株式を取得するのと引換えに、普通株式を交付することを請求すること

ができる。Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式は、(i)Ｃ種優先株主が取得請求のために提出

したＣ種優先株式のＣ種残余財産分配額及び累積未払配当金（追加配当金を含む。）相当額の合計額を、

(ii)その時点における取得価額で除した数とする。なお、交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満

の端数が生じたときはこれを切り捨てる。

②普通株式の種類を変更する場合、当社とその他の法人とが合併する場合（ただし、当社が存続会社となり、

かつ、普通株式の種類変更を伴わないものは除く。）、又は当社の全財産もしくは実質的な全財産（連結計

算される財産を基準とする。）をその他の法人に譲渡する場合（総称して「取引」という。）は、Ｃ種優先

株主の承諾なく、Ｃ種優先株式の取得請求権が行使されたときに交付される財産は、当該取引直前におい

て、Ｃ種優先株主が取得請求権を行使した場合に受領できたであろう数の普通株式を基準として、かかる

普通株式を保有する普通株主が、当該取引において取得したであろう種類及び数の有価証券、現金又はそ

の他の資産と同様のものに変更される。本項及び当該取引の結果取得する他の種類の有価証券に係る本項

に相当する条項は、今後生じる取引にも引き続き適用される。当社とＣ種優先株主が合意したものを除い

て、本項は、取引に関連してＣ種優先株主が有する唯一の権利であり、Ｃ種優先株主は取引に関して議決権

を有しない。

③「取得価額」とは、別段の定めがある場合を除き、株式を対価とする取得請求権における取得価額をいい、

初回のＣ種優先株式の発行に係る払込の日（以下「当初払込日」という。）の直前の10連続取引日におけ

る東京証券取引所の普通株式の終値の平均値の150%（１円未満は切捨）とする。ただし、次条に定める調

整に従う。

④取得請求権の行使に伴って交付すべき普通株式に１株未満の端数が生じた場合、当社は、取得請求の日に

おける普通株式の市場価格（会社法第167条第３項第１号に定義される。）に端数を乗じた額を支払う。

(4) 取得価額の調整

①取得価額は、随時以下の調整に従う。

1)　株式無償割当

当社が、取締役会決議又は株主総会決議に基づいて、普通株主に対して、当社の普通株式の無償割当を

行う場合（株式分割を除く。）、取得価額は、当該無償割当に関する基準日（ただし、当該無償割当に

関する取締役会又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の翌

日から、以下のとおり減額調整される。

株式無償割当に関する基準日（ただし、当該無償割当に関する取締役会決議日又は株主総会決議日が

それより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該基準

日（ただし、当該無償割当に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該

取締役会又は株主総会決議日）における当社の発行済普通株式数を分子とし、当該発行済普通株式数

と無償割当により割り当てられる普通株式の数とを合計した数を分母として得られる割合を乗じた

金額。

2)　新株予約権等

当社が、取締役会決議又は株主総会決議に基づいて、すべての普通株主に対して、普通株式の割当を受

ける権利を付与し、又は普通株式を目的とする新株予約権を発行もしくは交付（以下総称して「発行

等」という。）する場合において、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は当該新株予約権の発

行等に関する基準日（ただし、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関

する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）

の直前10連続取引日の間の東京証券取引所（普通株式が東京証券取引所に上場されていない場合で、

普通株式がその時点で上場されているその他の証券取引所又は普通株式が登録されている店頭登録

市場がある場合は、当該証券取引所又は当該店頭登録市場）における普通株式の終値の平均値（普通

株式が上場又は店頭登録されていない場合は取締役会又は株主総会が誠実に決定した普通株式の適

正価格とする。以下「市場価格」という。）より低い価格をもって、普通株式を交付することとなる場

合（配当再投資プラン、株式購入プラン、役職員持株会その他類似のプランにより普通株式を取得す

る場合その他第3項に定める場合を除く。）、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権

の発行等に関する基準日（ただし、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等

に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議

日）の翌日から、取得価額は以下のとおり減額調整される。
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普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する基準日（ただし、当該普通株式

の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する取締役会決議日又は株主総会決議日が

それより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該基準

日（ただし、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する取締役会決議

日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）における当社の発

行済普通株式数と、新たに発行される普通株式の払込金額又は新株予約権の行使の結果払込が見込ま

れる金額（取締役会又は株主総会により誠実に決定されるものとし、取締役会決議をもって終局的な

判断とする。）を普通株式の市場価格で除して得られる数とを合計した数を分子とし、当該発行済普

通株式数に、新たに発行される普通株式数又は当該新株予約権の行使の結果取得される普通株式数の

合計数を分母として得られる割合を乗じた金額。ただし、Ｃ種優先株主が、取得請求権を行使して、普

通株式の交付を受けるときに、当該Ｃ種優先株主に対して、当該普通株式の割当を受ける権利が付与

され、又は当該新株予約権が発行等される場合は、取得価額の調整は行われない。また、当該新株予約

権に行使条件が付されている場合は、行使条件が成就するまでは、取得価額の調整は行われない。

3)　株式の併合及び分割

普通株式に関して株式分割される場合、かかる株式分割の効力発生日の翌日から、取得価額は、比例的

に減額調整される。普通株式に関して株式併合される場合、かかる株式併合の効力発生日の翌日から、

取得価額は比例的に増額調整される。

4)　負債、資産もしくは有価証券の分配

ア　当社が、株主総会決議又は取締役会決議に基づき、すべての普通株主に対して、その負債、資産もしく

は有価証券（第2号に規定される普通株式の割当を受ける権利もしくは新株予約権、次号に規定さ

れる現金でのみ支払われる配当金、本号イに規定されるスピン・オフに際して交付される、子会社

その他の事業の、もしくはこれらに関連するあらゆる配当、資本株式もしくは資本持分、又は第1号

に規定される株式無償割当を除く。）を配当として交付する場合（以下「現物配当」という。）、か

かる現物配当に関する基準日（ただし、当該現物配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日

がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の翌日から、取得価額は、以下の

とおり減額調整される。

現物配当に関する基準日（ただし、当該現物配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそ

れより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の直前に適用される取得価額に、当

該基準日（ただし、当該現物配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合

は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）における普通株式の市場価格を分子とし、当該普通

株式の市場価格と、現物配当により普通株式1株あたりに交付される財産の適正時価（取締役会に

より誠実に決定されるものとし、取締役会決議をもって終局的な判断とする。）とを合計した額を

もって分母として得られる割合を乗じた額。本号アが適用される場合は、本号イは適用されない。

イ　当社が、株主総会決議又は取締役会決議に基づいて会社分割、会社財産を株主に配当する等の方法に

よりその一部の事業を分離する場合（以下「スピン・オフ」という。）、取得価額は、以下のとおり

減額調整される。

スピン・オフに伴う分配に関する基準日（ただし、当該スピン・オフに伴う分配に関する株主総会

決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の直

前に適用される取得価額に、当該基準日（ただし、当該スピン・オフに伴う分配に関する株主総会

決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）にお

ける普通株式の市場価格を分子とし、当該普通株式の市場価格と、スピン・オフに伴う分配により

普通株式1株あたりに交付される株式又は類似する持分に関する権利の適正時価を有する対価の合

計額（交付される株式について当該時点において公開市場が存在する場合にはかかる交付が効力

を生じた日の直後（かかる交付に係る決済の効力が生じる日が異なる場合には決済の効力が生じ

た直後）の取引日の終値を基に計算されたかかる株式の当該時点における時価総額とし、公開市場

が存在しない場合には取締役会により誠実に決定されるものとし、取締役会決議をもって終局的な

判断とする。）をもって分母として得られる割合を乗じた額。本号イに基づく取得価額の調整は、(1)

スピン・オフの効力発生日後２営業日（効力発生日を含む。）、又は(2)スピン・オフと同時に、スピ

ン・オフに際して交付された株式が、証券取引所に上場される場合には、当該上場の日のいずれか

早期に到来した日に生じる。
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5)　現金による配当

当社が、株主総会決議又は取締役会決議に基づき、すべての普通株主に現金のみによる配当（前号に

基づく現金及びその他の資産の組合せによる配当を除く。）を行う場合、かかる配当に関する基準日

（ただし、当該配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総

会決議日又は取締役会決議日）の翌日から、取得価額は以下のとおり調整される。

現金による配当に関する基準日（ただし、当該配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそ

れより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該

基準日（ただし、当該配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該

株主総会決議日又は取締役会決議日）における普通株式の市場価格から普通株式1株あたりに配当さ

れる現金の額を控除した額を分子とし、当該普通株式の市場価格を分母として得られる割合を乗じた

額。

6)　自己株式の公開買付け

当社が、普通株式の全部又は一部について行う現金又は株式による公開買付けの期間が満了し、かか

る公開買付けの条件（期間満了までに行われた変更を含む。）に従って、公開買付期間満了日の翌取

引日における普通株式の終値を超えるような適正時価を有する、普通株式１株に対する対価の合計額

（対価として有価証券が交付される場合において、交付される有価証券について当該時点において公

開市場が存在する場合にはかかる交付が効力を生じた日の直後の（かかる交付に係る決済の効力が

生じる日が異なる場合には決済の効力が生じた直後の）取引日の終値を基に計算されたかかる株式

の当該時点における時価総額とし、公開市場が存在しない場合には取締役会により誠実に決定される

ものとし、取締役会決議をもって終局的な判断とする。）を、当社の株主に対して支払う（公開買付け

の条件に記載された上限株式数の範囲内とする買付けがなされる。）こととなる場合、公開買付期間

満了の翌日から取得価額は以下のとおり減額調整される。

公開買付期間満了日に適用される取得価額に、（A）(x)公開買付期間満了日における普通株式の市場

価格に、(y)その日における発行済株式総数（公開買付けに応じた株式数を含む。）を乗じた額を分子

とし、（B）(x)（I）公開買付期間満了日における普通株式の市場価格に、（II）その日における発行済

株式総数（公開買付けに応じた株式数を含む。）から、公開買付けに適式に応募された株式であって、

かかる応募が撤回されず、当社が買付けに応じる（公開買付けの条件に記載された上限株式数の範囲

内とする。）ものに係る数を控除して得られた数を乗じた額と、(y)公開買付けにより当社が株主に対

して交付する現金総額とその他の対価の適正時価総額とを合計して得られた数を分母として得られ

る割合を乗じた額。

②軽微な調整

別段の規定にかかわらず、本条に基づく取得価額の調整は、当該時点において有効な取得価額が、その調整

により1.0％以上増額又は減額されることとなる場合を除き、当社は、これを行う必要はない。かかる軽微な

調整は、繰り越され、繰り越された１回もしくは複数回の調整と合わせて取得価額が1.0％以上増額又は減

額されることとなるその後の調整（もしあれば）と同時に行われる。ただし当社は、軽微であっても、その

後の調整が毎年１月１日までに行われなかった場合には、当該軽微な調整は毎年１月１日付けで行われる

ものとする。取得価額の調整に関する計算にあたり、１円未満の端数が生じた場合は、四捨五入する。
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③調整における例外

下記の場合は、取得価額の調整は行われない。

1)　当社の現在又は将来の 配当再投資プラン、株式購入プラン、役職員持株会その他類似のプランに基づき

普通株式が交付される場合

2)　当社又はその子会社の、現在又は将来の従業員、取締役又はコンサルタントに関する給付規定に基づき、

新株予約権等が付与等される場合

3)　当初払込の日に存在する新株予約権、新株予約権付社債に基づき普通株式が発行される場合

4)　Ｃ種優先株式の累積未払配当金に関する場合

(5) 残余財産の分配

当社は、当社の解散に際して残余財産の分配をするときは、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に

対して、Ｃ種残余財産分配額に、残余財産分配の日までの累積未払配当（追加配当を含む。）相当額を加算

した金額を、普通株主又は普通登録株式質権者、Ｃ種優先株式に順位が劣後する種類株式の株主又は当該

種類株式の登録株式質権者に先立って支払う。当社の解散に際して、当社の残余財産の額が、Ｃ種優先株主

又はＣ種優先登録株式質権者、及びＣ種優先株式と同順位の種類株式の株主又は当該種類株式の登録株式

質権者に支払うべき残余財産分配額に不足する場合、当社の残余財産は、Ｃ種優先株主、Ｃ種優先登録株式

質権者、Ｃ種優先株式と同順位の種類株式の株主及び当該種類株式の登録株式質権者の間で、残余財産が

十分であればこれらの者が受け取るべきであった残余財産分配額に従って按分して支払う。Ｃ種優先株主

又はＣ種優先登録株式質権者に対しては、当社の解散に際して上記の残余財産分配以外の分配を行わな

い。当社の全財産もしくは実質的な全財産の売却、賃貸、交換、譲渡、移転等（その対価が現金、株式、有価証

券、その他の対価のいずれであるかを問わない。）、又は当社の合併は、それらが、当社の解散に関して行わ

れる場合を除いて、本条にいう解散とはみなされない。

(6) 議決権

Ｃ種優先株主は、法律により要求される場合又は別段の明示的な規定がある場合を除き、株主総会におい

て議決権を有しない。

(7) 株式の併合又は分割

Ｃ種優先株式に関して株式の分割、株式の併合又はＣ種優先株主に募集株式の割当を受ける権利を付与し

てＣ種優先株式の新株発行が行われ、その結果、Ｃ種優先配当金、取得価額、又はＣ種残余財産分配額の調

整を必要とする場合には、当該取引の条件に鑑みて取締役会が適当と判断する金額に調整される。

(8) 諸条件の変更

Ｃ種優先株式に係る諸条件を変更する場合はＣ種優先株主による種類株主総会において、総議決権数の３

分の２以上の多数による決議を要する。
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(2)【新株予約権等の状況】

ストックオプション制度について

①平成16年６月29日の定時株主総会の決議において旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行され

た新株予約権は次のとおりである。

平成16年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,269,879 2,269,879

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,269,879 2,269,879

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり145円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～

平成26年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　145円

資本組入額　　　 73円
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― 同左

②平成17年６月29日の定時株主総会の決議において旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行され

た新株予約権は次のとおりである。

Ａプラン

平成17年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 85,000 85,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 85,000 85,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり145円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～

平成27年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　145円

資本組入額　　　 73円
同左
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平成17年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― 同左

Ｂプラン

平成17年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 834,000 834,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 834,000 834,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり261円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年６月29日～

平成27年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　261円

資本組入額　　　131円
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない。 同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― 同左

③平成18年６月29日の定時株主総会の決議において会社法第236条、第238条及び第239条に基づき発行された新株

予約権は次のとおりである。

プラン①

平成18年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 120,000 120,000
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平成18年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120,000 120,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり251円 同左

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～

平成28年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　251円
資本組入額　　　126円
新株予約権の行使により株式を

発行する場合における資本金の

額は、会社計算規則第40条第１
項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果生じる１円未満

の端数は、これを切り上げるこ

ととする。また、新株予約権の行

使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額

は、上記記載の資本金等増加限

度額から上記に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない 同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注) 同左

　（注）　当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、

当該合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式

会社、当該新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の新株予約権が交付されうるものとする。

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利

義務を継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株

式会社又は株式移転により設立する株式会社の同種の株式
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（ⅱ）新株予約権の目的である株式の数

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、

これを切り捨てる。

（ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価格）

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。

（ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することがで

きる事由等

合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

（ⅴ）譲渡制限

新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。

プラン①２

平成18年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 175,000 175,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 175,000 175,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり251円 同左

新株予約権の行使期間
平成21年７月１日～

平成28年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　251円
資本組入額　　　126円
新株予約権の行使により株式を

発行する場合における資本金の

額は、会社計算規則第40条第１
項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果生じる１円未満

の端数は、これを切り上げるこ

ととする。また、新株予約権の行

使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額

は、上記記載の資本金等増加限

度額から上記に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない 同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注) 同左

　（注）　当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、

当該合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式

会社、当該新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の新株予約権が交付されうるものとする。

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。
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（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利

義務を継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株

式会社又は株式移転により設立する株式会社の同種の株式

（ⅱ）新株予約権の目的である株式の数

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、

これを切り捨てる。

（ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価格）

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。

（ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することがで

きる事由等

合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

（ⅴ）譲渡制限

新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。
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プラン②

平成18年６月29日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,159,000 1,159,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,159,000 1,159,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり251円 同左

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～

平成28年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　251円
資本組入額　　　126円
新株予約権の行使により株式を

発行する場合における資本金の

額は、会社計算規則第40条第１
項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果生じる１円未満

の端数は、これを切り上げるこ

ととする。また、新株予約権の行

使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額

は、上記記載の資本金等増加限

度額から上記に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない 同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注) 同左

　（注）　当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、

当該合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式

会社、当該新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の新株予約権が交付されうるものとする。

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利

義務を継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株

式会社又は株式移転により設立する株式会社の同種の株式
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（ⅱ）新株予約権の目的である株式の数

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、

これを切り捨てる。

（ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価格）

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。

（ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することがで

きる事由等

合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

（ⅴ）譲渡制限

新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。
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④平成18年11月16日の臨時株主総会の決議において会社法第236条、第238条及び第239条に基づき発行された新株

予約権は次のとおりである。

平成18年11月16日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在

(平成20年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,441,863 1,403,835

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,441,863 1,403,835

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり313円 同左

新株予約権の行使期間
平成20年１月11日～

平成29年１月11日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　313円

資本組入額　　　157円

新株予約権の行使により株式を

発行する場合における資本金の

額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果生じる１円未満

の端数は、これを切り上げるこ

ととする。また、新株予約権の行

使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額

は、上記記載の資本金等増加限

度額から上記に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

②その他の権利行使の条件は、

当社と新株予約権者の間で締

結されるストックオプション

・アグリーメントに定めるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注) 同左

　（注）　当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、

当該合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式

会社、当該新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の新株予約権が交付されうるものとする。

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利

義務を継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株

式会社又は株式移転により設立する株式会社の同種の株式

（ⅱ）新株予約権の目的である株式の数

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、
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これを切り捨てる。

（ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価額）

合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

（ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することがで

きる事由等

合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

（ⅴ）譲渡制限

新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はない。
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金
増減額

(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成15年７月４日（注１） 28,572,000 88,407,313 1,000 5,669 1,000 6,604

平成16年５月15日（注２） 435,000 88,842,313 43 5,712 43 6,647

平成17年４月１日～

平成18年３月31日（注３）
7,500 88,849,813 0 5,713 0 6,648

平成18年３月28日（注４） 10,526,316 99,376,129 1,505 7,218 1,494 8,142

平成18年４月１日～

平成19年３月31日（注３）
42,319 99,418,448 3 7,221 3 8,146

平成19年１月11日（注５） 166,581,405 265,999,853 17,157 24,379 17,157 25,303

平成19年１月11日（注６） 179,179 266,179,032 5,743 30,122 5,743 31,046

平成19年３月５日（注７） 33,000,000 299,179,032 4,261 34,384 4,261 35,308

平成19年４月１日～

平成20年３月31日（注３）
6,000 299,185,032 0 34,384 0 35,309

　（注) １　第三者割当による　（Ａ種優先株式）

発行価格　　　　　　 　70円

資本組入額　　　　　　 35円

割当先　　　　　　　　ジャパン・キャスティング・エルピー（17,572,000株）

ジャパン・キャスティングⅡ・エルピー（5,286,000株）

ジャパン・キャスティングⅢ・エルピー（5,714,000株）

２　第三者割当による　（普通株式）

発行価額　　　　　　　200円

資本組入額　　　　　　100円

割当先　　　　　　　　ジャパン・キャスティングIV・エルピー（435,000株）

３　新株予約権の行使によるものである。

４　第三者割当による　（Ｂ種優先株式）

発行価格　　　　　　　285円

資本組入額　　　　　　143円

割当先　　　　　　　　RHJインターナショナル SA/NV（10,526,316株）

５　第三者割当による　（普通株式）

発行価額　　　　　　　206円

資本組入額　　　　　　103円

割当先　　　　　　　　RHJインターナショナル SA/NV（48,361,286株）

三井物産㈱（56,895,631株）

中央三井グロースキャピタル第二号投資事業有限責任組合

（7,281,553株）

その他26割当先（54,042,935株）

６　第三者割当による　（Ｃ種優先株式）

発行価額　　　　　　　64,104円

資本組入額　　　　　　32,052円

割当先　　　　　　　　ダイムラー・クライスラー・コーポレーション（97,098株）

マスコ・コーポレーション（82,081株）

７　一般募集による　（普通株式）

発行価格　　　　　　　269円

発行価額　　　　　　　258.3円

資本組入額　　　　　　129.15円
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８　平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間において、発行済株式総数、資本金及び資本剰余金について

の増減はない。

(5)【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
－ 26 40 141 78 8 11,393 11,686 －

所有株式数

(単元)
－ 5,340 2,301 61,554 178,313 242 51,023 298,773 412,032

所有株式数

の割合(％)
－ 1.79 0.77 20.6 59.68 0.08 17.08 100.00 －

　（注) １　自己株式415,335株の内、415,000株（415単元）は個人その他の欄に、335株は単元未満株式の状況の欄にそれぞ

れ含めて表示している。

２　上記その他の法人の欄に、証券保管振替機構名義の株式26単元を含めて表示している。
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(6)【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

RHJインターナショナル SA/NV
（常任代理人：

①アンダーソン・毛利・友常

法律事務所

②リーマン・ブラザーズ証券㈱

東京支店）

ベルギー王国ブリュッセル1050ルイーズアベ
ニュー326
（①東京都港区六本木一丁目６番１号）

（②東京都港区六本木六丁目10番１号）

109,930 36.74

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 56,895 19.01

メタルダインインベストメント

ファンドワンエルエルシー

（常任代理人：

㈱三井住友銀行証券ファイナン

ス営業部）

米国コネチカット州グリーンウィッチ、レイ

ルロードアヴェニュー55
（東京都千代田区丸の内１丁目３番２号） 34,037 11.37

クレディスイスセキュリティズ

ユーエスエーエルエルシースペ

シャルフォーエクセルベネ

（常任代理人：

シティバンク銀行㈱）

米国ニューヨーク州ニューヨーク、イレブン

マディソンアヴェニュー10010
（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 9,130 3.05

中央三井グロースキャピタル

第二号投資事業有限責任組合
東京都中央区日本橋室町３丁目２番８号 7,281 2.43

ジャパン・キャスティングⅢ・

エルピー104020
（常任代理人：

㈱みずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室）

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グランドケ

イマン、ジョージタウン、メアリーストリー

ト、私書箱908GTウォーカーハウス
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

5,714 1.90

マスコ・コーポレーション

（常任代理人：

㈱RHJインターナショナルジャ
パン）

米国ミシガン州テイラー、ヴァンボーンロー

ド21001
（東京都千代田区内幸町１丁目１番７号） 2,243 0.74

エイチアイピーサイドバイサイド

パートナーズエルピー

（常任代理人：

㈱三井住友銀行証券ファイナン

ス営業部）

米国コネチカット州グリーンウィッチ、レイ

ルロードアヴェニュー55
（東京都千代田区丸の内１丁目３番２号） 2,069 0.69

三菱ふそうトラック・バス㈱ 神奈川県川崎市幸区鹿島田890番12 1,674 0.55

メロンバンクエービーエヌアムロ

グローバルカストディエヌブイ

（常任代理人：

香港上海銀行東京支店）

米国マサチューセッツ州ボストン、ワンボス

トンプレイス

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）
1,530 0.51

計 ― 230,506 77.04
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 Ｃ種優先株式　 　179,179 － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式　　　 　415,000

(自己保有株式)
－ －

完全議決権株式(その他)

普通株式　　 259,081,000

Ａ種優先株式　28,572,000

Ｂ種優先株式  10,526,000

259,081

28,572

10,526

－

単元未満株式
普通株式         411,537

Ｂ種優先株式         316
－ －

発行済株式総数 299,185,032 － －

総株主の議決権 － 298,179 －

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式26,000株（議決権26個）が含まれ

ている。

２　 Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の内容については、第４［提出会社の状況］１［株式等の状

況］（１）［株式の総数等］②［発行済株式］の注記に記載のとおりである。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

旭テック株式会社

静岡県菊川市堀之内

547番地の１
415,000 － 415,000 0.14

計 － 415,000 － 415,000 0.14
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(8)【ストックオプション制度の内容】

①平成16年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの

当社は平成16年６月29日開催の定時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当

社の取締役、執行役及び従業員に対して、ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議した。

当該制度の内容は次のとおりである。

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役８名、執行役11名、従業員90名

及び当社子会社の取締役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合をなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整し、

調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式により調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合の比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ、

行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価額をその裁量で適切に調整でき

るものとする。

②平成17年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの

当社は平成17年６月29日開催の定時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当

社の取締役、執行役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して、ストックオプションとして下記

の２種類の新株予約権を発行することを決議した。

当該制度の内容は次のとおりである。
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ストックオプションＡプラン

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び執行役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合をなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整し、

調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式により調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合の比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ、

行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価額をその裁量で適切に調整でき

るものとする。

ストックオプションＢプラン

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役２名、執行役７名、従業員97名

及び当社子会社の取締役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合をなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整し、

調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額。
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ただし、その金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）

を下回る場合は、当該数値とする。

当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式により調整し、調

整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合の比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ、

行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価額をその裁量で適切に調整でき

るものとする。

③平成18年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの

当社は平成18年６月29日開催の定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び第239条に基づき、当社の執

行役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して、ストックオプションとして下記の新株予約権を

発行することを決議した。

当該制度の内容は次のとおりである。

ストックオプション　プラン①

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分 当社執行役１名及び従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割、株式併合又は株式の無償割当てをなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的とな

る株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、下記２に定める行使価額（以下「行使価額」という。）の調整事由が生じた場合にも、各新株予約

権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額に

なるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額。

ただし、その金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）

を下回る場合は、当該数値とする。

当社が株式分割、株式併合又は無償割当てを行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式によ

り調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と当社が存続会社となる吸収合併を行う場合、会社分割を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額をその裁量で適切に調整できるものとする。
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ストックオプション　プラン①２

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分 当社子会社の取締役１名及び当社子会社の従業員２名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割、株式併合又は株式の無償割当てをなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的とな

る株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、下記２に定める行使価額（以下「行使価額」という。）の調整事由が生じた場合にも、各新株予約

権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額に

なるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額。

ただし、その金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）

を下回る場合は、当該数値とする。

当社が株式分割、株式併合又は無償割当てを行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式によ

り調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と当社が存続会社となる吸収合併を行う場合、会社分割を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額をその裁量で適切に調整できるものとする。
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ストックオプション　プラン②

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分
当社執行役７名、従業員92名

当社子会社の取締役１名及び当社子会社の従業員38名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割、株式併合又は株式の無償割当てをなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的とな

る株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、下記２に定める行使価額（以下「行使価額」という。）の調整事由が生じた場合にも、各新株予約

権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額に

なるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額。

ただし、その金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）

を下回る場合は、当該数値とする。

当社が株式分割、株式併合又は無償割当てを行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式によ

り調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と当社が存続会社となる吸収合併を行う場合、会社分割を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額をその裁量で適切に調整できるものとする。
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④平成18年11月16日開催の臨時株主総会決議に基づくもの

当社は平成18年11月16日開催の臨時株主総会において、会社法第236条、第238条及び第239条に基づき、当社の取

締役並びに当社子会社の従業員に対して、ストックオプションとして下記の新株予約権を発行することを決議し

た。

当該制度の内容は次のとおりである。

決議年月日 平成18年11月16日

付与対象者の区分
当社取締役１名

当社子会社の取締役・執行役７名及び当社子会社の従業員15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
同上

　（注）１　当社が株式分割、株式併合又は株式の無償割当てをなす場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的とな

る株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、下記２に定める行使価額（以下「行使価額」という。）の調整事由が生じた場合にも、各新株予約

権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額に

なるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額。

ただし、その金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）

を下回る場合は、当該数値とする。

当社が株式分割、株式併合又は無償割当てを行う場合には、１株当たりの行使価額を以下に定める算式によ

り調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合・無償割当ての比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と当社が存続会社となる吸収合併を行う場合、会社分割を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額をその裁量で適切に調整できるものとする。

EDINET提出書類

旭テック株式会社(E01271)

有価証券報告書

 52/168



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 15,838 2,489,206

当期間における取得自己株式 3,331 286,674

　（注）　「当期間における取得自己株式」欄には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取

による自己株式数は含めていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額
(円) 株式数(株) 処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 415,335 － 418,666 －
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３【配当政策】

　当企業グループは、「企業価値を継続的に増大させ、それに連動する積極的な配当を行うことにより、株主のみなさ

まへ利益を還元すること」を、基本方針としている。

　当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針とし、これらの配当の決定機関は取締役会であ

る。

　なお、当期においては、メタルダイン社への出資金を減損処理した結果、大幅な当期純損失を計上することととなっ

たため、前期に引き続き無配とすることに決定した。

　内部留保資金については、中長期的な視点に立ち、将来の成長に不可欠な新規品開発やグローバルな事業展開への先

行投資に充当し、企業の競争力強化に努めていく。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 282 285 387 473 238

最低(円) 104 155 196 180 74

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 160 170 132 109 107 99

最低(円) 120 102 104 74 86 84

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】

(1) 取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役

共同会長
― 入　交　昭一郎 昭和15年１月３日生

昭和38年４月 ㈱本田技術研究所入社

（注）

３
－

54年５月 本田技研工業㈱取締役就任

平成２年６月 同社取締役副社長就任

５年６月 ㈱セガ・エンタープライゼス

代表取締役副社長就任

10年２月 同社代表取締役社長就任

13年１月 有限会社入交昭一郎代表取締役

就任(現任)

㈱ゼンリンデータコム取締役就任

（現任）

２月 ㈱ハピネット取締役就任（現任）

15年６月 当社取締役就任

８月 当社取締役会長就任

16年６月 当社取締役執行役会長就任

17年６月 当社取締役会長就任

18年２月 テクノメタル㈱取締役就任

（現任）

19年１月 当社取締役共同会長就任（現任）

２月 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）

４月 当社代表執行役社長

兼共同最高経営責任者就任

取締役

共同会長
―

トーマス・T・

ストールケンプ
昭和21年９月６日生

昭和47年７月 フォード・モーター・カンパニー

入社

（注）

３
－

55年８月 クライスラー・コーポレーション

入社

平成10年１月 クライスラー・コーポレーション

社長就任

11月 ダイムラー・クライスラー・コー

ポレーション社長就任

ダイムラー・クライスラーA.G.

取締役就任

11年９月 ダイムラー・クライスラー・コー

ポレーション副会長就任

16年１月 MSXインターナショナル会長就任

６月 リップルウッド・ホールディング

ス LLCインダストリアル・パート

ナー就任(現任)

12月 ホンゼル・インターナショナル・

テクノロジーズ S.A.取締役就任(現

任)

17年６月 当社取締役就任

18年４月 ボルグ・ワーナー Inc.取締役

就任（現任）

19年２月 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）

20年１月 当社取締役共同会長就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役
共同最高

経営責任者
石　井　英　夫 昭和18年10月25日生

昭和42年４月 日産自動車㈱入社

（注）

３
50

平成３年７月 日産欧州部品会社社長就任

５年７月 日産自動車㈱生産管理部長

７年７月 日産モトール・イベリカ会社製造

担当副社長就任

８年４月 欧州日産事業戦略担当副社長就任

10年７月 ㈱バンテック取締役就任

11年７月 同社常務取締役就任

12年２月 ギャレット（ハネウェル）・ター

ボチャージング・システムズ・

ジャパン㈱代表取締役社長就任

８月 ハネウェル・ターボテクノロジー

ズ㈱アジア事業担当副社長就任

13年10月 ハネウェル・インターナショナル

Inc日本代表就任

16年４月 ハネウェル・ターボテクノロジー

ズ㈱グローバル品質担当副社長

就任

17年８月 ハネウェル・ジャパン㈱代表取締

役社長就任

19年５月 当社入社

当社顧問就任

６月 当社取締役就任（現任）

当社代表執行役社長兼共同最高経

営責任者就任（現任）

テクノメタル㈱取締役就任

（現任）

20年１月　 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）

取締役
共同最高

経営責任者

トーマス・

アマート
昭和38年９月15日生

昭和62年９月 インペリアル・ケミカル・インダ

ストリーズ入社

（注）

３
231

平成６年５月 マスコ・コーポレーション入社

８年５月 マスコ・テック Inc. コーポレート

・ディベロップメント・ディレク

ター就任

13年５月 トリマス・コーポレーション コー

ポレート・ディベロップメント・

ヴァイス・プレジデント就任

９月　 Metaldyne Corporation コーポレート

・ディベロップメント・ヴァイス

・プレジデント就任

17年１月　 同社コマーシャル・オペレーショ

ンズ エグゼクティブ・ヴァイス・

プレジデント就任

19年２月　 同社取締役就任（現任）　

20年１月　　 同社会長兼CEO就任（現任）　

当社執行役兼共同最高経営責任者

就任（現任）　　

６月　 当社取締役就任（現任）　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役 ― 倉　重　英　樹 昭和17年９月11日生

昭和41年４月 日本アイ・ビーエム㈱入社

（注）

３
－

60年７月 同社取締役就任

平成５年１月 同社取締役副社長就任

11月 プライスウォーターハウスコンサ

ルタント㈱代表取締役会長兼社長

就任

14年10月 IBMビジネスコンサルティング

サービス㈱代表取締役会長就任

IBMビジネスコンサルティング

サービス　アジアパシフィック　マ

ネージングパートナー就任

16年２月 日本テレコム㈱取締役　代表執行役

社長就任

18年６月 同社代表取締役社長就任

10月 ㈱RHJIインダストリアル・パート

ナーズ・アジア代表取締役社長

就任

19年６月 当社取締役就任（現任）

12月 ㈱RHJインターナショナル・ジャ

パン代表取締役会長就任（現任）

20年５月 ㈱シグマクシス代表取締役CEO就

任

（現任）

取締役 ―
リチャード・M・

ドネリー
昭和18年７月13日生

昭和36年７月 ゼネラル・モーターズ入社

（注）

３
－

平成６年12月 ゼネラル・モーターズ・ヨーロッ

パCEO就任

ゼネラル・モーターズ グループ・

ヴァイス・プレジデント就任

12年２月 リップルウッド・ホールディング

ス LLCインダストリアル・パート

ナー就任

13年４月 ナイルス㈱取締役会会長就任

（現任）

15年６月 当社取締役就任（現任）

16年12月 ホンゼル・インターナショナル・

テクノロジーズ S.A.取締役会長

就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役 ―
アンソニー・A・

バローネ
昭和24年８月15日生

昭和50年10月 米国公認会計士

（注）

３
－

58年６月 オ・サリバン・コーポレーション

最高財務責任者就任

平成７年５月 タワー・オートモーティブ Inc.

最高財務責任者就任

15年５月 グローバル・ビジネス・アドバイ

ザーズ L.L.C. CEO就任（現任）

６月 当社取締役就任(現任)

16年12月 ホンゼル・インターナショナル・

テクノロジーズ S.A.取締役最高

財務責任者就任

18年２月 RHJインターナショナル SA/NV

最高財務責任者就任

ホンゼル・インターナショナル・

テクノロジーズ S.A.マネージング

ディレクター就任（現任）

６月 ナイルス㈱取締役就任（現任）

19年２月 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）

４月 RHJインターナショナル SA/NV

エグゼクティブ・バイス・プレジ

デント就任（現任）

取締役 ― 越　尾　壯　一 昭和16年12月25日生

昭和39年４月 オムロン㈱入社

（注）

３
30

60年６月 同社取締役就任

平成元年６月 同社常務取締役就任

３年６月 同社専務取締役就任

７年６月 同社代表取締役副社長就任

11年６月 同社取締役　執行役員副社長就任

16年６月 当社取締役就任(現任)

18年２月 テクノメタル㈱監査役就任

（現任）

６月 ㈱ユーシン取締役就任（現任）

19年２月 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役

最高財務

責任者

管理部門

所管

吉　田　隆　夫 昭和22年９月21日生

昭和45年４月 大日本インキ化学工業㈱入社

（注）

３
8

平成８年４月 同社海外事業調整室長

12年２月 コダック・ポリクローム・グラ

フィックス LLC入社

10月 コダック・ポリクローム・グラ

フィックス㈱取締役最高財務責任

者就任

15年８月 当社常務執行役員　

最高財務責任者就任

16年６月 当社取締役就任（現任）

当社常務執行役兼最高財務責任者

就任

19年２月 当社代表執行役常務兼最高財務

責任者就任

Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）

６月 当社代表執行役専務兼最高財務

責任者就任（現任）

テクノメタル㈱取締役就任

（現任）

取締役 ― 鈴　木　治　雄 昭和17年２月19日生

昭和39年４月 三菱日本重工業㈱入社

（注）

３
9

平成３年６月 三菱自動車工業㈱東京自動車製作

所品質管理部長

７年６月 同社同所副所長兼販売協力室長

９年７月 同社購買本部副本部長

11年６月 ㈱菱東エステック常務取締役就任

13年６月 三菱ふそうテクノメタル㈱（現　テ

クノメタル㈱）取締役社長就任

(現任)

18年６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ―
ダニエル・P・

トレッドウェル
昭和33年３月23日生

昭和63年６月 ケミカル・バンク入社

（注）

３
－

平成３年12月 同社マネージング・ディレクター

就任

４年12月 ケミカル・セキュリティーズ

Inc.マネージング・ディレクター就

任

８年12月 チェース・セキュリティーズ

Inc.マネージング・ディレクター就

任

12年５月 ハートランド・インダストリアル

・アソシエイツ LLCシニアマネー

ジング・ディレクター兼共同創設

パートナー

17年６月 同社マネージング・パートナー

就任（現任）

19年１月 当社取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役 ―

ウェンディ・

ビール・

ニーダム

昭和27年３月27日生

昭和56年６月 スミス・バーニー入社

（注）

３
－

61年２月 同社自動車関連リサーチ部ヴァイ

ス・プレジデント就任

平成元年２月 同社同部マネージング・ディレク

ター就任

６年３月 ドナルドソン・ラフキン・アンド

・ジェンレット自動車関連リサー

チ部プリンシパル就任

12年10月 クレディ・スイス・ファースト・

ボストン・マネージング・ディレ

クター就任

15年11月 ジェニュイン・パーツ取締役就任

（現任）

16年２月 Metaldyne Corporation取締役

就任

19年１月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 小　室　徹　夫 昭和30年10月21日生

昭和53年４月 三井物産㈱入社

（注）

３
－

14年６月 同社産業システム事業部プロジェ

クト第五営業部長

15年１月 同社インダストリアル・システム

部生産・制御システム営業部長兼

ソリューション機器営業部長就任

16年２月 同社インダストリアル・システム

部長就任

４月 同社自動車本部建機・産業システ

ム部部長（現任）

19年２月 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）

６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 嶋　田　慎一郎 昭和40年12月28日生

平成元年４月 三井物産㈱入社

（注）

３
－

９年８月 トランスフレート Inc.バイス・

プレジデント就任

13年９月 トランフレート LLCシニア・バイ

ス・プレジデント就任

17年４月 トランスフレートLLCチーフ・エ

グゼクティブ・オフィサー就任

（現任）

19年４月 三井物産㈱自動車本部建機・産業

システム部自動車・建機部品事業

室長（現任）

６月 当社取締役就任（現任）

20年１月 Metaldyne Corporation取締役

就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役 ―
ケヴィン・

クラムトン
昭和34年10月24日生

昭和58年６月 ユニシス入社

（注）

３
－

62年２月 フォード・ファイナンシャル入社

平成９年５月 フォード・フランス CFO就任

11年９月 フォード・ヨーロッパ ビジネス・

ディベロップメント 取締役就任

14年９月 フォード・モーター・カンパニー 

コーポレート・ビジネス・ディベ

ロップメント 取締役就任

19年１月 RHJインターナショナル マネージ

ング・ディレクター就任（現任）

20年６月 当社取締役就任（現任）

計 328

　（注) １　取締役　トーマス・T・ストールケンプ、倉重英樹、リチャード・M・ドネリー、アンソニー・A・バローネ、越尾

壯一、ダニエル・P・トレッドウェル、ウェンディ・ビール・ニーダム、小室徹夫、嶋田慎一郎及びケヴィン・

クラムトンは、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

２　当社は、委員会設置会社である。各委員会のメンバーは次のとおりである。（※印が委員長）

監査委員会　ケヴィン・クラムトン（※）、アンソニー・A・バローネ、越尾壯一、倉重英樹、ウェンディ・

ビール・ニーダム、嶋田慎一郎の６名

報酬委員会　アンソニー・A・バローネ（※）、入交昭一郎、トーマス・T・ストールケンプ、リチャード・M

・ドネリー、越尾壯一、ダニエル・P・トレッドウェル、小室徹夫の７名

指名委員会　アンソニー・A・バローネ（※）、入交昭一郎、トーマス・T・ストールケンプ、石井英夫、トーマ

ス・アマート、倉重英樹、越尾壯一、ダニエル・P・トレッドウェル、小室徹夫の９名

３　各取締役の任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。
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(2) 執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表執行役

社長

共同最高

経営責任者
石　井　英　夫

（1）取締役の状況

参照
同左 (注)２

(1)
取締役の

状況参照

執行役
共同最高

経営責任者

トーマス・

アマート

（1）取締役の状況

参照

 

同左 (注)２
(1)

取締役の

状況参照

代表執行役

専務

最高財務

責任者

管理部門

所管

吉　田　隆　夫
（1）取締役の状況

参照
同左 (注)２

(1)
取締役の

状況参照

常務執行役

旭テック

環境

ソリュー

ション㈱

代表取締役

社長

大　塚　捷　徳 昭和18年９月30日生

昭和42年３月 日本碍子㈱入社

(注)２ 8

平成５年７月 当社入社

環境装置事業部技術部長

11年４月 環境装置事業部長

12年６月 執行役員就任

13年６月 取締役就任

16年４月 常務取締役就任

６月

 

 

７月

取締役就任

常務執行役就任（現任）

アサヒサービス㈱取締役就任

（現任）

環境装置事業部所管

アルミ事業部所管

17年４月 環境装置事業部長

20年４月 旭テック環境ソリューション㈱

代表取締役社長就任（現任）

常務執行役
ホイール

事業本部長
永　島　與一郎 昭和20年11月11日生

昭和44年７月 日産自動車㈱入社

(注)２ 5

平成９年５月 米国日産販売金融会社社長就任

15年７月 当社常務執行役員就任

16年６月 常務執行役就任(現任)

17年４月 ホイール事業部長

10月 ホイール事業本部長（現任）

11月 Asahi Tec Aluminium (Thailand)

Co., Ltd.取締役就任（現任）

18年４月 Dicastal Asahi Aluminium 

Co., Ltd.副董事長就任（現任）

Guangzhou Asahi Dongling

Research & Development 

Co., Ltd.董事就任（現任）

19年２月 Wheelhorse Asahi Aluminum 

Co., Ltd.副董事長就任（現任）

常務執行役
ダクタイル

事業本部長
太 田 原　　守 昭和24年９月19日生

昭和47年４月 当社入社

(注)２ 20

平成12年６月 執行役員就任

13年６月 取締役就任

15年10月 ダクタイル事業部長

16年４月　 Asahi Somboon Metals Co., 
Ltd.（現　Asahi Tec Metals
(Thailand) Co., Ltd.）
取締役就任（現任）

16年６月 執行役就任

18年４月 常務執行役就任（現任）

７月 購買部所管

19年３月 ダクタイル事業本部長（現任）

 

EDINET提出書類

旭テック株式会社(E01271)

有価証券報告書

 62/168



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

執行役

購買部及び

物流部所管

事業企画部長

大　熊　裕　明 昭和31年４月６日生

昭和56年４月 三井物産㈱入社

(注)２ 15

平成８年２月

10年12月

 

14年７月

ドイツ三井物産㈲機械部副部長

Mitsui Industrial Machinery 

GmbH社長就任

三井物産㈱産業システム事業部プ

ロジェクト第５室

９月 同社機械・情報統括リスクマネー

ジメント室

16年10月 同社関西支社業務部企画開発室

室長

18年11月 当社入社

顧問就任

19年１月 執行役就任（現任）

取締役就任

購買部及び物流部所管（現任）

20年４月 事業企画部長（現任）

執行役 技術統括部長 川　原　達　郎 昭和24年５月18日生

昭和47年４月 当社入社

(注)２ 16

平成12年４月　 Asahi Somboon Shippo Moulds
Co., Ltd.（現　Shippo Asahi
Moulds (Thailand) Co., Ltd.）
代表取締役就任

６月　 執行役員就任

13年６月　 取締役就任　

14年４月 ダクタイル製造部長

15年６月 執行役員就任

10月 品質保証統括部長

16年６月 執行役就任（現任）

20年４月 技術統括部長（現任）

執行役
アルミ事業

本部長
落　合　啓　一 昭和27年10月13日生

昭和51年４月

平成６年８月

13年４月

当社入社

ALUMITECH出向　エンジニア

ダイカスト製造製造部長

(注)２ 13
15年６月 執行役員就任

10月 アルミ事業部長

16年６月 執行役就任（現任）

19年３月 開発統括部長

20年４月 アルミ事業本部長（現任）

執行役
総務人事

統括部長
藤　城　理　賀 昭和27年４月17日生

昭和50年４月 当社入社

(注)２ 15

平成14年４月 Asahi Somboon Aluminium Co., 
Ltd.(現　Asahi Tec Aluminium
(Thailand) Co., Ltd.)
代表取締役社長就任

Asahi Somboon Metals Co., 
Ltd.（現　Asahi Tec Metals
(Thailand) Co., Ltd.）
代表取締役社長就任

Asahi Somboon Shippo Moulds
Co., Ltd.（現　Shippo Asahi
Moulds (Thailand) Co., Ltd.）
代表取締役就任

15年６月 執行役員就任

16年６月 執行役就任（現任）

19年６月

20年４月

総務人事統括部長（現任）

総務部長（現任）

執行役

電力機器

事業部長

同技術部長

加　藤　　　享 昭和29年11月22日生

昭和54年４月 当社入社

(注)２ 4

平成11年４月 電力機器事業部技術部長

（現任）

15年10月 旭テック東北販売㈱取締役就任

（現任）

16年４月 電力機器事業部長（現任）

６月 執行役就任（現任）

18年７月 総務人事統括部長
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

執行役
品質保証

統括部長
大　里　　　晃 昭和22年３月30日生

昭和44年４月 いすゞ自動車㈱入社

(注)２ －

平成８年５月 同社品質管理部長

13年１月 同社生産事業管理室IMM推進部

長

15年７月 東京いすゞ自動車㈱執行役員就任

17年１月 当社入社

品質保証部長

６月 執行役就任（現任）

９月 Asahi Tec Aluminium 
(Thailand) Co., Ltd.
品質保証部長

11月 Asahi Tec Aluminium 
(Thailand) Co., Ltd.取締役就任

19年１月 Asahi Tec Aluminium 
(Thailand) Co., Ltd.副社長就任

20年４月 品質保証統括部長（現任）

執行役

Asahi Tec 
Aluminium 
(Thailand) 
Co., Ltd.

代表取締役

社長

神　谷　　　明 昭和34年２月12日生

昭和57年４月 鈴木自動車工業㈱入社

(注)２ 1

15年７月 当社入社

経理部長

17年６月

10月

執行役就任（現任）

Asahi Tec Aluminium (Thailand)
Co., Ltd.取締役最高財務責任者
就任

Asahi Tec Metals (Thailand)
Co., Ltd.取締役最高財務責任者
就任

Asahi Tec Metals (Thailand)
Co., Ltd.取締役就任
Asahi Somboon Shippo Moulds
Co., Ltd.（現　Shippo Asahi
Moulds (Thailand) Co., Ltd.）
取締役就任（現任）

19年１月 Asahi Tec Aluminium 
(Thailand) Co., Ltd.副社長就任

６月 Asahi Tec Aluminium 
(Thailand) Co., Ltd.
代表取締役社長就任（現任）

Asahi Tec Metals (Thailand)
Co., Ltd. 代表取締役社長就任

執行役
経営企画

部長
山　田　裕　久 昭和35年12月12日生

昭和59年４月 日本興業銀行入社

(注)２ －

平成12年６月 GEフィナンシャル・インシュア

ランス入社

14年１月 GEエジソン生命(現　AIGエジソン

生命)入社

17年９月 当社入社

経営企画部長（現任）

18年４月 執行役就任（現任）

19年６月 テクノメタル㈱監査役就任

（現任）

20年１月 Asahi Tec Metals (Thailand)

Co., Ltd. 取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

執行役

ホイール

事業本部

中国ホイール

事業部長

廣　瀬　信　夫　 昭和30年５月７日

昭和53年４月　 当社入社

(注)２ －

平成15年４月　 ホイール技術製造部部長

６月　 執行役員就任

ホイール事業部長

16年４月　 開発統括部長

６月　 執行役就任

７月　 開発統括部開発設計部長

17年１月　 ホイール技術開発部部長　

18年４月　 Guangzhou Asahi Dongling Research

& Development Co., Ltd.董事長就

任（現任）

19年３月　 ホイール事業本部技術開発部長　

20年４月　 ホイール事業本部中国ホイール

事業部長（現任）

６月　 執行役就任（現任）

執行役

Asahi Tec 

Aluminium 

(Thailand) 

Co., Ltd.

ホイール

事業部長

川　島　志　郎 昭和27年10月24日

昭和50年４月　 当社入社

(注)２ 12

平成11年９月　 素形材事業本部菊川南工場

工場長

 アルミ製造部製造部長

14年６月　 取締役就任

10月　 菊川南事業所長

15年４月　 ホイール事業部所管

６月　 執行役員就任

10月　 製造統括部長　

16年６月　 執行役就任

10月　 購買統括部長兼

ホイール事業部長補佐

17年４月　 ホイール事業部副事業部長

10月　 Asahi Tec Aluminium (Thailand)

Co., Ltd.取締役就任（現任）

Asahi Tec Aluminium (Thailand)

Co., Ltd.ホイール事業部長

（現任）

20年６月　 執行役就任（現任）

計 394

（注) １　上記表における所有株式数の計には、取締役・代表執行役社長の石井英夫所有の50千株、取締役・執行役のトー

マス・アマート所有の231千株及び取締役・代表執行役専務の吉田隆夫所有の８千株が含まれている。

２　各執行役の任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時から平成21

年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までである。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「法令遵守の徹底と経営の透明性・公正性を確保しつつ、意思決定・業務執行の迅速化を図ることによ

り、企業価値を高めていくこと」を基本方針としている。

　当社は、経営の監督と執行の分離による事業責任の明確化、執行役への権限委譲による意思決定の迅速化を目的と

して、平成16年６月29日開催の定時株主総会決議により委員会等設置会社へ移行した。

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織など、コーポレート・ガバナンス体制の状況

　当社は、会社法で定める委員会設置会社である。

　取締役会は、外国人取締役７名を含む取締役15名（内、社外取締役10名）からなり、会社経営の基本方針等の決

定と、取締役及び執行役の職務遂行の監督を行っている。また、社外取締役を過半数とする指名、監査、報酬の各委

員会を設置し、経営監視機能の強化を図っている。さらに、取締役会から委任を受けた事項の業務執行のため、取

締役会決議により定められた執行役16名（取締役兼務３名含む）が選任されている。取締役会では、会社法で定

められた事項及びグローバルな視点に基づいた経営戦略の策定等、重要事項の審議を行っている。また、取締役会

で決議された事項の迅速な執行を図るため、社長を含む執行役等による「経営会議」を週１回開催し、取締役会

の決定に従う経営の意思及び方針の周知徹底と業務執行の状況、各プロジェクトの進捗状況の報告等を行ってい

る。

　法令遵守の面では、法務部を分離独立させ、必要に応じて適宜弁護士や各分野の専門家に相談するなどして、適

切な経営が行われるように努めている。

②会社の機関の内容（図表を参照）

（経営管理組織）

③内部統制システムの整備の状況

１　執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

重要情報の保存及び管理は集中管理を行い、取締役は常時閲覧可能とし、その他必要に応じて情報の保存及

び管理に関する規定及び体制を整備する。

２　損失の危険の管理に関する規定その他の体制

リスク管理部門としてコンプライアンス委員会及び情報セキュリティ管理委員会を設置し、リスク管理に関

する規定に基づきかかる体制を整備する。

３　執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

職務権限規定に基づきかかる体制を整備する。

４　執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制に関するその他の事項

内部監査規定に基づく内部監査を行い、その他当社行動規範に基づき妥当な意思決定体制の確保と運用、及

びそれらの監視を行うシステムを構築する。具体的事項として、監査室、法務部による内部統制の有用性の検

証、及び執行役の職務権限規定の制定、運用状況の定期的な検証を行う。
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④内部監査及び監査委員会監査の状況

　内部監査機能としては、監査委員会の職務を補助する組織として監査室（専任１名）を設けており、その人事異

動、組織変更等の最終決定は監査委員会の承認を得なければならないとされている。

　監査委員会は監査委員会の定めた監査の方針、業務の分担等に従い、監査室及び会計監査人から定期的に報告及

び説明を受け、相互に連携を高めている。また、執行役及び使用人が監査委員会に報告すべき事項、その他の監査

委員会に報告すべき事項として、会社に著しい損害及び利益を及ぼすおそれのある事実、取締役・執行役の職務

遂行に関して不正行為、法令・定款に違反する重大な事実が発生する可能性もしくは発生した場合はその事実を

報告すべきことと定めている。

⑤会計監査の状況

　会計監査については、あずさ監査法人を会計監査人として、監査契約を締結しており、監査業務が期末に偏るこ

となく、期中監査が定期的に実施され、適正な会計処理及び透明な経営の確保に努めている。

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は中村嘉彦、椎名弘の２名であり、いずれも監査継続年数は７年を超

えていない。当社の会計監査業務に関わる補助者は、公認会計士２名、会計士補等４名、その他４名である。

⑥社外取締役との関係

　当社の社外取締役であるアンソニー・A・バローネはその他の関係会社であるRHJインターナショナル SA/NV

のエグゼクティブ・バイス・プレジデントである。当社とRHJインターナショナルSA/NVとの資本関係について

は「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」、取引関係については連結財務諸表注記の「関連当事者との取引」

に記載のとおりである。

　また、当社の社外取締役である小室徹夫はその他の関係会社である三井物産㈱の自動車本部建機・産業システ

ム部部長である。同じく当社の社外取締役である嶋田慎一郎はその他の関係会社である三井物産㈱の自動車本部

建機・産業システム部自動車・建機部品事業室長である。当社と三井物産㈱との資本関係については「第１　企

業の概況　４　関係会社の状況」に記載のとおりである。

　上記以外の当社と社外取締役との間には人的関係、取引関係、その他利害関係はない。

(3) リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理部門として倫理委員会及び情報セキュリティ委員会を設置している。

　倫理委員会は法務部を事務局とし、「旭テック行動規範」の策定、基本的対策に関する事項の調査及び審議、法令

遵守状況の調査及び報告の実施により、当企業グループ全体の法令遵守に基づくコミットメントの強化及び倫理的

行動の意識向上を目指す。

　また、情報セキュリティ委員会は情報システム部を事務局とし、情報資産の適正かつ円滑な管理・運営の実現のた

め情報セキュリティポリシーの策定、推進、管理及び監査を実施している。

　また、当社ではその他リスク管理規定に基づきかかる体制を整備することとしている。

(4) 会社とコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　平成19年度は８回の取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務

執行状況を監督している。
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(5) 役員報酬の内容

　平成18年４月１日から平成19年３月31日までに支払われたもの

区　分
支給人員

名
支払額

百万円

取締役

（内、社外取締役）

6

(4)

110

(43)

執行役 14 325

合　計 20 436

（注) １　支給額には以下のものが含まれている。

なお、下記はすべて社内取締役及び執行役に対するものである。

・役員賞与引当金による報酬額

執行役　11名（81百万円）

・ストックオプションによる報酬額

取締役　１名（２百万円）

執行役　10名（44百万円）

２　上記の他、当事業年度中に退任した執行役に対して支給した特別退職慰労金は次のとおりである。

執行役　１名（770百万円）

３　上記の他、使用人兼務執行役に対する使用人分の給与及び賞与の支給額は次のとおりである。

執行役　６名（84百万円）

４　事業年度末の人数は、取締役13名、執行役15名でうち２名は取締役と執行役を兼務している。

５　取締役と執行役の兼任者の報酬は、執行役の欄に総額を記入している。

(6) 監査報酬の内容

　当社及び国内子会社の、あずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務

に基づく報酬は84百万円であり、上記以外の報酬はない。なお、上記報酬には、その他の関係会社であるRHJインター

ナショナル SA/NVの上場維持のための国際財務報告基準による連結監査の報酬が含まれている。

　また、主要な子会社のうち、メタルダイン社、Asahi Tec Aluminium (Thailand) Co., Ltd.及びAsahi Tec Metals (Thaila

nd) Co., Ltd.は、当社の会計監査人と同じKPMGのメンバーファームの監査を受けている。

(7) 取締役の定数

　当社の取締役の定数は15名以内とする旨を定款において定めている。

(8) 取締役の選任の要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款において定めている。

(9) 責任限定契約の内容の概要

  当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる旨を定款において定めている。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規

定する額とする。
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(10) 株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

①取締役及び執行役の責任免除

  当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役及び執行役（取締役または執行役であった者を含む）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めている。

②剰余金の配当等の決定機関

　当社は、株主への機動的かつ安定的な利益還元を行うため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事

項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を

定款に定めている。

③中間配当

　当社は、株主への機動的かつ安定的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めている。

(11) 株主総会の特別決議要件 

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て決議を行う旨を定款に定めている。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づき作成している。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づき作成している。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人

により監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※3  8,803   6,529  

２　受取手形及び売掛金 ※3,9  42,298   36,395  

３　たな卸資産 ※3  22,009   21,176  

４　繰延税金資産 ※3  4,186   1,217  

５　その他 ※3  5,289   3,882  

貸倒引当金 　  △372   △213  

流動資産合計 　  82,215 27.0  68,987 28.4

Ⅱ　固定資産 　       

(1) 有形固定資産 　       

１　建物及び構築物 ※3  18,861   16,534  

２　機械装置及び運搬具 ※3  62,050   49,813  

３　工具器具備品 ※3  5,563   4,545  

４　土地 ※3,4  16,996   16,763  

５　建設仮勘定 ※3  4,352   4,903  

有形固定資産合計 ※1  107,824 35.4  92,560 38.1

(2) 無形固定資産 　       

１　ソフトウェア ※3  1,326   －  

２　のれん ※3  49,397   26,000  

３　特許権等 ※3  33,201   28,219  

４　顧客基盤等 ※3  25,992   21,766  

５　その他 ※3　  35   840  

無形固定資産合計 　  109,953 36.1  76,827 31.6

(3) 投資その他の資産 　       

１　投資有価証券 ※2,3  625   643  

２　繰延税金資産 　  422   344  

３　その他 ※2,3  3,583   3,480  

貸倒引当金 　  △348   △226  

投資その他の資産合計 　  4,283 1.4  4,242 1.8

固定資産合計 　  222,060 72.9  173,629 71.5

Ⅲ　繰延資産 　       

１　株式交付費 　  415 0.1  269 0.1

繰延資産合計 　  415 0.1  269 0.1

資産合計 　  304,691 100.0  242,886 100.0
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※9  43,421   38,104  

２　短期借入金 ※3,8  5,423   8,394  

３　未払法人税等 　  2,075   1,104  

４　賞与引当金 　  2,078   1,918  

５　工場閉鎖損失引当金 　  1,140   －  

６　売上損失引当金 　  1,312   －  

７　設備関係支払手形 ※9  642   310  

８　その他引当金 ※10  196   1,488  

９　その他 　  17,248   13,928  

流動負債合計 　  73,539 24.1  65,249 26.9

Ⅱ　固定負債 　       

１　社債 ※3　  47,977   40,644  

２　長期借入金 ※3,8  66,292   58,235  

３　繰延税金負債 　  13,400   10,288  

４　再評価に係る
繰延税金負債

※4  2,816   2,816  

５　退職給付引当金 　  18,621   12,742  

６　役員退職慰労引当金 　  151   －  

７　環境対策引当金 　  346   －  

８　その他引当金 ※11　  －   933  

９　負ののれん 　  45   34  

10　その他 　  5,418   4,249  

固定負債合計 　  155,070 50.9  129,944 53.5

負債合計 　  228,609 75.0  195,194 80.4
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(純資産の部) 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  34,384 11.3  34,384 14.2

２　資本剰余金 　  35,308 11.6  35,309 14.5

３　利益剰余金 　  △3,449 △1.1  △36,607 △15.1

４　自己株式 　  △17 △0.0  △20 △0.0

株主資本合計 　  66,226 21.8  33,067 13.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価
差額金

　  70 0.0  25 0.0

２　繰延ヘッジ損益 　  － －  △143 △0.1

３　土地再評価差額金 ※4  3,044 1.0  3,044 1.3

４　為替換算調整勘定 　  3,907 1.3  10,078 4.1

評価・換算差額等合計 　  7,022 2.3  13,005 5.3

Ⅲ　新株予約権 　  108 0.0  255 0.1

Ⅳ　少数株主持分 　  2,724 0.9  1,363 0.6

純資産合計 　  76,082 25.0  47,692 19.6

負債純資産合計 　  304,691 100.0  242,886 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  145,702 100.0  315,885 100.0

Ⅱ　売上原価 ※2  130,224 89.3  291,180 92.2

Ⅲ　売上損失引当金取崩額 　  △336 △0.2  △499 △0.2

売上総利益 　  15,814 10.9  25,203 8.0

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※1,2  12,538 8.6  21,863 6.9

営業利益 　  3,276 2.3  3,340 1.1

Ⅴ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 19   114   

２　受取配当金 　 6   4   

３　負ののれん償却額 　 11   11   

４　持分法による投資利益 　 90   206   

５　社内発生屑処分益 　 32   －   

６　輸出奨励金 　 178   206   

７　為替差益 　 134   －   

８　雑収入 　 56 529 0.3 113 656 0.2

Ⅵ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 3,605   11,856   

２　雑損失 　 362 3,967 2.7 742 12,598 4.0

経常損失 　  162 △0.1  8,602 △2.7

Ⅶ　特別利益 　       

１　退職給付引当金戻入額 ※3　 －   602   

２　賞与引当金戻入額 ※4　 －   320   

３　過年度訴訟負担額及び
補償費見積差額

　 －   137   

４　固定資産売却益 ※5　 35   165   

５　満期保険返戻金 　 －   146   

６　産業廃棄物処分場拡張
工事損害賠償金取崩益

　 127   －   

７　受取保険金 　 10   －   

８　その他 　 5 178 0.1 87 1,459 0.4

Ⅷ　特別損失 　       

１　過年度役員退職慰労
引当金繰入額

　 21   －   

２　固定資産処分損 ※6 370   1,315   

３　減損損失 ※7 23   21,637   

４　役員特別退職慰労金 　 －   770   

５　特別退職手当 　 －   675   

６　環境対策引当金繰入額 　 282   －   

７　その他 　 5 704 0.5 37 24,437 7.7

税金等調整前当期純損失 　  687 △0.5  31,579 △10.0

法人税、住民税
及び事業税

　 1,215   2,805   

法人税等調整額 　 △1,486 △270 △0.2 179 2,984 0.9

少数株主利益 　  248 0.2  254 0.1

当期純損失 　  665 △0.5  34,818 △11.0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,218 8,142 △3,392 △14 11,954

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 27,165 27,165   54,331

当期純利益   △665  △665

在外子会社退職給付債務変動額   601  601

自己株式の取得    △3 △3

土地再評価差額金の取崩   8  8

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

27,165 27,165 △56 △3 54,272

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 △3,449 △17 66,226

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 43 3,052 282 3,378 － 2,387 17,720

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       54,331

当期純利益       △665

在外子会社退職給付債務変動額       601

自己株式の取得       △3

土地再評価差額金の取崩       8

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

26 △8 3,625 3,644 108 336 4,089

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

26 △8 3,625 3,644 108 336 58,361

平成19年３月31日残高(百万円) 70 3,044 3,907 7,022 108 2,724 76,082

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 △3,449 △17 66,226

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 0 0   0

当期純利益   △34,818  △34,818

在外子会社退職給付債務変動額   1,660  1,660

自己株式の取得    △2 △2

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

0 0 △33,158 △2 △33,159

平成20年３月31日残高(百万円) 34,384 35,309 △36,607 △20 33,067

　

評価・換算差額等

新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 70 － 3,044 3,907 7,022 108 2,724 76,082
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評価・換算差額等

新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

連結会計年度中の変動額         

新株の発行        0

当期純利益        △34,818

在外子会社退職給付債務変動額        1,660

自己株式の取得        △2

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

△44 △143 － 6,171 5,983 146 △1,361 4,769

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△44 △143 － 6,171 5,983 146 △1,361 △28,390

平成20年３月31日残高(百万円) 25 △143 3,044 10,078 13,005 255 1,363 47,692
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純損失 　 △687 △31,579

減価償却費 　 8,469 20,678

減損損失 　 23 21,637

のれん償却額 　 633 2,523

負ののれん償却額 　 △11 △11

役員特別退職慰労金 　 － 770

特別退職手当 　 － 675

貸倒引当金の増減額(減少：△) 　 38 △234

退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 904 △3,262

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) 　 54 －

環境対策引当金の増減額(減少：△) 　 276 －

固定資産の除却・売却損益 　 334 1,150

売上損失引当金の増減額（減少：△） 　 △336 －

受取利息及び受取配当金 　 △25 △119

支払利息 　 3,605 11,856

為替差損益(差益：△) 　 △136 129

持分法による投資損益(利益：△) 　 △90 △206

売上債権の増減額(増加：△) 　 △5,177 3,193

たな卸資産の増減額(増加：△) 　 1,212 △737

仕入債務の増減額(減少：△) 　 △2,461 △3,531

その他 　 △543 2,883

小計 　 6,082 25,816

利息及び配当金の受取額 　 25 119

利息の支払額 　 △2,149 △11,583

法人税等の支払額 　 △857 △2,943

法人税等の還付額 　 － 92

役員特別退職慰労金支払額 　 － △725

特別退職手当支払額 　 － △1,003

アドバイザリー費用及び
リファイナンス費用支払額

　 △426 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 2,675 9,771
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の預入による支出 　 △122 △50

定期預金の払戻による収入 　 118 118

有形固定資産の取得による支出 　 △6,286 △13,420

有形固定資産の売却による収入 　 39 200

無形固定資産の取得による支出 　 △10 △13

新規連結子会社の取得による支出 　 △36,640 －

連結子会社株式の追加取得による支出 　 △44 △1,670

その他 　 △360 21

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △43,306 △14,815

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金純増減額 　 △827 3,907

長期借入れによる収入 　 24,988 16,768

長期借入金の返済による支出 　 △32,269 △17,168

社債買入消却による支出 　 △937 －

株式の発行による収入 　 53,883 0

セール・アンド・リースバックによる収入 　 550 478

ファイナンス・リース債務の返済による
支出

　 △621 △778

少数株主への配当金の支払額 　 △7 △7

少数株主の増資引受による払込額 　 42 46

その他 　 126 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 44,927 3,234

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 319 △397

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 4,615 △2,206

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 4,119 8,735

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 　 8,735 6,529
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　77社

主要な連結子会社名

「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載し

ているため省略している。

なお、Metaldyne Holdings LLC及びその子会社68社

は、平成19年１月11日付で新たに子会社となり、当

連結会計年度より連結の範囲に含め、連結修正項目

を修正して連結財務諸表を作成している。

また、当連結会計年度に新たに設立及び出資を行っ

たGuangzhou Asahi Dongling Research & 

Development Co., Ltd.を当連結会計年度から連結子

会社に含めている。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　76社

主要な連結子会社名

「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載し

ているため省略している。

なお、前連結会計年度において連結子会社であった

Metaldyne Holdings LLCの子会社であるMTSPC, Inc.

及びMetaldyne Accura Tool & Mold, Inc.は清算した

ため、連結の範囲から除いている。

また、当連結会計年度に新たに設立及び出資を行っ

た旭テック環境ソリューション㈱を当連結会計年

度から連結子会社に含めている。

(2) 主要な非連結子会社名

―――――――――――

(2) 主要な非連結子会社名

―――――――――――

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　３社

主要な会社名

Shippo Asahi Moulds (Thailand) Co., Ltd.

Dicastal Asahi Aluminium Co., Ltd.

Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd.

Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd.は、平成

19年３月27日に出資し、当連結会計年度より持分法

の適用範囲に含めている。Asahi Somboon 

Shippo Moulds Co., Ltd.は、当連結会計年度において

Shippo Asahi Moulds (Thailand) Co., 

Ltd. に社名を変更した。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　３社

主要な会社名

Shippo Asahi Moulds (Thailand) Co., Ltd.

Dicastal Asahi Aluminium Co., Ltd.

Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd.

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称

―――――――――――

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称

―――――――――――

(3) 持分法適用会社は決算日が連結決算日と異なるた

め、事業年度に係る財務諸表を使用している。

(3) 同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結決算日と異なる決算日の会社について、その決算

日と会社は次のとおりである。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結決算日と異なる決算日の会社について、その決算

日と会社は次のとおりである。

(1) ３月31日の直近の日曜日

Metaldyne Corporation及びその子会社のうち２社

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っている。

(1) ３月31日の直近の日曜日

Metaldyne Corporation及びその子会社のうち32社

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っている。

なお、Metaldyne Corporationの子会社のうち14社に

ついては決算日は３月31日であるが、３月31日の直

近の日曜日現在の財務諸表をMetaldyne 

Corporationに報告している。連結財務諸表の作成に

あたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引については連結上

必要な調整を行っている。

(2) 12月31日

Metaldyne Corporationの子会社のうち24社

連結財務諸表の作成にあたり、３月31日の直近の日

曜日にて仮決算を行っている。

Guangzhou Asahi Dongling Research & 

Development Co., Ltd.

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っている。

(2) 12月31日

Metaldyne Corporationの子会社のうち19社

連結財務諸表の作成にあたり、３月31日の直近の日

曜日にて仮決算を行っている。

Guangzhou Asahi Dongling Research & 

Development Co., Ltd.

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っている。

(3) 12月31日の直近の日曜日

Metaldyne Corporationの子会社のうち31社

連結財務諸表の作成にあたり、３月31日の直近の日

曜日にて仮決算を行っている。

 

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定している。)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②たな卸資産

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は主

として総平均法による原価法、在外連結子会社は

主として先入先出法による低価法

②たな卸資産

同左

③デリバティブ

時価法

③デリバティブ

同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物(建物附属設備を除く)

定額法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物(建物附属設備を除く)

同左

工具器具備品に含まれる金型

連結財務諸表提出会社、テクノメタル㈱及び在外

連結子会社は定額法、その他の国内連結子会社は

定率法を採用している。

工具器具備品に含まれる金型

同左

その他の有形固定資産

連結財務諸表提出会社及びテクノメタル㈱を除

く国内連結子会社は定率法、テクノメタル㈱及び

在外連結子会社は定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物　　　10～60年

機械装置及び運搬具　４～15年

工具器具備品　　　　２～７年

その他の有形固定資産

連結財務諸表提出会社及びテクノメタル㈱を除

く国内連結子会社は定率法、テクノメタル㈱及び

在外連結子会社は定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物　　　10～60年

機械装置及び運搬具　４～15年

工具器具備品　　　　２～７年

　

　

　

　

　

　

 (会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する法令 平成19

年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更している。当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微である。

なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載している。

(追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上している。

この変更に伴い、従来と同一の方法を採用した場

合と比べ、営業利益は522百万円減少し、経常損失

及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ522百万

円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載している。
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

②無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについて社内における

利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採

用している。

②無形固定資産

ソフトウェア

同左

特許権等

利用可能期間（主として20年）に基づく定額法

特許権等

同左

顧客基盤等

利用可能期間（主として15年）に基づく定額法

顧客基盤等

同左

その他の無形固定資産

定額法

その他の無形固定資産

同左

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費

月数を基準とした３年間の定額法により償却し

ている。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費

月数を基準とした３年間の定額法により償却し

ている。

（株式交付費の会計処理方法の変更）

当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　実務

対応報告第19号　平成18年８月11日）を適用して

いる。これにより、従来は株式交付費を支出時の

費用として処理していたが、当連結会計年度より

企業規模の拡大のために行う資金調達などの財

務活動に係る株式交付費については繰延資産に

計上することとした。この変更は、当連結会計年

度においてメタルダイン社の買収による完全子

会社化と同社の既存借入金の返済のため多額の

資金調達を行い、これに伴う株式交付費が多額で

あることからその支出の効果の及ぶ期間にわ

たって費用配分するものである。この変更によ

り、従来と同一の基準によった場合に比べ、営業

外費用として計上していた株式交付費は415百万

円減少し、経常損失及び税金等調整前当期純損失

は、それぞれ同額少なく計上されている。
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、連結

財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。また、在外連結子会社

は主として特定の債権について回収不能見込額を

計上している。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に

より計上している。

②賞与引当金

同左

③売上損失引当金

連結財務諸表提出会社及び在外連結子会社は、継続

受注品のうち、車種別に売上損益を計算した結果、

損失となる製品売上について、その売上損失の発生

に備えるため、当連結会計年度末後１年間を対象

に、外部調査会社の車種別生産予測データ等を用い

て見積もった当該車種別の生産台数に、当連結会計

年度末時点の車種別・台当たり売上損失を乗じた

見込額を計上している。なお、受注環境の変化を踏

まえて、当連結会計年度より見積対象期間を１年間

から６ヶ月間に変更した。

また、一部在外連結子会社は事業再評価に伴い、継

続受注品について将来発生する可能性がある売上

損失見込額を計上している。

③ ―――――――――――

　

　

④工場閉鎖損失引当金

一部在外連結子会社は、工場閉鎖に伴う損失に備え

るため、当該損失見込額を計上している。

④ ―――――――――――
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

⑤退職給付引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

している。

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10～15年）による定額法により按分した

額をそれぞれ翌連結会計年度から費用処理してい

る。

なお、在外連結子会社のうちメタルダイン社は主と

して期首の数理計算上の差異の未認識額が、退職給

付債務と年金資産のうちいずれか大きい額の10％

を超過する場合に、従業員の平均残存勤務期間等に

基づく一定年数の定額法で費用処理することとし

ている。さらに、米国の一部連結子会社においては、

年金以外の退職後給付費用についてその総額を見

積り、従業員の役務提供期間等を基礎として配分し

ている。なお、米国の一部連結子会社においては、費

用処理されていない数理計算上の差異等の未認識

額を貸借対照表で計上することとしている。

⑤退職給付引当金

同左

　

　

⑥役員退職慰労引当金

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社におい

ては役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規

に基づく期末要支給額の100％を計上している。

また、在外連結子会社は役員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。

⑥ ―――――――――――

　

　

⑦環境対策引当金

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社におい

てはポリ塩化ビフェニル（PCB）の処分等に係る

支出に備えるため、処理費用の見積額を計上してい

る。なお、一部在外連結子会社は、当該国の環境関連

法令及び規制遵守のために発生する環境改善費用

の支出に備えるため、処理費用の見積額を計上して

いる。

⑦ ―――――――――――

　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は損益として処理してい

る。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めて計上している。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(6) 重要なリース取引の処理方法

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社はリー

ス物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理している。

在外連結子会社については所在地の会計基準によ

り、一定の要件を満たしたものについて資産計上し

ている。

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

(7)　　　　　 ―――――――――――

　

　

(7) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は次のとおりである。

ヘッジ手段…………為替予約

ヘッジ対象…………外貨建予定取引

③ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規定及び取引に関

する限度額を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象

に係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジしている。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、取引時に重要な条件の同

一性を確認しているため、有効性の評価を省略して

いる。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

税抜方式

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

同左

②売上高の計上基準

連結財務諸表提出会社は、完成工事高の計上に関し

て、長期請負工事（請負金額１億円以上かつ工期１

年以上）については、工事進行基準によっている。

なお、当連結会計年度における工事進行基準による

完成工事高は1,858百万円である。

②売上高の計上基準

連結財務諸表提出会社は、完成工事高の計上に関し

て、長期請負工事（請負金額１億円以上かつ工期１

年以上）については、工事進行基準によっている。

なお、当連結会計年度における工事進行基準による

完成工事高は1,624百万円である。

③投資その他の資産の処理方法

その他の資産

在外連結子会社は所在地の会計基準に従い、借入費

用については借入期間に基づき、月数を基準とした

定額法により償却している。

③投資その他の資産の処理方法

その他の資産

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用している。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却については、発生原因に

応じ20年以内の一定の年数の定額法により償却を行

う。

ただし、金額が僅少な場合は発生年度にその全額を償

却している。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会　企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用している。従来の資本の部の合計に相当する金

額は73,249百万円である。なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の連結財務諸表規則により作成して

いる。

―――――――――――

　

（企業結合に係る会計基準）

当連結会計年度から、「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第７号

　平成17年12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会　企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月

22日）を適用している。

―――――――――――

　

（ストック・オプション等に関する会計基準）

当連結会計年度から、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第８号　

平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会

計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適用してい

る。これによる営業利益、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響は108百万円である。なお、セグメント

情報に与える影響は当該箇所に記載している。

―――――――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結貸借対照表関係）

１　前連結会計年度末において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当連結会計年度より「のれ

ん」又は「負ののれん」として表示している。

２　当連結会計年度から前連結会計年度まで流動負債に区

分掲記していた製品補償引当金及び完成工事補償引

当金を「その他引当金」として集約して記載してい

る。

（連結貸借対照表関係）

１　前連結会計年度まで区分掲記していた「ソフトウェ

ア」（当連結会計年度は816百万円）は、金額的重要

性が乏しいため、無形固定資産の「その他」に含めて

表示することにした。

２　前連結会計年度まで区分掲記していた「工場閉鎖損失

引当金」（当連結会計年度は451百万円）及び「売上

損失引当金」（同559百万円）は、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の「その他引当金」に含めて表示

することにした。

３　前連結会計年度まで区分掲記していた「役員退職慰労

引当金」（当連結会計年度は227百万円）及び「環境

対策引当金」（同384百万円）は、金額的重要性が乏

しいため、固定負債の「その他引当金」に含めて表示

することにした。

―――――――――――

　

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度まで区分掲記していた「社内発生屑処分

益」（当連結会計年度は45百万円）は、金額的重要性が乏

しいため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示すること

にした。

―――――――――――

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度まで区分掲記していた「役員退職慰労引

当金の増減額」（当連結会計年度は76百万円）、「環境対

策引当金の増減額」（同52百万円）及び「売上損失引当

金の増減額」（同△359百万円）は、金額的重要性が乏し

いため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示することにした。

追加情報

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（スプレッド方式による新株発行）

平成19年３月５日付欧州を中心とする海外市場（ただし、

米国を除く。）における募集による当社普通株式の発行

は、引受会社が引受価額で買取引受を行い、これを引受価

額と異なる発行価格で一般投資家に販売するスプレッド

方式によっている。これにより、発行価格と引受価額との

差額353百万円が事実上の引受手数料となっている。

―――――――――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 88,182百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 99,221百万円

※２　非連結子会社及び関連会社の株式 389百万円

関連会社に対する出資金 484百万円

※２　非連結子会社及び関連会社の株式 482百万円

関連会社に対する出資金 667百万円

※３　担保資産及び担保付債務

借入金71,273百万円（一年以内に返済予定の長期借

入金1,813百万円、長期借入金66,292百万円、短期借

入金3,167百万円）及び社債47,977百万円の担保に

供しているものは、次のとおりである。

※３　担保資産及び担保付債務

借入金63,594百万円（一年以内に返済予定の長期借

入金1,403百万円、長期借入金58,235百万円、短期借

入金3,955百万円）及び社債40,644百万円の担保に

供しているものは、次のとおりである。

現金及び預金 4,223百万円

受取手形及び売掛金 21,114百万円

たな卸資産 15,392百万円

繰延税金資産 2,622百万円

短期貸付金 15百万円

未収入金 354百万円

前払費用及びその他資産 2,262百万円

建物及び構築物 14,401百万円

機械装置及び運搬具 44,913百万円

工具器具備品 2,859百万円

土地 14,228百万円

建設仮勘定 2,199百万円

のれん 21,809百万円

特許権等及び顧客基盤等 30,535百万円

投資有価証券 604百万円

長期貸付金 13百万円

計 177,549百万円

現金及び預金 3,024百万円

受取手形及び売掛金 17,778百万円

たな卸資産 14,880百万円

繰延税金資産 907百万円

短期貸付金 9百万円

未収入金 185百万円
前払費用及び
その他の流動資産

830百万円

建物及び構築物 12,313百万円

機械装置及び運搬具 30,967百万円

工具器具備品 2,120百万円

土地 13,977百万円

建設仮勘定 1,992百万円

ソフトウェア 345百万円

のれん 10,596百万円

特許権等及び顧客基盤等 22,710百万円

その他の無形固定資産 12百万円

投資有価証券 619百万円

長期前払費用 967百万円

長期貸付金 12百万円

その他の投資 1,077百万円

計 135,329百万円

上記担保資産の内、工場財団抵当に供している資産

は次のとおりである。

上記担保資産の内、工場財団抵当に供している資産

は次のとおりである。

建物及び構築物 3,202百万円

機械装置及び運搬具 3,924百万円

土地 3,463百万円

計 10,589百万円

建物及び構築物 3,167百万円

機械装置及び運搬具 3,821百万円

土地 3,463百万円

計 10,452百万円

なお、上記担保付債務の内、工場財団抵当に対応す

る債務は借入金22,212百万円（一年以内に返済予定

の長期借入金1,300百万円、長期借入金17,745百万

円、短期借入金3,167百万円）である。

なお、上記担保付債務の内、工場財団抵当に対応す

る債務は借入金22,045百万円（一年以内に返済予定

の長期借入金1,300百万円、長期借入金16,789百万

円、短期借入金3,955百万円）である。
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※４　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法

律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上している。

再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３

号に定める固定資産税評価額に基づき、合理的な調

整を行い算出している。

再評価を行った年月日……平成14年３月31日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

の当連結会計年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差

額

1,832百万円

※４　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法

律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上している。

再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３

号に定める固定資産税評価額に基づき、合理的な調

整を行い算出している。

再評価を行った年月日……平成14年３月31日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

の当連結会計年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差

額

1,923百万円

　５　テクノメタル㈱株式の追加購入

連結財務諸表提出会社は、ビジネス領域の拡大及び

業務効率の向上を目的として、平成18年２月28日に

三菱ふそうトラック・バス㈱との間で、その100％

子会社である三菱ふそうテクノメタル㈱（現　テク

ノメタル㈱）の株式の取得に関する契約を締結し、

128千株（66%）を2,969百万円で取得した。この契

約には、契約締結後18ヶ月経過した日から契約締結

後36ヶ月の間に三菱ふそうトラック・バス㈱が所

有するテクノメタル㈱の残りの持分を連結財務諸

表提出会社が一定の価格（現金もしくは株式交

換）で追加取得するという株式買取条項が含まれ

ている。なお、平成19年２月27日に三菱ふそうト

ラック・バス㈱より、平成19年８月29日付でテクノ

メタル㈱の残り持分を売却する旨の通知を受領し

ている。この追加取得の対価として1,670百万円を予

定している。

　５　テクノメタル㈱株式の追加購入

連結財務諸表提出会社は、ビジネス領域の拡大及び

業務効率の向上を目的として、平成18年２月28日に

三菱ふそうトラック・バス㈱との間で、その100％

子会社である三菱ふそうテクノメタル㈱（現　テク

ノメタル㈱）の株式の取得に関する契約を締結し、

128千株（66％）を取得した。この契約には、締結後

の18ヶ月目から36ヶ月目の間に三菱ふそうトラッ

ク・バス㈱が所有するテクノメタル㈱の残りの持

分を連結財務諸表提出会社が一定の価格（現金も

しくは株式交換）で追加取得するという内容の株

式買取条項が含まれていた。

連結財務諸表提出会社は、平成19年８月29日に本株

式買取条項に基づき、三菱ふそうトラック・バス㈱

より、テクノメタル㈱の残りの株式66千株を1,670百

万円で取得した。

　６　㈱バンテックからの訴訟事件

平成17年12月26日付で連結財務諸表提出会社の物

流業務の委託先であった㈱バンテックから295百万

円の物流業務委託代金請求訴訟の提起を受けた。こ

れに対して、連結財務諸表提出会社は548百万円の

反訴を提起した。連結財務諸表提出会社は、裁判に

おいて連結財務諸表提出会社の正当性を主張し

争っていく方針である。

　６　㈱バンテックからの訴訟事件

平成17年12月26日付で連結財務諸表提出会社の物

流業務の委託先であった㈱バンテックから295百万

円の物流業務委託代金請求訴訟の提起を受けた。こ

れに対して、連結財務諸表提出会社は548百万円の

反訴を提起した。本訴訟については、和解が成立し、

平成19年９月27日に連結財務諸表提出会社が㈱バ

ンテックに和解金22百万円を支払い、両者ともに訴

訟を取り下げた。
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　７　当座借越契約及びコミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。

　７　当座借越契約及びコミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。

当座借越極度額 84,918百万円

借入実行残高 52,063百万円

差引額 32,855百万円

当座借越極度額 68,361百万円

借入実行残高 45,877百万円

差引額 22,483百万円

※８　財務制限

(1)当連結会計年度末の当企業グループの借入金の内、

㈱あおぞら銀行・㈱三井住友銀行・㈱東京スター

銀行及び㈱みずほコーポレート銀行によるシニア

ローン、㈱あおぞら銀行による劣後ローンには連結

キャッシュ・フローや連結利益水準などの財務制

限条項が付されている。所定の水準を達成できな

かった場合は誓約違反となり、㈱あおぞら銀行の通

知又は催告により、当企業グループは本契約上の期

限の利益を失い、直ちに債務の弁済をなさねばなら

ない。

なお、各財務制限条項は、平成19年１月11日に買収

し、完全子会社となったメタルダイン社を含まない

連結決算数値に基づいて検証されることとなって

いる。

※８　財務制限

(1)当連結会計年度末の当企業グループの借入金の内、

㈱あおぞら銀行・㈱三井住友銀行・㈱東京スター

銀行及び㈱みずほコーポレート銀行によるシニア

ローン、㈱あおぞら銀行による劣後ローンには連結

キャッシュ・フローや連結利益水準などの財務制

限条項が付されている。所定の水準を達成できな

かった場合は誓約違反となり、㈱あおぞら銀行の通

知又は催告により、当企業グループは本契約上の期

限の利益を失い、直ちに債務の弁済をなさねばなら

ない。

なお、各財務制限条項はメタルダイン社を含まない

連結決算数値に基づいて検証されることとなって

いる。

1.ファイナンシャルコベナンツ等計算書に定める指標

が下記に述べる所定の水準を達成できなかった場

合は契約違反となる。

1.ファイナンシャルコベナンツ等計算書に定める指標

が下記に述べる所定の水準を達成できなかった場

合は契約違反となる。

Interest 
Coverage Ratio

＊1

Debt Service 
Coverage
Ratio ＊2

レバレッジ
比率
＊3

平成18年３月期から平成19年12月期まで

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降

6.0以上 1.0以上 2.0以下

Interest 
Coverage Ratio

＊1

Debt Service 
Coverage
Ratio ＊2

レバレッジ
比率
＊3

平成18年３月期から平成19年12月期まで

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降

6.0以上 1.0以上 2.0以下

*1　年間EBITDAに対する年間金融費用(エージェント・フィーを含

む)の割合

*2　年間フリーキャッシュフローに対する年間元利金支払総額の割

合

*3　修正融資残高に対する年間EBITDAの割合

*1　年間EBITDAに対する年間金融費用(エージェント・フィーを含

む)の割合

*2　年間フリーキャッシュフローに対する年間元利金支払総額の割

合

*3　修正融資残高に対する年間EBITDAの割合

2.個別融資実行日が属する月より、コミットメントに

係る借入の各個別融資の合計残高を毎月計測し、か

かる合計残高は、借入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。

2.個別融資実行日が属する月より、コミットメントに

係る借入の各個別融資の合計残高を毎月計測し、か

かる合計残高は、借入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。

3.借入人の配当・役員賞与の支払は、その支払後上記

に述べた財務制限条項に抵触しないことを条件と

する。

3.借入人の配当・役員賞与の支払は、その支払後上記

に述べた財務制限条項に抵触しないことを条件と

する。

4.年間設備投資額の制限

平成19年３月期以降の借入人の年間設備投資（設

備投資に係るリースを含む。ただし、金型又は治具

に対する投資は除く）上限額は次のとおりとする。

ただし、各期の未消化部分については、翌期に限り

繰越可能とする。

4.年間設備投資額の制限

平成20年３月期以降の借入人の年間設備投資（設

備投資に係るリースを含む。ただし、金型又は治具

に対する投資は除く）上限額は次のとおりとする。

ただし、各期の未消化部分については、翌期に限り

繰越可能とする。
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

平成19年３月期及び平成20年３月期：

4,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%

平成21年３月期以降：

3,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%
＊余剰キャッシュフローは、フリーキャッシュフローから約定返

済額、支払利息額、エージェントフィー及びコミットメント

フィーを控除した金額

平成20年３月期：

4,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%

平成21年３月期以降：

3,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%
＊余剰キャッシュフローは、フリーキャッシュフローから約定返

済額、支払利息額、エージェントフィー及びコミットメント

フィーを控除した金額

(2)連結子会社であるMetaldyne Company LLC及び

Metaldyne Intermediate Holdco. Inc.の借入金には下記

の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し

た場合は、契約上のすべての債務について期限の利

益を喪失する可能性がある。

(2)連結子会社であるMetaldyne Company LLC及び

Metaldyne Intermediate Holdco. Inc.の借入金には下記

の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し

た場合は、契約上のすべての債務について期限の利

益を喪失する可能性がある。

1.JPモルガンチェース銀行からのタームローンファシ

リティ及びシンセティックファシリティについて

は、ファイナンシャルコベナンツ等計算書に定める

指標が下記に述べる所定の水準を達成できなかっ

た場合は契約違反となる。

1.JPモルガンチェース銀行からのタームローンファシ

リティ及びシンセティックファシリティについて

は、ファイナンシャルコベナンツ等計算書に定める

指標が下記に述べる所定の水準を達成できなかっ

た場合は契約違反となる。

Interest Coverage
Ratio レバレッジ比率

平成19年６月期から平成19年９月期まで

1.75以上 5.50以下

平成19年12月期から平成20年３月期まで

1.75以上 5.25以下

平成20年６月期

1.75以上 5.00以下

平成20年９月期

2.00以上 5.00以下

平成20年12月期から平成21年３月期

2.00以上 4.75以下

平成21年６月期

2.00以上 4.50以下

平成21年９月期

2.25以上 4.50以下

平成21年12月期から平成22年６月期

2.25以上 4.25以下

平成22年９月期から平成23年３月期

2.35以上 4.00以下

平成23年６月期

2.35以上 3.75以下

平成23年９月期

2.65以上 3.75以下

平成23年12月期から平成24年６月期

2.65以上 3.50以下

平成24年９月期

2.75以上 3.25以下

平成24年12月期以降

2.75以上 3.00以下

Interest Coverage
Ratio レバレッジ比率

平成19年６月期から平成19年９月期まで

1.75以上 5.50以下

平成19年12月期から平成20年３月期まで

1.75以上 5.25以下

平成20年６月期

1.75以上 5.00以下

平成20年９月期

2.00以上 5.00以下

平成20年12月期から平成21年３月期

2.00以上 4.75以下

平成21年６月期

2.00以上 4.50以下

平成21年９月期

2.25以上 4.50以下

平成21年12月期から平成22年６月期

2.25以上 4.25以下

平成22年９月期から平成23年３月期

2.35以上 4.00以下

平成23年６月期

2.35以上 3.75以下

平成23年９月期

2.65以上 3.75以下

平成23年12月期から平成24年６月期

2.65以上 3.50以下

平成24年９月期

2.75以上 3.25以下

平成24年12月期以降

2.75以上 3.00以下
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

上記に加え、ドイツ銀行からのリボルディングファ

シリティについては、平成19年９月期以降に使用可

能枠が40百万ドル以下になった場合は、Minimum

fixed charge coverage ratioを遵守せねばならないと定

められている。

上記に加え、ドイツ銀行からのリボルディングファ

シリティについては、使用可能枠が40百万ドル以下

になった場合は、Minimum fixed charge coverage ratio

を遵守せねばならないと定められている。

2.上記の財務制限条項に加え、下記事項に対しても制

限条項が付されている。

借入行為、担保設定、合併、清算及び解散、資産の売

却、配当、設備投資、関連会社取引、セール・アンド

・リースバック契約、決算日の変更、売買目的のた

めのヘッジ行為、ビジネスラインの変更、増資に係

る取引契約及び関連書類の修正等。

2.上記の財務制限条項に加え、下記事項に対しても制

限条項が付されている。

借入行為、担保設定、合併、清算及び解散、資産の売

却、配当、設備投資、関連会社取引、セール・アンド

・リースバック契約、決算日の変更、売買目的のた

めのヘッジ行為、ビジネスラインの変更、増資に係

る取引契約及び関連書類の修正等。

※９　期末日満期手形の処理

当連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理をしている。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が当連結会計年度末残高

に含まれている。

―――――――――――

受取手形 189百万円

支払手形 738百万円

設備支払手形 58百万円

 

※10　その他引当金の内訳 ※10　その他引当金の内訳

役員賞与引当金 71百万円

製品補償引当金 80百万円

完成工事補償引当金 43百万円

合計 196百万円

工場閉鎖損失引当金 451百万円

売上損失引当金 559百万円

退職給付引当金 286百万円

役員賞与引当金 99百万円

完成工事補償引当金 47百万円

製品補償引当金 38百万円

環境対策引当金 6百万円

合計 1,488百万円

――――――――――― ※11　その他引当金の内訳
 役員退職給付引当金 227百万円

環境対策引当金 384百万円

売上損失引当金 216百万円

製品補償引当金 51百万円

訴訟引当金 46百万円

工場閉鎖損失引当金 7百万円

合計 933百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額 ※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額

荷造費、運賃 2,596百万円

給料賃金、賞与手当 2,543百万円

賞与引当金繰入額 253百万円

退職給付費用 221百万円

役員退職慰労引当金繰入額 94百万円

貸倒引当金繰入額 16百万円

荷造費、運賃 2,685百万円

給料賃金、賞与手当 6,256百万円

賞与引当金繰入額 310百万円

退職給付費用 806百万円

役員退職慰労引当金繰入額 76百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

のれんの償却額 2,521百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究 ※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究

開発費 998百万円 開発費 3,390百万円

――――――――――― ※３　退職給付引当金戻入額の内容

　 メタルダイン社の従業員への退職後保険給付制度

の変更にかかる債務の取崩によるものである。

――――――――――― ※４　賞与引当金戻入額の内容

　 メタルダイン社の業績見直しに伴う従業員賞与引

当金の取崩によるものである。

※５　固定資産売却益の内容 ※５　固定資産売却益の内容

機械装置売却益 21百万円

土地売却益 7百万円

その他 7百万円

計 35百万円

機械装置及び運搬具売却益 165百万円

その他 0百万円

計 165百万円

※６　固定資産処分損の内容 ※６　固定資産処分損の内容

建物及び構築物除却損 20百万円

機械装置及び運搬具除却損 77百万円

工具器具備品除却損 134百万円

その他除却損 35百万円

その他売却損 3百万円

固定資産撤去費用 98百万円

計 370百万円

建物及び構築物除却損 22百万円

機械装置及び運搬具除却損 64百万円

工具器具備品除却損 182百万円

その他除却損 6百万円

機械装置及び運搬具売却損 896百万円

その他売却損 65百万円

固定資産撤去費用 77百万円

計 1,315百万円
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※７　減損損失

当企業グループは、当連結会計年度において、以下

の資産について減損損失を計上している。当企業グ

ループは、管理会計上の事業ごと、又は物件ごとに

資産のグルーピングを行っている。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

遊休資産

土地
静岡県
菊川市

8

土地、
機械装置
及び運搬具、
工具器具備品

福島県
二本松市

14

機械装置
及び運搬具

埼玉県
北本市

0

  計 23

上記遊休資産については、将来の用途が定まってい

ないため、減損損失を特別損失に計上した。

減損損失の内訳は、機械装置及び運搬具９百万円、

工具器具備品０百万円、土地13百万円である。

なお、上記資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、正味売却価額は、不動

産鑑定評価額や売却予定価額等から処分費用見込

額を差し引いて算定している。

※７　減損損失

当企業グループは、当連結会計年度において、以下

の資産について減損損失を計上している。当企業グ

ループは、管理会計上の事業ごと、または物件ごと

に資産のグルーピングを行っている。のれんについ

ては、管理会計上の事業区分を基準に、独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小単位によって

資産のグルーピングを行っている。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

遊休資産

機械装置
及び運搬具、
建設仮勘定

静岡県
菊川市　他

62

機械装置
及び運搬具、
工具器具備品

タイ国
チョンブリ県

98

建物
及び構築物

アメリカ合衆国
ミシガン州
ファーミントン
ヒルズ市

157

機械装置
及び運搬具

大韓民国
京畿道平澤市

50

機械装置
及び運搬具、
建物
及び構築物

アメリカ合衆国
ペンシルバニア州
リッジウェイ市　

他

226

その他 のれん  － 21,041

計 21,637

遊休資産については、将来の用途が定まっていない

ため、減損損失を特別損失に計上した。なお、遊休資

産の回収可能価額については、正味売却価額により

測定しており、正味売却価額は、不動産鑑定評価額

や売却予定価額等から処分費用見込額を差し引い

て算定している。

のれんについては、サブプライムローン問題の悪

化、ドル安、原油高に伴う、北米自動車市場の不振に

より、連結子会社メタルダイン社買収時に想定して

いた事業計画に比べて経営環境が著しく悪化し、の

れんの回収可能額が簿価を下回ったため、減損損失

を計上した。なお、のれんの回収可能価額について

は、割引キャッシュ・フロー（DCF）方式にて算定

している。

減損損失の内訳は、建物及び構築物187百万円、機械

装置及び運搬具394百万円、工具器具備品１百万円、

建設仮勘定13百万円、のれん21,041百万円である。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 60,277 199,623 － 259,901

Ａ種優先株式 28,572 － － 28,572

Ｂ種優先株式 10,526 － － 10,526

Ｃ種優先株式 － 179 － 179

合計 99,376 199,802 － 299,179

（変動事由の概要）

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりである。

第三者割当による新株の発行による増加　　　166,581千株

公募増資による増加　　　　　　　　　　　　 33,000千株

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　　42千株

Ｃ種優先株式の増加数の主な内訳は、次のとおりである。

第三者割当による新株の発行による増加　　　179千株

（注）Ｃ種優先株式（一定の場合に償還義務のある株式）の予想キャッシュ・フローに基づく利息相当額は200百万

円、負債相当額は9,683百万円（うち、一年以内－百万円）である。各期への配分は利息法によっている。

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 82 316 － 399

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

RHJインターナショナル SA/NVからの無償譲受による増加　　　304千株

単元未満株式の買取による増加　　　11千株

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（千株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストックオプション

としての新株予約権
－ － － － － 108

合計 － － － － 108

４　配当に関する事項

該当事項なし。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 259,901 6 － 259,907

Ａ種優先株式 28,572 － － 28,572

Ｂ種優先株式 10,526 － － 10,526

Ｃ種優先株式 179 － － 179

合計 299,179 6 － 299,185

（変動事由の概要）

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりである。

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　　6千株

（注）Ｃ種優先株式（一定の場合に償還義務のある株式）の予想キャッシュ・フローに基づく利息相当額は843百万

円、負債相当額は10,526百万円（うち、一年以内－百万円）である。各期への配分は利息法によっている。

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 399 15 － 415

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取による増加　　　　15千株

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（千株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストックオプション

としての新株予約権
－ － － － － 255

合計 － － － － 255

４　配当に関する事項

該当事項なし。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,803百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △68百万円

現金及び現金同等物 8,735百万円

現金及び預金 6,529百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物 6,529百万円

２　重要な非資金取引の内容 ２　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係わる

資産及び債務の額
712百万円

ファイナンス・リース取引に係わる

資産及び債務の額
 39百万円

３　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳 ―――――――――――

流動資産 44,955百万円

固定資産 129,013百万円

のれん 49,888百万円

流動負債 △45,364百万円

固定負債 △132,996百万円

少数株主持分 △87百万円

メタルダイン社の取得価額 45,410百万円

メタルダイン社の

現金及び現金同等物
8,769百万円

差引　メタルダイン社

取得のための支出
36,640百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 有形固定資産
無形
固定資産

合計
(百万円)

　

機械装置
及び
運搬具

(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

ソフト
ウェア

(百万円)

取得価額
相当額

423 840 84 1,348

減価償却
累計額
相当額

163 415 47 626

期末残高
相当額

259 425 37 721

　 有形固定資産
無形
固定資産

合計
(百万円)

　

機械装置
及び
運搬具

(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

ソフト
ウェア

(百万円)

取得価額
相当額

801 639 69 1,510

減価償却
累計額
相当額

223 371 47 642

期末残高
相当額

578 267 21 867

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

(注)　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 253百万円

１年超 468百万円

合計 721百万円

１年以内 245百万円

１年超 622百万円

合計 867百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

(注)　同左

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 247百万円

減価償却費相当額 247百万円

支払リース料 254百万円

減価償却費相当額 254百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引

（貸主側） （貸主側）

未経過リース料 未経過リース料

１年以内 162百万円

１年超 1,228百万円

合計 1,391百万円

１年以内 141百万円

１年超 1,128百万円

合計 1,269百万円

（借主側） （借主側）

未経過リース料 未経過リース料

１年以内 5,092百万円

１年超 25,039百万円

合計 30,132百万円

１年以内 4,420百万円

１年超 18,567百万円

合計 22,987百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はない。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　売買目的有価証券（平成19年３月31日）

該当事項なし。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

該当事項なし。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 76 196 119

小計 76 196 119

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

株式 － － －

小計 － － －

合計 76 196 119

　（注）　その他有価証券で時価のある株式の減損にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価を50％以上下

落したもの及び当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち

時価の回復可能性があると判断されるものを除き減損処理を行っている。

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項なし。

５　時価評価されていない主な有価証券の内容（平成19年３月31日）

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 39

６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

（平成19年３月31日）

該当事項なし。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　売買目的有価証券（平成20年３月31日）

該当事項なし。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

該当事項なし。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 76 120 43

小計 76 120 43

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

株式 － － －

小計 － － －

合計 76 120 43

　（注）　その他有価証券で時価のある株式の減損にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価を50％以上下

落したもの及び当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち

時価の回復可能性があると判断されるものを除き減損処理を行っている。

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項なし。

５　時価評価されていない主な有価証券の内容（平成20年３月31日）

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 39

６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

（平成20年３月31日）

該当事項なし。
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

①　取引の内容及び利用目的等

当企業グループが利用しているデリバティブ取引は

為替予約取引及び通貨金利スワップ取引である。当企

業グループは、為替変動リスクや、金利市場における

利率上昇による変動リスクを回避する目的で為替予

約取引及び通貨金利スワップ関連のデリバティブ取

引を利用している。

①　取引の内容及び利用目的等

当企業グループが利用しているデリバティブ取引は

為替予約取引である。当企業グループは、為替変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引を利用している。

②　取引に対する取組方針

当企業グループは、将来の為替及び金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機目的のデリバティ

ブ取引は行わない方針である。

②　取引に対する取組方針

当企業グループは、将来の為替の変動によるリスク回

避を目的としており、投機目的のデリバティブ取引は

行わない方針である。

③　取引に係るリスクの内容

当企業グループが利用している為替予約取引及び通

貨スワップ取引の為替変動リスク、金利スワップ取引

の市場金利変動リスクはほとんどないと認識してい

る。

③　取引に係るリスクの内容

当企業グループが利用している為替予約取引の為替

変動リスクはほとんどないと認識している。

④　取引に係るリスクの管理体制

当企業グループは、デリバティブ取引について約定時

における決裁及び報告に関する内部規定があり、これ

に基づいて厳格に運営を行っている。

④　取引に係るリスクの管理体制

同左

⑤　取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、

又は計算上の想定元本を示したものであり、当該契約

金額がそのままデリバティブ取引に係る市場リスク

又は信用リスクの大きさを表すものではない。

⑤　取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1）通貨関連

区分 種類 契約額等
契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

為替予約取引

買建

ユーロ

693 － 691 △2

合計 693 － 691 △2

　（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。

(2）通貨金利関連

区分 種類 契約額等
契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

通貨金利スワップ取引

変動受取・固定支払
170 － △31 △31

合計 170 － △31 △31

　（注）１　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。

２　上記は連結会社間の債権債務の相殺に伴い発生した評価損益である。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　通貨関連

区分 種類 契約額等
契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

為替予約取引

バーツ買・円売

 

825

 

－

 

904

 

△79

バーツ売・円買 193 － 199 5

合計 － － － △73

　（注）１　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。

３　上記は連結会社間の債権債務の相殺に伴い発生した評価損益である。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社のうち豊

栄工業㈱とテクノメタル㈱は、確定給付型の制度とし

て退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けてい

る。その他の国内連結子会社は、退職一時金制度を設

けている。また、在外連結子会社は、確定給付型の制度

及び確定拠出型の制度を採用しており、米国の一部連

結子会社においては、退職後医療給付制度を採用して

いる。

１　採用している退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社のうちテ

クノメタル㈱は、確定給付型の制度として退職一時金

制度及び適格退職年金制度を設けている。豊栄工業㈱

は、確定給付型の制度として退職一時金制度、確定拠

出型の制度として中小企業退職金共済制度を設けて

いる。なお、豊栄工業㈱は平成19年12月に適格退職年

金制度から中小企業退職金共済制度に移行している。

その他の国内連結子会社は退職一時金制度を設けて

いる。また、在外連結子会社は、確定給付型の制度及び

確定拠出型の制度を採用しており、米国の一部連結子

会社においては、退職後医療給付制度を採用してい

る。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

a　退職給付債務 △52,756百万円

b　年金資産 34,310百万円

c　未積立退職給付債務(a＋b) △18,446百万円

d　未認識数理計算上の差異 △411百万円

e　貸借対照表計上額純額(c＋d) △18,858百万円

f　その他　(注)２ 601百万円

g　前払年金費用 683百万円

h　一年以内支払予定の

退職給付債務
△318百万円

i　退職給付引当金(e＋f－g－h) △18,621百万円

(注)１　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当た

り簡便法を採用している。

２　米国会計基準を適用している海外連結子会社に

おいて、貸借対照表で計上された年金債務調整

額である。

a　退職給付債務 △42,861百万円

b　年金資産 29,331百万円

c　未積立退職給付債務(a＋b) △13,530百万円

d　未認識数理計算上の差異 835百万円

e　貸借対照表計上額純額(c＋d) △12,694百万円

f　前払年金費用 334百万円

g　一年以内支払予定の

退職給付債務
△286百万円

h　退職給付引当金(e－f－g) △12,742百万円

(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり

簡便法を採用している。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

a　勤務費用 541百万円

b　利息費用 749百万円

c　期待運用収益 △708百万円

d　数理計算上の差異の費用処理額 90百万円

e　確定拠出年金に係る要拠出額

及び割増退職金等
423百万円

f　退職給付費用(a＋b＋c＋d＋e) 1,095百万円

a　勤務費用 882百万円

b　利息費用 2,623百万円

c　期待運用収益 △2,563百万円

d　数理計算上の差異の費用処理額 69百万円

e　確定拠出年金に係る要拠出額

及び割増退職金等
1,796百万円

f　退職給付費用(a＋b＋c＋d＋e) 2,808百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、a勤務費用に計上している。

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、a勤務費用に計上している。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

a　割引率 1.8～6.2％

b　期待運用収益率 2.9～8.5％

c　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

d　数理計算上の差異の処理年数 10～15年

a　割引率 1.8～6.9％

b　期待運用収益率 2.9～8.5％

c　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

d　数理計算上の差異の処理年数 10～15年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしている。)

同左
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価　　　　　　　　　3百万円

販売費及び一般管理費　　104百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

平成16年第１回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役８名、当社執行役11名、当社従業員90名、

当社子会社の取締役１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　2,781,773株

付与日 平成16年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成17年７月１日）以降、最終権利確定日（平成21年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に16分の１ずつ権利が確

定する。

ただし、一部のものについては、下記の権利確定条件が別途定められている。

・初回権利確定日（平成17年７月１日）以降、最終権利確定日（平成21年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に16分の１ずつ権利が

確定する。なお、退職時は全量権利が確定する。

・初回権利確定日（平成18年７月１日）以降、最終権利確定日（平成23年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が

確定する。

・初回権利確定日（平成19年７月１日）以降、最終権利確定日（平成24年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が

確定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成17年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は４年９ヶ月。

（自　平成16年７月１日　至　平成21年３月31日）

ただし、一部のものについては、下記の対象勤務期間が別途定められている。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成17年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は４年９ヶ月。なお、退職時は全量権利が確定する。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成18年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は６年９ヶ月。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成19年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は７年９ヶ月。

権利行使期間 自　平成17年７月１日　至　平成26年６月30日

　
平成17年第２回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名、当社執行役１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　85,000株

付与日 平成17年７月１日
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平成17年第２回ストック・オプション

権利確定条件 初回権利確定日（平成18年７月１日）以降、最終権利確定日（平成23年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確

定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は５年９ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成23年３月31日）

権利行使期間 自　平成18年７月１日　至　平成27年６月30日

　
平成17年第３回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役２名、当社執行役７名、当社従業員97名、

当社子会社の取締役１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　1,299,000株

付与日 平成17年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成19年７月１日）以降、最終権利確定日（平成23年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に16分の１ずつ権利が確

定する。

ただし、当社取締役２名のうち、１名については下記の権利確定条件が別途定めら

れている。

・初回権利確定日（平成20年１月１日）以降、最終権利確定日（平成24年９月30

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が

確定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成17年７月１日　至　平成19年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は５年９ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成23年３月31日）

ただし、当社取締役２名のうち、１名については下記の対象勤務期間が別途定めら

れている。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は２年６ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成19年12月31日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は７年３ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成24年９月30日）

権利行使期間 自　平成19年６月29日　至　平成27年６月28日

　
平成18年第４回ストック・オプション　プラン①

付与対象者の区分及び人数 当社執行役１名、当社従業員１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　180,000株

付与日 平成18年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確定日（平成25年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確

定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成18年７月１日　至　平成20年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は６年９ヶ月。

（自　平成18年７月１日　至　平成25年３月31日）

権利行使期間 自　平成20年７月１日　至　平成28年６月28日
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平成18年第４回ストック・オプション　プラン①２

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員２名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　240,000株

付与日 平成18年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成21年７月１日）以降、最終権利確定日（平成26年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確

定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。

（自　平成18年７月１日　至　平成21年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は７年９ヶ月。

（自平成18年７月１日　至平成26年３月31日）

権利行使期間 自　平成21年７月１日　至　平成28年６月28日

　
平成18年第４回ストック・オプション　プラン②

付与対象者の区分及び人数 当社執行役７名、当社従業員92名

当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員38名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　1,201,000株

付与日 平成18年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確定日（平成24年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合16分の１ずつ権利が確定

する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成18年７月１日　至　平成20年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は５年９ヶ月。

（自　平成18年７月１日　至　平成24年３月31日）

権利行使期間 自　平成20年７月１日　至　平成28年６月28日

　
平成19年第５回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名、

当社子会社の取締役・執行役７名、当社子会社の従業員15名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　3,031,835株

付与日 平成19年１月11日

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年１月11日）以降、最終権利確定日（平成22年１月11

日）までの間、１年ごとに勤務が継続している場合３分の１ずつ権利が確定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成19年１月12日　至　平成20年１月10日）

以降、権利の確定する１年ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日までの

対象勤務期間は３年間。

（自　平成19年１月12日　至　平成22年１月10日）

権利行使期間 自　平成20年１月11日　至　平成29年１月11日

　（注）　株式数に換算して記載している。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載している。

①ストック・オプションの数
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平成16年
第１回
ストック・
オプション

平成17年
第２回
ストック・
オプション

平成17年
第３回
ストック・
オプション

権利確定前　　　　（株）    

前連結会計年度末 2,013,294 85,000 1,255,000

付与 － － －

失効 28,625 － 405,000

権利確定 526,529 17,000 －

未確定残 1,458,140 68,000 850,000

権利確定後　　　　（株）    

前連結会計年度末 354,282 － －

権利確定 526,529 17,000 －

権利行使 42,319 － －

失効 6,753 － －

未行使残 831,739 17,000 －

　

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①２

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン②

平成19年
第５回
ストック・
オプション

権利確定前　　　　（株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 180,000 240,000 1,201,000 3,031,835

失効 － － 24,000 －

権利確定 － － － －

未確定残 180,000 240,000 1,177,000 3,031,835

権利確定後　　　　（株）     

前連結会計年度末 － － － －

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 － － － －

②単価情報

　

平成16年
第１回
ストック・
オプション

平成17年
第２回
ストック・
オプション

平成17年
第３回
ストック・
オプション

権利行使価格（円） 145 145 261

行使時平均株価（円） 296 － －

公正な評価単価（付与日）

（円）
－ － －
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平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①２

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン②

平成19年
第５回
ストック・
オプション

権利行使価格（円） 251 251 251 313

行使時平均株価（円） － － － －

公正な評価単価（付与日）

（円）
145 151 141 209

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方

法は以下のとおりである。

①使用した評価技法　　　ブラックショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

　

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①２

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン②

株価変動性　　　(注)１ 57.236％ 58.086％ 57.187％

予想残存期間　　(注)２ ８年５ヶ月 ８年11ヶ月 ７年11ヶ月

予想配当　　　　(注)３ ０円 ０円 ０円

無リスク利子率　(注)４ 1.835％ 1.868％ 1.796％

　（注）１　過去の当社普通株式の日次株価（各取引日における終値）に基づき算出している。算出期間はプランごとに異

なり、プラン①は８年５ヶ月（自　平成10年１月30日　至　平成18年６月30日）、プラン①２は８年11ヶ月（自

　平成９年７月31日　至　平成18年６月30日）、プラン②は７年11ヶ月（自　平成10年７月31日　至　平成18年６

月30日）を対象としている。

２　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りは困難であるため、付与日から権利行使期間の中間点において行

使されるものと推定して見積りしている。

３　過去１年間の配当実績によっている。

４　予想残存期間に対応する期間に対応する平成18年６月30日における国債の利回りである。

当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方

法は以下のとおりである。

①使用した評価技法　　　二項モデル

②主な基礎数値及び見積方法

　

平成19年
第５回
ストック・
オプション

株価変動性　　　(注)１ 57.326％

予想残存期間　　(注)２ 10年

予想配当　　　　(注)３ ０円

無リスク利子率　(注)４ 1.728％

　（注）１　過去の当社普通株式の日次株価（各取引日における終値）に基づき算出している。算出期間は10年（自　平成

９年１月10日　至　平成19年１月11日）を対象としている。

２　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りは困難であるため、付与日から権利行使期間の終了日までの期間

を予想残存期間として見積りしている。

３　過去１年間の配当実績によっている。

４　予想残存期間に対応する期間に対応する平成19年１月11日における国債の利回りである。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
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基本的には、ストック・オプション付与者と同等の役職者の過去の辞職率又は退職率を将来の失効数の見

積りに反映している。ただし、平成19年第５回ストック・オプションについては、将来の失効数の合理的な

見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用している。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価　　　　　　　　　5百万円

販売費及び一般管理費　　141百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

平成16年第１回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役８名、当社執行役11名、当社従業員90名、

当社子会社の取締役１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　2,781,773株

付与日 平成16年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成17年７月１日）以降、最終権利確定日（平成21年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に16分の１ずつ権利が確

定する。

ただし、一部のものについては、下記の権利確定条件が別途定められている。

・初回権利確定日（平成17年７月１日）以降、最終権利確定日（平成21年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に16分の１ずつ権利が

確定する。なお、退職時は全量権利が確定する。

・初回権利確定日（平成18年７月１日）以降、最終権利確定日（平成23年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が

確定する。

・初回権利確定日（平成19年７月１日）以降、最終権利確定日（平成24年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が

確定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成17年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は４年９ヶ月。

（自　平成16年７月１日　至　平成21年３月31日）

ただし、一部のものについては、下記の対象勤務期間が別途定められている。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成17年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は４年９ヶ月。なお、退職時は全量権利が確定する。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成18年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は６年９ヶ月。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。

（自　平成16年７月１日　至　平成19年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は７年９ヶ月。

権利行使期間 自　平成17年７月１日　至　平成26年６月30日

　
平成17年第２回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名、当社執行役１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　85,000株

付与日 平成17年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成18年７月１日）以降、最終権利確定日（平成23年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確

定する。
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平成17年第２回ストック・オプション

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は５年９ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成23年３月31日）

権利行使期間 自　平成18年７月１日　至　平成27年６月30日

　
平成17年第３回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名、当社執行役７名、当社従業員97名、

当社子会社の取締役１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　1,299,000株

付与日 平成17年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成19年７月１日）以降、最終権利確定日（平成23年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に16分の１ずつ権利が確

定する。

ただし、当社取締役２名のうち、１名については下記の権利確定条件が別途定めら

れている。

・初回権利確定日（平成20年１月１日）以降、最終権利確定日（平成24年９月30

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が

確定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成17年７月１日　至　平成19年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は５年９ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成23年３月31日）

ただし、当社取締役２名のうち、１名については下記の対象勤務期間が別途定めら

れている。

・初回権利確定日までの対象勤務期間は２年６ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成19年12月31日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日

までの対象勤務期間は７年３ヶ月。

（自　平成17年７月１日　至　平成24年９月30日）

権利行使期間 自　平成19年６月29日　至　平成27年６月28日

　
平成18年第４回ストック・オプション　プラン①

付与対象者の区分及び人数 当社執行役１名、当社従業員１名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　180,000株

付与日 平成18年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確定日（平成25年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確

定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成18年７月１日　至　平成20年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は６年９ヶ月。

（自　平成18年７月１日　至　平成25年３月31日）

権利行使期間 自　平成20年７月１日　至　平成28年６月28日
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平成18年第４回ストック・オプション　プラン①２

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員２名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　240,000株

付与日 平成18年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成21年７月１日）以降、最終権利確定日（平成26年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確

定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。

（自　平成18年７月１日　至　平成21年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は７年９ヶ月。

（自平成18年７月１日　至平成26年３月31日）

権利行使期間 自　平成21年７月１日　至　平成28年６月28日

　
平成18年第４回ストック・オプション　プラン②

付与対象者の区分及び人数 当社執行役７名、当社従業員92名

当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員38名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　1,201,000株

付与日 平成18年７月１日

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確定日（平成24年３月31

日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合16分の１ずつ権利が確定

する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。

（自　平成18年７月１日　至　平成20年６月30日）

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日ま

での対象勤務期間は５年９ヶ月。

（自　平成18年７月１日　至　平成24年３月31日）

権利行使期間 自　平成20年７月１日　至　平成28年６月28日

　
平成19年第５回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名、

当社子会社の取締役・執行役７名、当社子会社の従業員15名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　3,031,835株

付与日 平成19年１月11日

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年１月11日）以降、最終権利確定日（平成22年１月11

日）までの間、１年ごとに勤務が継続している場合３分の１ずつ権利が確定する。

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。

（自　平成19年１月12日　至　平成20年１月10日）

以降、権利の確定する１年ごとに対象勤務期間は延長され、最終権利確定日までの

対象勤務期間は３年間。

（自　平成19年１月12日　至　平成22年１月10日）

権利行使期間 自　平成20年１月11日　至　平成29年１月11日

　（注）　株式数に換算して記載している。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載している。

①ストック・オプションの数
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平成16年
第１回
ストック・
オプション

平成17年
第２回
ストック・
オプション

平成17年
第３回
ストック・
オプション

権利確定前　　　　（株）    

前連結会計年度末 1,458,140 68,000 850,000

付与 － － －

失効 9,500 － 15,500

権利確定 519,770 17,000 209,000

未確定残 928,870 51,000 625,500

権利確定後　　　　（株）    

前連結会計年度末 831,739 17,000 －

権利確定 519,770 17,000 209,000

権利行使 6,000 － －

失効 4,500 － 500

未行使残 1,341,009 34,000 208,500

　

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①２

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン②

平成19年
第５回
ストック・
オプション

権利確定前　　　　（株）     

前連結会計年度末 180,000 240,000 1,177,000 3,031,835

付与 － － － －

失効 60,000 65,000 18,000 1,589,972

権利確定 － － － 812,864

未確定残 120,000 175,000 1,159,000 628,999

権利確定後　　　　（株）     

前連結会計年度末 － － － －

権利確定 － － － 812,864

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 － － － 812,864

②単価情報

　

平成16年
第１回
ストック・
オプション

平成17年
第２回
ストック・
オプション

平成17年
第３回
ストック・
オプション

権利行使価格（円） 145 145 261

行使時平均株価（円） 184 － －

公正な評価単価（付与日）

（円）
－ － －
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平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン①２

平成18年
第４回
ストック・
オプション
プラン②

平成19年
第５回
ストック・
オプション

権利行使価格（円） 251 251 251 313

行使時平均株価（円） － － － －

公正な評価単価（付与日）

（円）
145 151 141 209

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項はない。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、ストック・オプション付与者と同等の役職者の過去の辞職率または退職率を将来の失効数の

見積りに反映している。ただし、平成19年第５回ストック・オプションについては、将来の失効数の合理的

な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用している。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

（繰延税金資産） 　

賞与引当金 545百万円

減価償却費 422百万円

金型有姿除却否認 222百万円

固定資産未実現利益 22百万円

貸倒引当金 76百万円

退職給付引当金 1,438百万円

アドバイザリー費用及び

リファイナンス費用
251百万円

売上損失引当金 143百万円

リース資産（機械装置）廃却損 147百万円

税務上の繰越欠損金 28,782百万円

その他 8,630百万円

繰延税金資産小計 40,681百万円

評価性引当額 △22,849百万円

繰延税金資産合計 17,831百万円

（繰延税金負債） 　

資本連結による資産評価差額 △25,984百万円

その他有価証券評価差額金 △47百万円

その他 △589百万円

繰延税金負債合計 △26,622百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △8,791百万円

　 　

（再評価に係る繰延税金資産） 　

再評価に係る繰延税金資産 486百万円

評価性引当額 △486百万円

再評価に係る繰延税金負債 △2,816百万円

再評価に係る繰延税金資産

（負債）の純額
△2,816百万円

（繰延税金資産） 　

賞与引当金 576百万円

減価償却費 404百万円

金型有姿除却否認 188百万円

固定資産未実現利益 17百万円

貸倒引当金 69百万円

退職給付引当金 5,356百万円

アドバイザリー費用及び

リファイナンス費用
127百万円

売上損失引当金 98百万円

リース資産（機械装置）廃却損 115百万円

税務上の繰越欠損金 18,633百万円

その他 3,202百万円

繰延税金資産小計 28,788百万円

評価性引当額 △15,823百万円

繰延税金資産合計 12,964百万円

（繰延税金負債） 　

資本連結による資産評価差額 △21,450百万円

その他有価証券評価差額金 △17百万円

その他 △223百万円

繰延税金負債合計 △21,691百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △8,726百万円

　 　

（再評価に係る繰延税金資産） 　

再評価に係る繰延税金資産 486百万円

評価性引当額 △486百万円

再評価に係る繰延税金負債 △2,816百万円

再評価に係る繰延税金資産

（負債）の純額
△2,816百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.75％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
△10.29

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
0.19

控除不能源泉税（外国税等） △10.41

住民税均等割 △3.00

米国州税 △4.85

のれん償却額 △35.79

評価性引当額 64.03

親会社と子会社の実効税率の差異 0.43

その他 △0.67

税効果適用後の法人税等の負担率 39.39

　　

当連結会計年度については、税金等調整前当期純損失

のため、記載を省略している。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
一般素形材部品

(百万円)
機器装置類

(百万円) 計(百万円) 消去又は
全社(百万円) 連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に

対する売上高
136,902 8,800 145,702 － 145,702

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
39 － 39 (39) －

計 136,941 8,800 145,741 (39) 145,702

営業費用 133,263 7,903 141,166 1,259 142,426

営業利益 3,678 896 4,575 (1,298) 3,276

Ⅱ　資産、減価償却費、

減損損失及び資本的支出
     

資産 287,228 8,015 295,244 9,449 304,691

減価償却費 8,790 97 8,888 193 9,081

減損損失 15 － 15 8 23

資本的支出 184,099 43 184,143 31 184,174

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
一般素形材部品

(百万円)
機器装置類

(百万円) 計(百万円) 消去又は
全社(百万円) 連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に

対する売上高
306,326 9,559 315,885 － 315,885

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
35 － 35 (35) －

計 306,362 9,559 315,921 (35) 315,885

営業費用 302,718 8,592 311,310 1,234 312,545

営業利益 3,643 966 4,610 (1,270) 3,340

Ⅱ　資産、減価償却費、

減損損失及び資本的支出
     

資産 228,471 7,994 236,466 6,419 242,886

減価償却費 22,891 110 23,002 190 23,192

減損損失 21,637 － 21,637 － 21,637

資本的支出 13,388 84 13,473 27 13,500

　（注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業区分の主要製品は次のとおりである。

(1) 一般素形材部品……一般自動車部品(含むアルミホイール)、産業建機部品

(2) 機器装置類　　……送・配電線用金具、環境装置

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度1,295百万円、当連結

会計年度1,264百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社の本社の総務部門等管理部門に係る費用

である。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度9,449百万円、当連結会計年度6,515
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百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資

有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（前連結会計年度）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オ

プション等に関する会計基準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第８号　平成17年12月27日) 及び「ストック

・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第11号　平成18年

５月31日)を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、一般素形材部品の営業費用が

75百万円、機器装置類の営業費用が17百万円、消去又は全社の営業費用が15百万円それぞれ増加し、営業利益が

それぞれ同額減少している。

（当連結会計年度）

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より当社及び国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更している。当該変更に伴う事業の種類別セグメントの損益に与える影響は軽微

である。

　また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この変更に伴い、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は、「一般素形材部品」が512百万円、「機器装置類」が７百万円、

「消去及び全社」が２百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
日本

(百万円)
アジア

(百万円)
米国

(百万円)
欧州

(百万円)
その他

(百万円)
計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び

営業損益
        

売上高         

(1) 外部顧客に

対する売上高
82,694 13,308 34,329 12,180 3,189 145,702 － 145,702

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高

397 5,895 1,270 527 1,835 9,927 (9,927) －

計 83,091 19,203 35,600 12,708 5,025 155,629 (9,927) 145,702

営業費用 78,734 18,675 35,651 11,261 4,556 148,879 (6,453) 142,426

営業利益 4,356 528 (51) 1,447 468 6,749 (3,473) 3,276

Ⅱ　資産 115,472 30,920 76,631 60,863 23,205 307,093 (2,402) 304,691

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
日本

(百万円)
アジア

(百万円)
米国

(百万円)
欧州

(百万円)
その他

(百万円)
計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び

営業損益
        

売上高         

(1) 外部顧客に

対する売上高
92,019 19,529 134,587 55,553 14,195 315,885 － 315,885

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高

501 7,812 4,773 17 48 13,153 (13,153) －

計 92,521 27,341 139,361 55,570 14,243 329,038 (13,153) 315,885

営業費用 87,624 26,131 147,884 49,489 13,214 324,345 (11,799) 312,545

営業利益 4,896 1,209 (8,522) 6,080 1,029 4,693 (1,353) 3,340

Ⅱ　資産 57,005 26,216 94,361 45,978 15,494 239,055 3,830 242,886

　（注) １　国又は地域の区分の方法及び各所在地区分に属する国

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による

(2) アジアに属する国　　　……タイ国、中国、韓国、インド

(3) 米国に属する国　　　　……アメリカ合衆国

(4) 欧州に属する国　　　　……ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、チェコ共和国、ルクセンブルグ

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、「事業の種類別セグメント情報」

の「(注)３」に記載したものと同額である。

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、「事業の種類別セグメント情報」の「(注)４」に

記載したものと同額である。
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４　前連結会計年度において、配賦不能営業費用として計上したメタルダイン社ののれんの償却費については、当

連結会計年度より合理的な基準で各セグメントに配分している。また、前連結会計年度において、全社資産に

含めたメタルダイン社ののれんについても、当連結会計年度より合理的な基準で各セグメントに配分してい

る。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（前連結会計年度）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オ

プション等に関する会計基準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第８号　平成17年12月27日) 及び「ストック

・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第11号　平成18年

５月31日)を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、日本の営業費用が92百万円、

消去又は全社の営業費用が15百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。

（当連結会計年度）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より当社及び国内連

結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更している。当該変更に伴う所在地セグメントの損益に与える影響は軽微であ

る。

　また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この変更に伴い、従来と同一の方法を採用

した場合と比べて、当連結会計年度の営業費用は、「日本」が519百万円、「消去及び全社」が２百万円それぞ

れ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 アジア 米国 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高

(百万円)
12,772 27,946 12,870 9,245 62,834

Ⅱ　連結売上高

(百万円)
    145,702

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
8.8 19.2 8.8 6.3 43.1

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 アジア 米国 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高

(百万円)
18,618 114,709 30,342 55,935 2,373 221,979

Ⅱ　連結売上高

(百万円)
     315,885

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
5.9 36.3 9.6 17.7 0.7 70.3

　（注) １　国又は地域の区分の方法

地理的近接度により区分している。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア …… タイ国、中国、韓国 等

(2) 米国　 …… アメリカ合衆国

(3) 北米　 …… カナダ、メキシコ

(4) 欧州　 …… ドイツ、フランス、イギリス 等

(5) その他 …… 中東、アフリカ 等

３　当連結会計年度より、平成19年１月11日に株式の取得により新たに完全子会社となったメタルダイン社の販

売先（市場）を勘案し、北米の区分を追加しております。

４　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1）その他の関係会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被
所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の

関係会社

(注)１

RHJイン

ターナショ

ナル

 SA/NV

ベルギ

ー王国

ブリュ

ッセル

88,491 持株会社
被所有

直接37.0

兼任

１名
－

自己株式の

無償譲受

(注)２

－ － －

担保提供

(注)３
19,382 － －

　（注) １　前連結会計年度までの当社の親会社RHJインターナショナル SA/NVは、当社普通株式の海外における募集の実

施によりRHJインターナショナル SA/NVの当社議決権保有割合が相対的に減少したため、平成19年３月５日

付で「親会社」から「その他の関係会社」に変更となった。

２　平成19年１月11日に第三者割当により発行した当社普通株式のうち、他の株主との合意に基づく払込金額の

実質的調整のため、平成19年３月23日にRHJインターナショナル SA/NVより当社普通株式304,924株を無償

譲受されている。

３　当社の銀行借入に対して、有価証券の担保提供を受けている。

なお、取引金額には、借入金額を記載している。

(2）役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被
所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等(当該

会社等の子会

社を含む)

(有)入交

昭一郎

東京都

小金井市
3
経営コンサル

ティング
－

兼任

１名
－

出向者

人件費
4 － －

事務所

賃借料
1
未払

費用
1

経費立替 1
未払

費用
1

　（注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社との取引は、市場動向及び同社の希望価格をもとに個々の交渉の上決定している。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1）その他の関係会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被
所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の

関係会社

RHJイン

ターナショ

ナル

 SA/NV

ベルギ

ー王国

ブリュ

ッセル

88,491 持株会社
被所有

直接36.9

兼任

１名
－

担保提供

(注)
19,787 － －

　（注)　当社の銀行借入に対して、有価証券の担保提供を受けている。

なお、取引金額には、借入金額を記載している。

(2）役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被
所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等(当該

会社等の子会

社を含む)

(有)入交

昭一郎

東京都

小金井市
3
経営コンサル

ティング
－

兼任

１名
－

出向者

人件費
4 － －

事務所

賃借料
8 － －

経費立替 1
未払

費用
0

　（注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社との取引は、市場動向及び同社の希望価格をもとに個々の交渉の上決定している。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

（パーチェス法適用）

１. 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

Metaldyne Corporation（以下、「メタルダイン社」という。）

世界の自動車市場向けの輸送機器関連のメタル部品、アセンブリ及びモジュール製品（パワートレイン部

品、シャシー部品、振動制御部品など）の設計、製造、供給

(2) 企業結合を行った主な理由

一般素形材事業におけるグローバル展開及び付加価値の高いモジュール化製品領域の拡充

(3) 企業結合日

平成19年１月11日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得（メタルダイン社を存続会社、Argon Acquisition Corp.を消滅会社とする三角合併方式を用いた交

付金合併による買収）

(5) 結合後企業の名称

メタルダイン社

(6) 取得した議決権比率

100.0％

２. 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成19年１月11日から平成19年４月１日まで

３. 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 　

メタルダイン社の株式(注) 45,391百万円

取得に直接要した支出 　

買収関連デュー・デリジェンス

費用及びアドバイザリー費用
18百万円

取得原価 45,410百万円

　（注）　メタルダイン社の株式は、同社の買収と同時にMetaldyne Holdings LLCへ現物出資したため、

Metaldyne Holdings LLC出資金となっている。

４. 発生したのれんの金額、償却の方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

49,888百万円

(2) 発生原因

メタルダイン社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生し

たものである。

(3) 償却の方法

定額法

(4) 償却期間

20年
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５. 企業結合日により受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1) 資産の額

流動資産 44,955百万円

固定資産 129,013百万円

資産合計 173,969百万円

(2) 負債の額

流動負債 45,364百万円

固定負債 132,996百万円

負債合計 178,360百万円

少数株主持分 87百万円

６. 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

(1) 研究開発費等に配分され費用処理された金額

278百万円

(2) 科目名

売上原価

７. のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別の

加重平均償却期間

主要な種類別の内訳 　
加重平均

償却年数

特許権等 33,900百万円 20年

顧客基盤等 26,860百万円 15年

合計 60,760百万円 17年

８. 取得原価の配分

一部の項目において、連結財務諸表作成時点における入手可能な合理的な情報等に基づき暫定的な会計処

理を行っているため、取得原価の配分は完了していない。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

（パーチェス法適用）

取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合の修正内容及び金額

前連結会計年度に取得したメタルダイン社の取得原価の配分について、一部の項目において、連結財務諸表作

成時点における入手可能な合理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っており、取得原価の配分は完了し

ていなかった。

当連結会計年度における取得原価の配分の見直しによるのれんの修正額は、次のとおりである。

　 修正科目  のれんの修正金額

　 有形固定資産 1,317百万円

　 無形固定資産 △216　

　 繰延税金資産及び負債 △273　

　 偶発税金債務 △416　

　 その他 △253　

　          合計 157　
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 190.39円 81.94円

１株当たり当期純損失 6.40円 137.91円

　（注) １　前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載していない。

２　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 76,082 47,692

純資産の部の合計額から

控除する金額　　　(百万円)
26,676 26,430

（内、新株予約権） 108 255

（内、少数株主持分） 2,724 1,363

（内、優先株式に係る資本金及び

資本剰余金）
16,486 16,486

（内、残余財産の分配額） 6,931 6,931

（内、Ａ種優先株式の累積配当額） 150 200

（内、Ｂ種優先株式の累積配当額） 74 149

（内、Ｃ種優先株式の累積配当額

及び累積償還差額）
200 1,043

普通株式に係る期末純資産額

(百万円)
49,405 21,261

１株当たり純資産額の算定に

用いられた期末の普通株式数(千株)
259,502 259,492

(2) １株当たり当期純損失

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純損失(百万円) 665 34,818

普通株主に帰属しない金額(百万円) 325 968

（内、Ａ種優先株式配当金） 50 50

（内、Ｂ種優先株式配当金） 74 74

（内、Ｃ種優先株式配当金及び

償還差額当期負担分）
200 843

普通株式に係る当期純損失(百万円) 991 35,786

期中平均普通株式数(千株) 99,162 259,497

期中平均転換株式数(千株) 55,668 －

期中平均株式数(千株) 154,830 259,497
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権

臨時株主総会の特別決議日

平成18年11月16日

新株予約権（3,031,835個）

詳細については「第４　提出会社の状

況　１　株式の状況　(２)新株予約権等

の状況」に記載のとおりである。

―――――――――――

　

　

　

　

（重要な後発事象）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項はない。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社は、平成20年６月13日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行について決議した。

第三者割当による新規発行普通株式

①株式の種類　　　　　　当社普通株式　

②株式数　　　　　　　　40,000,000株

③発行価格　　　　　　　１株につき 80円

④発行価額の総額　　　　3,200,000,000円

⑤資本組入額　　　　　　１株につき 40円

⑥資本組入額の総額　　　1,600,000,000円

⑦申込期間　　　　　　　平成20年７月14日

⑧払込期日　　　　　　　平成20年７月15日

⑨割当予定先　　　　　　RHJインターナショナル SA/NV

　　　　　⑩資金使途　　　　　　　全額を当社の完全子会社であるメタルダイン社の事業改革を進めることによる財務基盤の強化、

同社を借入人とする銀行との契約遵守を目的として、メタルダイン社に対して出資

するための資金に充てる予定である。

なお、実際の発行数は、上記株式数の範囲内で割当予定先から申込みのあった株式数となる。上記に記載してい

る株式数その他これと関連する金額等は、割当予定先から40,000,000株全部について申込みがあったことを前

提としている。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
利率
(％)

担保 償還期限

Metaldyne

Corporation

Senior

Subordinated

Bonds due 2012

[ドル建]

(注)１

平成14年

６月20日

27,604

[233百万ドル]

23,476

[236百万ドル]
11.00 担保付社債

平成24年

６月15日

〃

Senior Bonds

due 2013

[ドル建]

(注)１

平成15年

10月27日

16,818

[142百万ドル]

14,158

[142百万ドル]
10.00 担保付社債

平成25年

11月１日

〃

DaimlerChrysler

Senior

Subordinated

Bonds due 2014

[ドル建]

(注)１、２

平成15年

12月31日

3,554

[30百万ドル]

3,009

[30百万ドル]
10.00 担保付社債

平成26年

１月15日

合計 ― ― 47,977 40,644　 － ― ―

　（注) １　当該社債は、海外において発行したものであるため「当期末残高」の[　]内には外貨建てによる金額を付記して

いる。

２　割引発行した社債

Metaldyne Corporation

DaimlerChrysler Senior Subordinated Bonds due 2014　券面額　31.7百万ドル

３　連結決算日後５年間の返済予定額は次のとおりである。

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

－ － － 23,476
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 3,610 6,990 6.31 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,813 1,403 2.79 ―

１年以内に返済予定のリース債務 － － － ―　

長期借入金

(１年以内に返済予定のものを

除く)

66,292 58,235 6.91
平成21年４月～

平成26年１月

リース債務

（１年以内に返済予定のものを

除く）

－ － － ―　

その他の有利子負債    　

１年以内に返済予定のリース債務 791 818 10.28 ―

リース債務

（１年以内に返済予定のものを

除く）

1,923 906 9.02
平成21年４月～

平成22年12月

１年以内に返済予定の預り保証金 11 11 1.0 ―

預り保証金

（１年以内に返済予定のものを

除く）

85 74 1.0
平成21年４月～

平成25年７月

社内預金 212 211 0.5 ―

合計 74,739 68,651 － ―

　（注) １　長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定額は

次のとおりである。

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

2,197 12,348 5,418 424

２　「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。なお、社内預金の「平均

利率」は、社員普通預金規則により適用される利率を記載している。

(2)【その他】

　該当事項はない。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※3  3,346   2,418  

２　受取手形 ※3,11  1,502   1,091  

３　売掛金 ※3  11,365   12,347  

４　製品 ※3  2,504   3,064  

５　原材料 ※3  1,273   1,403  

６　仕掛品 ※3  1,078   967  

７　貯蔵品 ※3  196   213  

８　前払費用 　  74   83  

９　関係会社短期貸付金 ※3  2,189   1,960  

10　繰延税金資産 　  1,214   －  

11　未収入金 　  399   －  

12　その他 　  73   371  

貸倒引当金 　  △32   △5  

流動資産合計 　  25,185 22.7  23,915 30.0

Ⅱ　固定資産 　       

(1) 有形固定資産 　       

１　建物 ※3  2,481   2,378  

２　構築物 ※3  832   887  

３　機械及び装置 ※3  2,643   2,364  

４　車両運搬具 　  30   18  

５　工具器具備品 ※3  1,137   938  

６　土地 ※3,4  8,965   8,965  

７　建設仮勘定 　  375   171  

有形固定資産合計 ※2  16,465 14.9  15,726 19.7

(2) 無形固定資産 　       

１　ソフトウェア 　  483   355  

２　その他 　  8   7  

無形固定資産合計 　  492 0.4  362 0.5

(3) 投資その他の資産 　       

１　投資有価証券 ※3  224   153  

２　関係会社株式 ※3  8,331   10,101  

３　関係会社出資金 ※3  54,329   24,763  

４　関係会社長期貸付金 ※3  4,450   4,050  

５　破産更生債権等 　  201   201  

６　長期前払費用 　  3   9  

７　前払年金費用 　  683   275  

８　繰延税金資産 　  158   －  

９　その他 　  117   135  

貸倒引当金 　  △213   △204  

投資その他の資産合計 　  68,287 61.8  39,488 49.6

固定資産合計 　  85,245 77.1  55,577 69.8

Ⅲ　繰延資産 　       

１　株式交付費 　  212 0.2  135 0.2

　　　繰延資産合計 　  212 0.2  135 0.2

資産合計 　  110,642 100.0  79,629 100.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 ※1,11  2,202   493  

２　買掛金 ※1  8,308   10,441  

３　短期借入金 ※3,10  2,800   4,170  

４　一年以内返済予定の
長期借入金

※3,10  1,300   1,300  

５　一年以内返済予定の
長期リース債務

　  92   97  

６　未払金 　  1,041   722  

７　未払費用 　  756   583  

８　未払消費税等 　  148   130  

９　未払法人税等 　  161   41  

10　前受金 　  13   194  

11　預り金 　  75   40  

12　前受収益 　  48   －  

13　賞与引当金 　  680   746  

14　役員賞与引当金 　  61   81  

15　売上損失引当金 　  416   255  

16　製品補償引当金 　  14   11  

17　完成工事補償引当金 　  43   47  

18　設備関係支払手形 ※11  534   107  

流動負債合計 　  18,698 16.9  19,466 24.4

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※3,10  15,282   14,887  

２　長期リース債務 　  248   151  

３　繰延税金負債 　  －   16  

４　再評価に係る
繰延税金負債

※4  2,816   2,816  

５　退職給付引当金 　  1,580   1,542  

６　役員退職慰労引当金 　  126   191  

７　環境対策引当金 　  140   193  

８　その他 　  358   263  

固定負債合計 　  20,553 18.6  20,062 25.2

負債合計 　  39,251 35.5  39,528 49.6
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  34,384 31.1  34,384 43.2

２　資本剰余金 　       

(1) 資本準備金 　 35,308   35,309   

資本剰余金合計 　  35,308 31.9  35,309 44.3

３　利益剰余金 　       

(1) 利益準備金 　 760   760   

(2) その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 3,904   3,904   

繰越利益剰余金 　 △6,170   △37,564   

利益剰余金合計 　  △1,506 △1.4  △32,899 △41.3

４　自己株式 　  △17 △0.0  △20 △0.0

株主資本合計 　  68,169 61.6  36,774 46.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券
評価差額金

　  68 0.1  25 0.1

２　土地再評価差額金 ※4  3,044 2.7  3,044 3.8

評価・換算差額等合計 　  3,112 2.8  3,070 3.9

Ⅲ　新株予約権 　  108 0.1  255 0.3

純資産合計 　  71,390 64.5  40,100 50.4

負債純資産合計 　  110,642 100.0  79,629 100.0
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②【損益計算書】

区分

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  49,548 100.0  56,609 100.0

Ⅱ　売上原価 ※3       

１　期首製品棚卸高 　 2,405   2,504   

２　当期製品製造原価 　 40,874   47,806   

３　当期購入品仕入高 　 2,281   2,198   

合　　　計 　 45,561   52,510   

４　他勘定振替高 ※1 130   116   

５　期末製品棚卸高 　 2,504 42,926 86.6 3,064 49,329 87.1

Ⅲ　売上損失引当金取崩額 　  △335 △0.6  △161 △0.2

売上総利益 　  6,957 14.0  7,441 13.1

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※2,3  5,259 10.6  5,409 9.6

営業利益 　  1,698 3.4  2,032 3.5

Ⅴ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※7 207   219   

２　受取配当金 ※7 21   46   

３　為替差益 　 －   74   

４　固定資産賃貸料 　 3   －   

５　社内発生屑処分益 　 12   －   

６　雑収入 ※7 27 272 0.6 36 376 0.7

Ⅵ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 569   612   

２　雑損失 　 255 824 1.7 206 818 1.4

経常利益 　  1,146 2.3  1,589 2.8

Ⅶ　特別利益 　       

１　過年度訴訟負担額及び

補償費見積差額
　 －   137   

２　固定資産売却益 ※4,7 26   3   

３　還付事業税 　 －   76   

４　貸倒引当金戻入額 　 －   36   

５　受取保険金 　 10   －   

６　その他 ※6 4 41 0.1 4 259 0.5

Ⅷ　特別損失 　       

１　過年度役員退職慰労

引当金繰入額
　 21   －   

２　固定資産処分損 ※5 164   108   

３　減損損失 ※8 8   62   

４　関係会社出資金評価損 　 －   29,614   

５　統合再編一時費用 ※9　 －   1,177   

６　環境対策引当金繰入額 　 140   －   

７　役員特別退職慰労金 　 － 334 0.7 770 31,734 56.1

税引前当期純利益 　  853 1.7  － －

税引前当期純損失 　  － －  29,884 △52.8
法人税、住民税

及び事業税
　 85   90   

法人税等調整額 　 △1,423 △1,338 △2.7 1,417 1,508 2.7

当期純利益 　  2,192 4.4  － －

当期純損失 　  － －  31,393 △55.5
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

１　材料費 　  26,117 63.3  32,470 67.2

２　労務費 　  4,644 11.3  4,701 9.7

３　経費 　       

減価償却費 　 1,678   1,732   

外注加工費 　 5,470   5,820   

その他 　 3,316 10,465 25.4 3,605 11,158 23.1

当期総製造費用 　  41,228 100.0  48,330 100.0

期首仕掛品棚卸高 　  1,245   1,078  

合計 　  42,474   49,408  

期末仕掛品棚卸高 　  1,078   967  

他勘定振替高 　  521   635  

当期製品製造原価 　  40,874   47,806  

　（注) １　当社は、標準原価を基準とする総合原価計算により実際原価を算出しており、原価差額は事業年度末において製

品、仕掛品、売上原価等に配賦している。

２　他勘定振替高は、自社製固定資産及び研究開発費等への振替高である。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,218 8,142 8,142

事業年度中の変動額    

新株の発行 27,165 27,165 27,165

当期純利益    

自己株式の取得    

土地再評価差額金の取崩    

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計(百万円) 27,165 27,165 27,165

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 35,308

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △8,371 △3,706 △14 11,640

事業年度中の変動額       

新株の発行      54,331

当期純利益   2,192 2,192  2,192

自己株式の取得     △3 △3

土地再評価差額金の取崩   8 8  8

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

      

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 2,200 2,200 △3 56,528

平成19年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △6,170 △1,506 △17 68,169

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 40 3,052 3,093 － 14,734

事業年度中の変動額      

新株の発行     54,331

当期純利益     2,192

自己株式の取得     △3

土地再評価差額金の取崩     8

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

27 △8 18 108 127

事業年度中の変動額合計(百万円) 27 △8 18 108 56,656

平成19年３月31日残高(百万円) 68 3,044 3,112 108 71,390

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 35,308

事業年度中の変動額    
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株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

新株の発行 0 0 0

当期純利益    

自己株式の取得    

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計(百万円) 0 0 0

平成20年３月31日残高(百万円) 34,384 35,309 35,309

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △6,170 △1,506 △17 68,169

事業年度中の変動額       

新株の発行      0

当期純利益   △31,393 △31,393  △31,393

自己株式の取得     △2 △2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

      

事業年度中の変動額合計(百万円) － － △31,393 △31,393 △2 △31,394

平成20年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △37,564 △32,899 △20 36,774

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 68 3,044 3,112 108 71,390

事業年度中の変動額      

新株の発行     0

当期純利益     △31,393

自己株式の取得     △2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△42 － △42 146 104

事業年度中の変動額合計(百万円) △42 － △42 146 △31,290

平成20年３月31日残高(百万円) 25 3,044 3,070 255 40,100
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定している。）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

３　―――――――――――
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産

建物(建物附属設備を除く)及び工具器具備品に含ま

れる金型

定額法

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物(建物附属設備を除く)及び工具器具備品に含ま

れる金型

同左

その他の有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物　　　　　　10～50年

機械及び装置　　４～12年

工具器具備品　　２～６年

その他の有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物　　　　　　10～50年

機械及び装置　　４～12年

工具器具備品　　２～６年

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する法令　平成19

年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更している。

この変更に伴い、従来と同一の方法を採用した場

合と比べ、営業利益及び経常利益はそれぞれ47百

万円減少し、税引前当期純損失は47百万円増加し

ている。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ている。

この変更に伴い、従来と同一の方法を採用した場

合と比べ、営業利益及び経常利益はそれぞれ123

百万円減少し、税引前当期純損失は123百万円増

加している。

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

同左

その他の無形固定資産

定額法

その他の無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

 

EDINET提出書類

旭テック株式会社(E01271)

有価証券報告書

140/168



前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　繰延資産の処理方法

株式交付費

月数を基準とした３年間の定額法により償却

５　繰延資産の処理方法

株式交付費

月数を基準とした３年間の定額法により償却

（株式交付費の会計処理方法の変更）

当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第19

号　平成18年８月11日）を適用している。これにより、

従来は株式交付費を支出時の費用として処理してい

たが、当事業年度より企業規模の拡大のために行う資

金調達などの財務活動にかかる株式交付費について

は繰延資産に計上することにした。この変更は、当事

業年度においてメタルダイン社の買収による完全子

会社化と同社の既存借入金の返済のため多額の資金

調達を行い、これに伴う株式交付費が多額であること

からその支出の効果の及ぶ期間にわたって費用配分

するものである。この変更により、従来と同一の基準

によった場合に比べ、営業外費用として計上していた

株式交付費は212百万円減少し、経常利益及び税引前

当期純利益は、それぞれ同額多く計上されている。

 

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上している。

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に

より計上している。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準によ

り計上している。

(3) 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準によ

り計上している。

（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　企業会計基準第４号　平成

17年11月29日）を適用している。従来より費用処理

していたため、これによる営業利益、経常利益、税引

前当期純利益及び当期純利益に与える影響はない。

なお、貸借対照表については前事業年度まで「未払

費用」に含めて表示していたが、当事業年度から

「役員賞与引当金」として区分掲記している。
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 売上損失引当金

継続受注品のうち、車種別に売上損益を計算した結

果、損失となる製品売上について、その売上損失の

発生に備えるため、当事業年度末後６ヶ月間を対象

に、外部調査会社の車種別生産予測データ等を用い

て見積もった当該車種別の生産台数に、当事業年度

末時点の車種別・台当たり売上損失を乗じた見込

額を計上している。なお、受注環境の変化を踏まえ

て、当事業年度より見積対象期間を１年間から６ヶ

月間に変更した。

(4) 売上損失引当金

継続受注品のうち、車種別に売上損益を計算した結

果、損失となる製品売上について、その売上損失の

発生に備えるため、当事業年度末後６ヶ月間を対象

に、外部調査会社の車種別生産予測データ等を用い

て見積もった当該車種別の生産台数に、当事業年度

末時点の車種別・台当たり売上損失を乗じた見込

額を計上している。

(5) 製品補償引当金

販売製品に対して将来発生するクレームに対応す

るため、過去の実績を基準にして製品補償引当金を

計上している。

(5) 製品補償引当金

同左

(6) 完成工事補償引当金

完成工事に関する瑕疵担保の費用に備えるため、過

去の補償実績割合に基づいて計上している。

(6) 完成工事補償引当金

同左

(7) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしている。

(7) 退職給付引当金

同左

(8) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上している。

(8) 役員退職慰労引当金

同左

(9) 環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル（PCB）の処分等に係る支出

に備えるため、処理費用の見積額を計上している。

(9) 環境対策引当金

同左

７　売上高の計上基準

完成工事高の計上に関して、長期請負工事（請負金額

１億円以上かつ工期１年以上）については、工事進行

基準によっている。なお、当事業年度における工事進

行基準による完成工事高は1,858百万円である。

７　売上高の計上基準

完成工事高の計上に関して、長期請負工事（請負金額

１億円以上かつ工期１年以上）については、工事進行

基準によっている。なお、当事業年度における工事進

行基準による完成工事高は1,624百万円である。

８　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

８　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

９　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。

９　リース取引の処理方法

同左
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

10　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式

10　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第５号

　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会　企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を

適用している。従来の資本の部の合計に相当する金額は

71,281百万円である。なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、

改正後の財務諸表等規則により作成している。

―――――――――――

　

（ストック・オプション等に関する会計基準）

当事業年度から、「ストック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第８号　平成

17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基

準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適用している。

これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与

える影響は108百万円である。

―――――――――――

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表関係）

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

いた「前払費用」は、明瞭性の観点から区分掲記した。

なお、前事業年度における「前払費用」は73百万円であ

る。

（貸借対照表関係）

前事業年度まで区分掲記していた「未収入金」（当事業

年度は343百万円）は、金額的重要性が乏しいため、流動資

産の「その他」に含めて表示することにした。

―――――――――――

　

　

（損益計算書関係）

前事業年度まで区分掲記していた「固定資産賃貸料」

（当事業年度は４百万円）及び「社内発生屑処分益」

（同20百万円）は、金額的重要性が乏しいため、営業外収

益の「雑収入」に含めて表示することにした。
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追加情報

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（スプレッド方式による新株発行）

平成19年３月５日付欧州を中心とする海外市場（ただし、

米国を除く。）における募集による当社普通株式の発行

は、引受会社が引受価額で買取引受を行い、これを引受価

額と異なる発行価格で一般投資家に販売するスプレッド

方式によっている。これにより、発行価格と引受価額の差

額353百万円が事実上の引受手数料となっている。

―――――――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なも

のは次のとおりである。

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なも

のは次のとおりである。

買掛金 2,189百万円 支払手形及び買掛金 2,820百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

25,483百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

26,060百万円

※３　担保資産及び担保付債務

借入金19,382百万円(一年以内に返済予定の長期借

入金1,300百万円、長期借入金15,282百万円、短期借

入金2,800百万円)の担保に供しているものは次のと

おりである。

※３　担保資産及び担保付債務

借入金19,787百万円(一年以内に返済予定の長期借

入金1,300百万円、長期借入金14,887百万円、短期借

入金3,600百万円)の担保に供しているものは次のと

おりである。

現金及び預金 2,261百万円

受取手形 1,502百万円

売掛金 635百万円

製品 2,504百万円

原材料 1,273百万円

仕掛品 1,078百万円

貯蔵品 196百万円

関係会社短期貸付金 2,189百万円

建物 2,345百万円

構築物 805百万円

機械及び装置 2,626百万円

工具器具備品 289百万円

土地 8,882百万円

投資有価証券 206百万円

関係会社株式 8,331百万円

関係会社出資金 53,912百万円

関係会社長期貸付金 4,450百万円

計 93,492百万円

現金及び預金 2,112百万円

受取手形 1,091百万円

売掛金 171百万円

製品 3,064百万円

原材料 1,403百万円

仕掛品 967百万円

貯蔵品 213百万円

関係会社短期貸付金 1,960百万円

建物 2,239百万円

構築物 755百万円

機械及び装置 2,349百万円

工具器具備品 250百万円

土地 8,882百万円

投資有価証券 136百万円

関係会社株式 10,101百万円

関係会社出資金 24,298百万円

関係会社長期貸付金 4,050百万円

計 64,048百万円

※４　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公

布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上している。

再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条

第３号に定める固定資産税評価額に基づき、合理

的な調整を行い算出している。

再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土

地の当期末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

1,832百万円

※４　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公

布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上している。

再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条

第３号に定める固定資産税評価額に基づき、合理

的な調整を行い算出している。

再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土

地の当期末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

1,923百万円
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

　５　保証債務

関係会社の金融機関からの借入金等に対して、次の

とおり債務保証を行っている。

　５　保証債務

関係会社の金融機関からの借入金等に対して、次の

とおり債務保証を行っている。

Asahi Tec Aluminium (Thailand) Co.,Ltd.

(銀行借入金、リース債務)　　　 3,648百万円

(925百万タイバーツ)

Asahi Tec Metals (Thailand) Co.,Ltd.

(銀行借入金)　　　　　　　　　　 520百万円

(141百万タイバーツ)

計　　　　　　　　　　　　　　 4,168百万円

Asahi Tec Aluminium (Thailand) Co.,Ltd.

(銀行借入金、リース債務)　　　 2,780百万円

(790百万タイバーツ)

Asahi Tec Metals (Thailand) Co.,Ltd.

(銀行借入金)　　　　　　　　　　 764百万円

(240百万タイバーツ)

計　　　　　　　　　　　　　　 3,545百万円

　６　テクノメタル㈱株式の追加購入

当社は、ビジネス領域の拡大及び業務効率の向上を

目的として、平成18年２月28日に三菱ふそうトラッ

ク・バス㈱との間で、その100％子会社である三菱

ふそうテクノメタル㈱（現　テクノメタル㈱）の株

式の取得に関する契約を締結し、128千株（66％）

を2,969百万円で取得した。この契約には、契約締結

後18ヶ月経過した日から契約締結後36ヶ月の間に

三菱ふそうトラック・バス㈱が所有するテクノメ

タル㈱の残りの持分を当社が一定の価格（現金も

しくは株式交換）で追加取得するという株式買取

条項が含まれている。なお、平成19年２月27日に三

菱ふそうトラック・バス㈱より、平成19年８月29日

付でテクノメタル㈱の残りの持分を売却する旨の

通知を受領している。この追加取得の対価として

1,670百万円を予定している。

　６　テクノメタル㈱株式の追加購入

当社は、ビジネス領域の拡大及び業務効率の向上を

目的として、平成18年２月28日に三菱ふそうトラッ

ク・バス㈱との間で、その100％子会社である三菱

ふそうテクノメタル㈱（現　テクノメタル㈱）の株

式の取得に関する契約を締結し、128千株（66％）

を取得した。この契約には、締結後の18ヶ月目から

36ヶ月目の間に三菱ふそうトラック・バス㈱が所

有するテクノメタル㈱の残りの持分を当社が一定

の価格（現金もしくは株式交換）で追加取得する

という内容の株式買取条項が含まれていた。当社

は、平成19年８月29日に本株式買取条項に基づき、

三菱ふそうトラック・バス㈱より、テクノメタル㈱

の残りの株式66千株を1,670百万円で取得した。

　７　㈱バンテックからの訴訟事件

平成17年12月26日付で当社の物流業務の委託先で

あった㈱バンテックから295百万円の物流業務委託

代金請求訴訟の提起を受けた。これに対して、当社

は548百万円の反訴を提起した。当社は、裁判におい

て当社の正当性を主張し争っていく方針である。

　７　㈱バンテックからの訴訟事件

平成17年12月26日付で当社の物流業務の委託先で

あった㈱バンテックから295百万円の物流業務委託

代金請求訴訟の提起を受けた。これに対して、当社

は548百万円の反訴を提起した。本訴訟については、

和解が成立し、平成19年９月27日に当社が㈱バン

テックに和解金22百万円を支払い、両者ともに訴訟

を取り下げた。

　８　当座借越契約及びコミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。

　８　当座借越契約及びコミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。

当座借越極度額及び

コミットメント
7,500百万円

借入実行残高 2,800百万円

差引額 4,700百万円

当座借越極度額及び

コミットメント
5,830百万円

借入実行残高 3,600百万円

差引額 2,230百万円
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

　９　配当制限

再評価差額金3,044百万円は、「土地の再評価に関す

る法律」第７条の２第１項の規定により、配当に充

当することが制限されている。

当社の配当・役員賞与の支払は、その支払後、シニ

アローン及び劣後ローン契約に定める財務制限条

項に抵触しないこと並びに債務不履行事由及び潜

在的債務不履行事由（ただし、軽微なもので、かつ

別途定める治癒期間内に治癒されると合理的に見

込まれる潜在的債務不履行事由を除く。）は一切発

生しておらず、かつその支払によりそれらの事由が

生じないことが条件となっている。（詳細は第２

［事業の状況］４［事業等のリスク］に記載して

いる。）

　９　配当制限

再評価差額金3,044百万円は、「土地の再評価に関す

る法律」第７条の２第１項の規定により、配当に充

当することが制限されている。

当社の配当・役員賞与の支払は、その支払後、シニ

アローン及び劣後ローン契約に定める財務制限条

項に抵触しないこと並びに債務不履行事由及び潜

在的債務不履行事由（ただし、軽微なもので、かつ

別途定める治癒期間内に治癒されると合理的に見

込まれる潜在的債務不履行事由を除く。）は一切発

生しておらず、かつその支払によりそれらの事由が

生じないことが条件となっている。（詳細は第２

［事業の状況］４［事業等のリスク］に記載して

いる。）

※10　財務制限

㈱あおぞら銀行、㈱三井住友銀行、㈱東京スター銀

行及び㈱みずほコーポレート銀行によるシニア

ローン、㈱あおぞら銀行による劣後ローンには財務

制限条項が付されており、主なものは次のとおりで

ある。いずれもその事由が発生した場合は、貸出人

である㈱あおぞら銀行の請求によって借入人は本

契約上の期限の利益を失い、直ちに債務の弁済をな

さねばならない。

なお、財務制限については平成19年１月11日付で全

株式を取得し、当社の子会社となったメタルダイン

社を含まない連結ベースでの適用となる。

1.ファイナンシャルコベナンツ等計算書に定める指標

が下記に述べる所定の水準を達成できなかった場

合は契約違反となる。

※10　財務制限

㈱あおぞら銀行、㈱三井住友銀行、㈱東京スター銀

行及び㈱みずほコーポレート銀行によるシニア

ローン、㈱あおぞら銀行による劣後ローンには財務

制限条項が付されており、主なものは次のとおりで

ある。いずれもその事由が発生した場合は、貸出人

である㈱あおぞら銀行の請求によって借入人は本

契約上の期限の利益を失い、直ちに債務の弁済をな

さねばならない。

なお、財務制限については平成19年１月11日付で全

株式を取得し、当社の子会社となったメタルダイン

社を含まない連結ベースでの適用となる。

1.ファイナンシャルコベナンツ等計算書に定める指標

が下記に述べる所定の水準を達成できなかった場

合は契約違反となる。

Interest 
Coverage Ratio

＊1

Debt Service 
Coverage
Ratio ＊2

レバレッジ
比率 ＊3

平成18年３月期から平成19年12月期まで

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降

6.0以上 1.0以上 2.0以下

Interest 
Coverage Ratio

＊1

Debt Service 
Coverage
Ratio ＊2

レバレッジ
比率 ＊3

平成18年３月期から平成19年12月期まで

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降

6.0以上 1.0以上 2.0以下

*1　年間EBITDAに対する年間金融費用(エージェント・フィーを含

む)の割合

*2　年間フリーキャッシュフローに対する年間元利金支払総額の割

合

*3　修正融資残高に対する年間EBITDAの割合

*1　年間EBITDAに対する年間金融費用(エージェント・フィーを含

む)の割合

*2　年間フリーキャッシュフローに対する年間元利金支払総額の割

合

*3　修正融資残高に対する年間EBITDAの割合
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

2.個別融資実行日が属する月より、コミットメントに

係る借入の各個別融資の合計残高を毎月計測し、か

かる合計残高は、借入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。

2.個別融資実行日が属する月より、コミットメントに

係る借入の各個別融資の合計残高を毎月計測し、か

かる合計残高は、借入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。

3.借入人の配当・役員賞与の支払は、その支払後上記

に述べた財務制限条項に抵触しないことを条件と

する。

3.借入人の配当・役員賞与の支払は、その支払後上記

に述べた財務制限条項に抵触しないことを条件と

する。

4.年間設備投資額の制限

平成19年３月期以降の借入人の年間設備投資（設

備投資に係るリースを含む。ただし、金型又は治具

に対する投資は除く）上限額は次のとおりとする。

ただし、各期の未消化部分については、翌期に限り

繰越可能とする。

平成19年３月期及び平成20年３月期：

4,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%

平成21年３月期以降：

3,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%

4.年間設備投資額の制限

平成20年３月期以降の借入人の年間設備投資（設

備投資に係るリースを含む。ただし、金型又は治具

に対する投資は除く）上限額は次のとおりとする。

ただし、各期の未消化部分については、翌期に限り

繰越可能とする。

平成20年３月期：

4,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%

平成21年３月期以降：

3,500百万円＋余剰キャッシュフロー×50%
＊余剰キャッシュフローは、フリーキャッシュフローから約定返

済額、支払利息額、エージェントフィー及びコミットメント

フィーを控除した金額

＊余剰キャッシュフローは、フリーキャッシュフローから約定返

済額、支払利息額、エージェントフィー及びコミットメント

フィーを控除した金額

※11　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって

決済処理している。なお、当事業年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が事

業年度末残高に含まれている。

―――――――――――

受取手形 131百万円

支払手形 311百万円

設備関係支払手形 40百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　他勘定振替高の内容

不良返品の原材料への振替高等である。

※１　他勘定振替高の内容

同左

※２　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

※２　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

荷造費、運賃 1,383百万円

給料賃金、賞与手当 1,042百万円

賃借料 146百万円

貸倒引当金繰入額 10百万円

賞与引当金繰入額 191百万円

役員賞与引当金繰入額 61百万円

退職給付費用 79百万円

役員退職慰労引当金繰入額 87百万円

減価償却費 203百万円

荷造費、運賃 1,413百万円

給料賃金、賞与手当 1,090百万円

賃借料 207百万円

賞与引当金繰入額 221百万円

役員賞与引当金繰入額 81百万円

退職給付費用 60百万円

役員退職慰労引当金繰入額 65百万円

減価償却費 203百万円

研究開発費 313百万円

なお、販売費及び一般管理費中の販売費と一般管理

費のおよその割合は、販売費が51％、一般管理費が

49％である。

なお、販売費及び一般管理費中の販売費と一般管理

費のおよその割合は、販売費が50％、一般管理費が

50％である。

※３　当期一般管理費及び製造費用に含まれる

研究開発費

534百万円

※３　当期一般管理費及び製造費用に含まれる

研究開発費

582百万円

※４　固定資産売却益の内容 ※４　固定資産売却益の内容

機械装置売却益 15百万円

土地売却益 7百万円

その他売却益 4百万円

計 26百万円

工具器具備品売却益 2百万円

その他売却益 0百万円

計 3百万円

※５　固定資産処分損の内容 ※５　固定資産処分損の内容

建物除却損 5百万円

機械及び装置除却損 42百万円

工具器具備品除却損 76百万円

その他除却損 1百万円

その他売却損 0百万円

固定資産撤去費用 37百万円

計 164百万円

建物除却損 5百万円

構築物除却損 5百万円

機械及び装置除却損 32百万円

工具器具備品除却損 46百万円

その他除却損 0百万円

その他売却損 0百万円

固定資産撤去費用 17百万円

計 108百万円

※６　その他の内容 ―――――――――――

ゴルフ会員権売却益 4百万円  

※７　関係会社に係る主なものは以下のとおりである。 ※７　関係会社に係る主なものは以下のとおりである。

（営業外収益） 　

関係会社受取利息 206百万円

関係会社受取配当金 15百万円

雑収入 14百万円

（特別利益） 　

固定資産売却益 16百万円

関係会社からの仕入高 14,492百万円

（営業外収益） 　

関係会社受取利息 216百万円

関係会社受取配当金 42百万円

雑収入 3百万円

（特別利益） 　

固定資産売却益 3百万円
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※８　減損損失

当社は、当事業年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上している。当社は、管理会

計上の事業ごと、又は物件ごとに資産のグルーピン

グを行っている。

※８　減損損失

当社は、当事業年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上している。当社は、管理会

計上の事業ごと、又は物件ごとに資産のグルーピン

グを行っている。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

遊休資産 土地
静岡県
菊川市

8

  計 8

上記遊休資産については、将来の用途が定まってい

ないため、減損損失を特別損失に計上した。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は、不動産鑑定評価額により

算定している。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

遊休資産
機械及び装置、
建設仮勘定

静岡県
菊川市 他

62

  計 62

上記遊休資産については、将来の用途が定まってい

ないため、減損損失を特別損失に計上した。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は、売却予定価格等から処分

費用見込額を差し引いて算定している。

―――――――――――

　

※９　統合再編一時費用の内容

メタルダイン社（関係会社）の買収に伴い、グロー

バルな経営強化を図るための事業統合に関連する

一時費用を特別損失に計上した。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 82 316 － 399

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

RHJインターナショナル SA/NVからの無償譲受による増加　　　304千株

単元未満株式の買取による増加　　　11千株

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 399 15 － 415

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取による増加　　　15千株
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（リース取引関係）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

有形固定資産

合計
(百万円)工具

器具備品
(百万円)

取得価額
相当額

6 6

減価償却
累計額
相当額

5 5

期末残高
相当額

0 0

該当事項はない。

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 0百万円

合計 0百万円

該当事項はない。

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

該当事項はない。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

該当事項はない。

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はない。

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 １年以内 52百万円

１年超 82百万円

合計 134百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はない。

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。
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（税効果会計関係）

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

(繰延税金資産) 　

賞与引当金 265百万円

減価償却費 396百万円

退職給付引当金 356百万円

関係会社株式評価損 676百万円

アドバイザリー費用

及びリファイナンス費用
171百万円

金型有姿除却否認 222百万円

売上損失引当金 165百万円

リース資産（機械装置）廃却損 147百万円

税務上の繰越欠損金 1,604百万円

その他 576百万円

繰延税金資産小計 4,583百万円

評価性引当額 △3,165百万円

繰延税金資産合計 1,417百万円

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 △44百万円

繰延税金負債合計 △44百万円

繰延税金資産（負債）の純額 1,372百万円

再評価に係る繰延税金資産 486百万円

評価性引当額 △486百万円

再評価に係る繰延税金負債 △2,816百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 △2,816百万円

(繰延税金資産) 　

賞与引当金 289百万円

減価償却費 377百万円

退職給付引当金 503百万円

関係会社株式評価損 676百万円

関係会社出資金評価損 　11,771百万円

アドバイザリー費用

及びリファイナンス費用
127百万円

金型有姿除却否認 188百万円

売上損失引当金 101百万円

リース資産（機械装置）廃却損 115百万円

税務上の繰越欠損金 968百万円

その他 474百万円

繰延税金資産小計 15,593百万円

評価性引当額 △15,593百万円

繰延税金資産合計 －百万円

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 △16百万円

繰延税金負債合計 △16百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △16百万円

再評価に係る繰延税金資産 486百万円

評価性引当額 △486百万円

再評価に係る繰延税金負債 △2,816百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 △2,816百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.75％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない

項目
6.62

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.11

控除不能源泉税（外国税等） 8.39

住民税均等割 1.60

評価性引当額 △213.06

その他 △0.05

税効果適用後の法人税等の負担率 △156.86

　　

当事業年度については、税引前当期純損失のため、記

載を省略している。
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載していない。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載していない。

（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 182.81円 １株当たり純資産額 57.93円

１株当たり当期純利益 12.06円 １株当たり当期純損失 124.71円

潜在調整後１株当たり純利益 11.26円 　 　

　（注）１　当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜株株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載していない。

２　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 71,390 40,100

純資産の部の合計額から

控除する金額　　　(百万円)
23,951 25,066

（内、新株予約権） 108 255

（内、優先株式に係る資本金及び

　資本剰余金）
16,484 16,486

（内、残余財産の分配額） 6,931 6,931

（内、Ａ種優先株式の累積配当額） 150 200

（内、Ｂ種優先株式の累積配当額） 74 149

（内、Ｃ種優先株式の累積配当額

　及び累積償還差額）
200 1,043

普通株式に係る期末純資産額

(百万円)
47,438 15,033

１株当たり純資産額の算定に

用いられた期末の普通株式数(千株)
259,502 259,492

(2) １株当たり当期純利益又は純損失（△）

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益又は純損失（△）

(百万円)
2,192 △31,393

普通株主に帰属しない金額(百万円) 325 968

（内、Ａ種優先株式配当金） 50 50

（内、Ｂ種優先株式配当金） 74 74

（内、Ｃ種優先株式配当金及び

　償還差額当期負担分）
200 843

普通株式に係る当期純利益

又は純損失（△）　　　　(百万円)
1,866 △32,361
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

期中平均普通株式数(千株) 99,162 259,497

期中平均転換株式数(千株) 55,668 －

期中平均株式数(千株) 154,830 259,497

潜在調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(百万円) 325 －

（内、Ａ種優先株式配当金） 50 －

（内、Ｂ種優先株式配当金） 74 －

（内、Ｃ種優先株式配当金及び

　償還差額当期負担分）
200 －

普通株式増加数(千株) 39,922 －

（内、新株予約権） 1,447 －

（内、Ｃ種優先株式） 38,474 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

新株予約権

臨時株主総会の特別決議日

平成18年11月16日

新株予約権（3,031,835個）

詳細については「第４　提出会社の状

況　１　株式の状況　(２)新株予約権等

の状況」に記載のとおりである。

　―――――――――――

　

　

　

　

EDINET提出書類

旭テック株式会社(E01271)

有価証券報告書

154/168



（重要な後発事象）

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はない。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

   　　 １　共通支配下の取引等関係

当社は平成19年８月30日の取締役会決議、平成19年10月22日の経営会議決議及び平成20年２月14日の取締役会

決議により、平成20年４月１日をもって、下記のとおり当社の環境装置事業を再編した。

 　　　　(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及び事業の内容

（吸収分割承継会社）

①名称　　　　　旭テック環境ソリューション㈱

②事業の内容　　上下水道用機器・水処理装置の製造販売及び設計・施工・管理、管更生工事に関する資材

の製造販売・施工及び施工関連機材の販売・リース等

（吸収分割会社）

①名称　　　　　旭テック㈱環境装置事業

②事業の内容　　上下水道用機器・水処理装置の製造販売及び設計・施工・管理、管更生工事に関する資材

の製造販売・施工及び施工関連機材の販売・リース等

 　　　　(2) 企業結合の法的形式

 　　　 共通支配下の取引（分割会社の事業を承継会社が承継する吸収分割）

 　　　　(3) 結合後企業の名称

 　　　 変更はない。

 　　　　(4) 取引の目的を含む取引の概要

環境装置事業の継続的運営と意思決定の迅速化と経営効率の向上による事業拡大を目的として、平成19年

10月31日付で当社100％子会社「旭テック環境ソリューション㈱」を新設し、平成20年４月１日付で吸収分

割の形式により、同社が当社の環境装置事業を承継した。

 　　　　(5) 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、

共通支配下の取引として処理している。

 　　　　(6) 分割する資産・負債の額

 　　　　　環境装置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

 流動資産 5,111  流動負債 2,193 

 固定資産 68  固定負債 18 

 資産合計 5,179  負債合計 2,211 

   　　 ２　当社は、平成20年６月13日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行について決議した。

第三者割当による新規発行普通株式

①株式の種類　　　　　　当社普通株式　

②株式数　　　　　　　　40,000,000株

③発行価格　　　　　　　１株につき 80円

④発行価額の総額　　　　3,200,000,000円

⑤資本組入額　　　　　　１株につき 40円

⑥資本組入額の総額　　　1,600,000,000円

⑦申込期間　　　　　　　平成20年７月14日

⑧払込期日　　　　　　　平成20年７月15日

⑨割当予定先　　　　　　RHJインターナショナル SA/NV

 　　　 ⑩資金使途　　　　　　　全額を当社の完全子会社であるメタルダイン社の事業改革を進めることによる財務基盤の強

化、同社を借入人とする銀行との契約遵守を目的として、メタルダイン社に対して

出資するための資金に充てる予定である。

 　　　 なお、実際の発行数は、上記株式数の範囲内で割当予定先から申込みのあった株式数となる。上記に記載している

株式数その他これと関連する金額等は、割当予定先から40,000,000株全部について申込みがあったことを前提

としている。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則124条の規定により記載を省略して

いる。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)
当期減少額

(百万円)
当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万円)

有形固定資産        

建物 6,593 33 16 6,609 4,230 130 2,378

構築物 2,696 163 107 2,753 1,865 102 887

機械及び装置 18,600 579
428

(49)
18,752 16,387 773 2,364

車両運搬具 167 － 8 158 139 11 18

工具器具備品 4,549 617 791 4,375 3,436 768 938

土地 8,965 － － 8,965 － － 8,965

建設仮勘定 375 2,698
2,901

(13)
171 － － 171

有形固定資産計 41,949 4,092
4,254

(62)
41,786 26,060 1,785 15,726

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 823 468 145 355

その他 － － － 26 18 0 7

無形固定資産計 － － － 850 487 146 362

長期前払費用 211 11 2 220 210 2 9

繰延資産        

　株式交付費 228 － － 228 92 76 135

繰延資産計 228 － － 228 92 76 135

　（注）１　なお、当期減少額のうち(　)内は内数で減損損失の計上額である。

２　当期増加額の主なものの内容

機械及び装置   

豊川工場　キュポラ熱交換機更新 284 百万円

豊川工場　大物用バリンダー導入 38  

その他 256  

　　　　　　計 579  

工具器具備品  百万円

型 525  

治工具他 92  

　　　　　　計 617  

　　建設仮勘定

当社の有形固定資産は、すべて建設仮勘定を経由しているので、当期の増加額のうち大部分は、本勘定の増加

と重複して表示されている。

３　当期減少額の主なものの内容

機械及び装置   

豊川工場　キュポラ熱交換機更新 195 百万円

減損損失 49  

その他 182  

　　　　　　計 428  

４　無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略している。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 246 － － 36 209

賞与引当金 680 746 680 － 746

役員賞与引当金 61 81 61 － 81

売上損失引当金 416 255 416 － 255

製品補償引当金 14 4 7 － 11

完成工事補償引当金 43 19 15 － 47

役員退職慰労引当金 126 65 － － 191

環境対策引当金 140 52 － － 193

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による取崩額36百万円である。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

　平成20年３月31日現在、貸借対照表における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

当座預金 130

普通預金 2,275

自由金利型定期預金 11

小計 2,417

合計 2,418

ｂ　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱ヤマザキ 214

誠新産業㈱ 120

㈱スエヒロ産業 63

㈱エム・エス・ディ 62

栄和電機㈱ 38

その他 590

計 1,091

期日別内訳

平成20年４月
(百万円)

５月
(百万円)

６月
(百万円)

７月
(百万円)

８月
(百万円)

計
(百万円)

297 226 297 220 49 1,091

ｃ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

三菱自動車工業㈱ 2,234

三菱ふそうトラック・バス㈱ 1,436

三菱重工業㈱ 903

カヤバ工業㈱ 641

東京都庁 583

その他 6,548

計 12,347

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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　 　 　 　 回収率(％) 滞留期間(日)

前期繰越高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)

(Ｄ)

(Ｃ)
──────

(Ａ)＋(Ｂ)
×100

(Ａ)＋(Ｄ)
──────

２
──────

(Ｂ)
─────

366

11,365 59,413 58,432 12,347 82.56 73.04

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。

ｄ　製品・仕掛品

区分
金額(百万円)

製品 仕掛品

ダクタイル鋳鉄鋳物 436 304

アルミニウム合金鋳物 492 451

架線金具 605 37

環境装置 404 34

アルミホイール 1,109 124

その他 17 15

計 3,064 967

ｅ　原材料

区分 金額(百万円)

ダクタイル鋳鉄鋳物原料 247

アルミニウム合金鋳物原料 89

その他の鋳物原料 3

部分品 1,063

計 1,403

ｆ　貯蔵品

区分 金額(百万円)

補修部品・補助材料他 213

ｇ　関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

テクノメタル㈱ 4,639

Asahi Tec Aluminium (Thailand) Co., Ltd. 4,532

Asahi Tec Metals (Thailand) Co., Ltd. 577

Shippo Asahi Moulds (Thailand) Co., Ltd. 142

旭テック環境ソリューション㈱ 100

豊栄工業㈱ 73

アサヒサービス㈱ 20

アサヒテックサービス㈱ 10
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銘柄 金額(百万円)

旭テック東北販売㈱ 6

計 10,101

ｈ　関係会社出資金

銘柄 金額(百万円)

Metaldyne Holdings LLC 24,298

Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd. 229

Dicastal Asahi Aluminium Co., Ltd. 143

Guangzhou Asahi Dongling Research & Development Co., Ltd. 92

計 24,763

ｉ　関係会社長期貸付金

貸付先 当期末残高(百万円)

テクノメタル㈱ 4,050

計 4,050

②　負債の部

ａ　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱日邦 94

㈱伊藤鉄工所 52

㈱ツチヨシ・マテック 37

㈱小出鋳造所 29

三機工業㈱ 22

その他 257

計 493

期日別内訳

平成20年４月
(百万円)

５月
(百万円)

６月
(百万円)

７月
(百万円)

計
(百万円)

110 119 105 158 493

ｂ　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

Asahi Tec Aluminium(Thailand) Co., Ltd. 1,086

豊栄工業㈱ 891

アサヒ機装㈱ 441

㈱ジェイピーシーズ 435

Wheelhorse Asahi Aluminium Co., Ltd. 358
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相手先 金額(百万円)

㈱山内商店 325

その他 6,903

計 10,441

ｃ　短期借入金

借入先 当期末残高(百万円)

㈱あおぞら銀行 2,401

㈱三井住友銀行 1,360

㈱東京スター銀行 682

豊栄工業㈱ 500

㈱みずほコーポレート銀行 455

旭テック環境ソリューション㈱ 70

計 5,470

ｄ　長期借入金

借入先 当期末残高(百万円)

㈱あおぞら銀行 9,968

㈱三井住友銀行 2,091

㈱東京スター銀行 1,696

㈱みずほコーポレート銀行 1,131

計 14,887

(3)【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券・10株券・50株券・100株券・500株券・1,000株券・

10,000株券・100,000株券・100株未満株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき300円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ

る。

http://www.asahitec.co.jp/kessan/index.html

株主に対する特典 該当事項なし

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項に掲げる

権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の

権利を有していない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第100期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月19日関東財務局長に提出

事業年度　第100期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書にかかる訂正報告書であ

る。

(3) 半期報告書

事業年度　第101期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月27日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

吸収分割に基づく企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の規定に基づく臨時報告書を平成20

年２月15日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書

提出会社・連結会社の財政状況及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生に基づく企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書を平成20年５月19日関東財務局長に提

出

(6) 有価証券届出書（株式）及びその添付書類

平成20年５月13日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成19年６月28日

旭テック株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉彦　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 椎名　弘　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭テック

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

旭テック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は株式交付費について支出時に費用処

理する方法から繰延資産として計上する方法に変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

旭テック株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉彦　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 椎名　弘　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る旭テック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭テッ

ク株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月13日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発

行について決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成19年６月28日

旭テック株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉彦　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 椎名　弘　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭テック

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第100期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭テック株

式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は株式交付費について支出時に費用処理す

る方法から繰延資産として計上する方法に変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

旭テック株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉彦　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 椎名　弘　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る旭テック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭テック株

式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月13日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発

行について決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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